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Ⅰ　緒　　　言

　中山間地域は林野率が高く，耕地面積が小さいこ
とから 17），肉用繁殖牛飼養農家では，飼料生産基盤
が脆弱な場合が多く，林地も放牧地として利用する
場面がみられる．林地への牧草導入は，草量の低下
を緩和し，永続的かつ集約的な林地の利用を可能に
するといわれており 4︶, 8），林床植生が貧弱な場合は
飼料となる草量の確保，さらに傾斜地では土壌保全
の観点からも有効である．林床に導入する草種とし
ては，これまで主に寒地型牧草が検討されているが，
林内で生育する寒地型牧草は可溶性炭水化物含有率
が低く，硝酸態窒素含有率が高く，採食利用性が低
いという報告がある 5）．暖地型シバ草種セントオー
ガスチングラス（Stenotaphrum secundatum︵Walt.︶ O. 
Kuntze）は，緑地用に栽培されるほか，海外では放
牧利用が行われており 10），我が国でも温暖地の放牧
用草種としての利用が期待される．同草は暖地型シ
バ草種のなかでは耐陰性が強いといわれ 16），弱光条
件でのほふく茎の伸長がシバより良好で 13），林床に
導入できる可能性が高いと考えられるが，林床の光

環境と生育との関係については明らかにされていな
い．そこで，本試験では立木密度が異なる落葉広葉
樹林の林床にセントオーガスチングラスの苗を植栽
し，放牧条件下での生育に及ぼす立木による庇蔭の
影響を 4 年間にわたり調査した．
　また，この試験地は，周囲の草生地からシバの侵
入，定着がみられ，セントオーガスチングラスの被
度拡大に影響が認められた．セントオーガスチング
ラスとシバの施肥に対する生育反応は異なることが
明らかになっており 13），土壌の化学性が両草種の関
係に大きく影響したと推察されたことから，ポット
試験において両草種の競合実験を行った．これらの
試験で得られた結果から，放牧条件下の両草種の動
態に関する考察を行い，セントオーガスチングラス
の利用・管理技術に関する知見が得られたので報告
する．

Ⅱ　材料と方法

1　�放牧地内林地におけるセントオーガスチングラ
ス植栽試験

　試験は，2012 年 5 月から 2015 年 10 月まで西日本
農業研究センター大田研究拠点（島根県大田市）内
のシバ優占放牧地（面積約 4.1ha，標高約 100m）に
所在する落葉広葉樹林地において実施した．本試験
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2　�土壌の化学性が異なるポットにおけるセント
オーガスチングラスとシバの混植試験

　実験は 2015 年 6 月 22 日から 7 月 23 日まで西日
本農業研究センター大田研究拠点のガラス室におい
て行った．1/5,000a のワグネルポットに拠点内から
採取した赤黄色土と化成肥料（N:P2O5:K2O=15:15:15）
および炭酸苦土石灰を混和して充填し，2015 年 6 月
22 日にセルトレイで育成したセントオーガスチング
ラス（前述と同じ品種）とシバ（品種‘朝駆’）の
苗を 1 本ずつ移植した．育苗は，培養土を充填した
セルトレイ（72 穴）に 5 月 22 日に切断したほふく
茎を挿してガラス室内で育成し，直立茎が 2-3 本と
なった苗を移植に用いた．両草種の苗は，約 8cm 離
して移植した．処理は化成肥料の量 3 水準（多肥：
10g/ ポット，少肥：5g/ ポット，無肥）と炭酸苦土
石灰の量 3 水準（多石灰：10g/ ポット，少石灰：
5g/ ポット，無石灰）を組み合わせた 9 処理とし，4
反復で配置した．苗の移植前に土壌を採取して化学
性の分析を行った（pH：pH メーター法，全窒素含
有率：近赤外分析法，硝酸態窒素含有率およびアン
モニア態窒素含有率：オートアナライザー法）．7 月
23 日に植物体を掘り取り，地上部と根に切り分け，
70℃ で 72 時間乾燥させて重量を測定した．得られ
たデータは分散分析を行い，Tukey の方法で処理間
の平均値を比較した．

Ⅲ　結果と考察

1　�放牧地内林地におけるセントオーガスチングラ
ス植栽試験

　立木の ELAI は，2 回の調査の平均で皆伐区は 0.1，
疎区は 1.6，密区は 2.1 であり，立木密度が高い処理
区ほど高く，皆伐区においてもわずかではあるが周
囲の立木による影響が認められた（第 1 表）．林床
の光量子束密度は，皆伐区に対して疎区 19％ -44％，

地は 1996 年に間伐を実施し，立木密度の異なる 3
処理区（疎区：30 本 /10a，密区：85 本 /10a，皆伐区）
からなる．1 区面積は 20m × 10m であり，立木の
樹種はコナラ（Quercus serrata Thunb.）が多く，他
にはノグルミ（Palabras strobilacea Sieb. et Zucc.），
エゴノキ（Styrax japonica Sieb. Et Zucc.）等が生育し
ていた．全樹種の平均樹高，平均胸高直径はそれぞ
れ 12.6m，17.0cm であった．疎区は間伐した材を搬
出し，皆伐区は立木を全て伐採・搬出した．また，
2012 年の試験開始前に試験区に生育していた雑潅木
類を伐採した．2012 年 5 月 8 日にセントオーガスチ
ングラスのポット苗（品種‘シェードⅡ’直径 9cm
のビニールポットで育成）を 1m 間隔に移植し，放
牧牛による苗の抜き取りを防ぐため，試験地周囲に
電気牧柵を設置して禁牧とした．試験地を設けた放
牧地は，全体を 1 牧区として毎年 4 月下旬から 12
月上旬までの期間，黒毛和種成雌牛 2-4 頭を定置放
牧したが，試験地は 2012 年 6 月 5 日に電気牧柵を
除去して開放し，その後は放牧牛が自由に移動，採
食できるようにした．なお，雑潅木類の再生木が繁
茂したため，2012 年 8 月，2013 年 7 月，2014 年 8
月および 2015 年 6 月に掃除刈りを実施した．
　調査は 1 ｍ× 1 ｍの定置枠を各処理区 5 カ所設置
し，春（5 月），夏（7 月）および秋（10～11 月）の
年 3 回，出現草種の草高と被度を測定した．
　各処理区の立木の葉面積を比較するため，2012 年
6 月 4 日および 6 月 21 日にプランツキャノピーアナ
ライザー（LI-COR 社製，LAI-2000）を用いて地上
約 10cm で推定葉面積指数（以下，ELAI）を測定した．
各処理区とも 15 カ所を測定し，平均値で表示した．
また，2012 年 5 月 18 日，6 月 4 日，6 月 21 日（晴
天または薄曇り）には，光量子センサー（LI-COR
社製，LAI-190SA）を用いて各処理区 30 カ所の地面
の光量子束密度を測定し，平均値で表示した．また，
2014 年 5 月 29 日 に 各 処 理 区 の 3 カ 所 か ら 深 さ
0-5cm の土壌を採取し，105℃ で乾燥後 , 化学性の
分析を行った（全窒素含有率：近赤外分析法，硝酸
態窒素含有率およびアンモニア態窒素含有率：オー
トアナライザー法）．

6月4日 6月21日 平均

皆伐区 0.15 0.05 0.10
疎区 1.71 1.49 1.60
密区 2.17 2.04 2.11

処理区
ELAI

第 1 表　 立木密度の異なる各処理区の
立木の推定葉面積指数（ELAI）
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まる傾向にあり，2015 年には 23％ に達したが，密区
では被度の拡大はみられず，低下する傾向にあった．
セントオーガスチングラス以外の種では，皆伐区に
おけるシバの被度の拡大が顕著で，2013 年は 15％，
2014 年は 41％ となり，2015 年も同程度の被度で推
移し，優占種となった．これに対して，疎区および
密区におけるシバの被度は 1％以下の水準にとどまっ
た．なお，セントオーガスチングラスおよびシバ以
外の主要な出現草種は，スゲ類，ススキ（Miscanthus 
sinensis Anderss.），ネザサ（Pleioblastus chino （Franch.
et Savat.） Makino），ヤマツツジ（Rhododendron kaempferi 
Planch.）等であった．
　皆伐区は日射環境に恵まれているにもかかわら
ず，セントオーガスチングラスの被度が 3 年目以降
に低下したが，原因としては，土壌の肥沃土が低い
土壌条件（土壌の全窒素含有率：0.08％，アンモニ
ア態窒素含有率 1.0％）に適したシバが拡大したた
めと考えられる．放牧地の土壌は赤黄色土で，中国
地方では広く分布し，肥沃度および土壌酸性度が低
いという特徴がある 6）．シバは無施肥の貧栄養条件
でも生育可能で，無施肥条件では優占しやすく，安
定的に維持されるという報告があり 2︶, 9︶, 12），赤黄色

密区 10％ -18％ であり，疎区では樹葉の展葉にとも
ない 5 月から 6 月にかけて低下した（第 1 図）．
　第 2 図にセントオーガスチングラスおよびシバの
被度の推移を示した．セントオーガスチングラスの
被度は概ね 5 月から 10 月（11 月）の間に拡大した．
皆伐区では 2013 年の 10 月に 34％ に達したが，2014
年は 21％以下，2015 年は 16％以下にまで低下した．
一方，疎区では徐々にではあるが経年的に被度が高
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第 1 図　 立木密度の異なる各処理区における林床の光量
子束密度
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第 2 図　林床におけるセントオーガスチングラスおよびシバの被度の推移
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が 16.53-20.52 mg/100g，無肥区が 2.09-2.32 mg/100g
であった．一方，土壌 pH は，石灰の処理間の差は
比較的小さく，多石灰区が 5.4-5.6，少石灰区が 5.2-
5.3，無石灰区が 4.9-5.1 であった．
　第 3 図にセントオーガスチングラスおよびシバの
乾物重を示した．両草種とも施肥量の増加に伴い茎
葉重が増加したが，その度合いはシバに比べてセン
トオーガスチングラスの方が顕著であった．根重に
ついては，両草種とも施肥量および石灰量の増加に
よる明らかな影響はみられなかった．第 3 表にセン
トオーガスチングラスとシバの乾物重の比を示し
た．「セントオーガスチングラス / シバ茎葉重比」の
値は，無肥の 1.0-1.5 に対して少肥では 1.4-2.2，多
肥では 1.8-3.1 と高まった．また，根重の両草種の
比も茎葉重と同様の傾向がみられた．一方，石灰施
用量の乾物重比への影響は判然としなかった．
　施肥によるセントオーガスチングラスのほふく茎
の伸長および乾物重の増加はシバよりも大きく 13），
窒素施肥は同草の刈取り収量を増加させるといわれ

土壌の化学性がセントオーガスチングラスの生育お
よび同草とシバとの競合関係に強く影響したと推察
される．
　被度の経年推移から，セントオーガスチングラス
は疎区程度の軽度の庇蔭条件では拡大速度は遅いも
のの被度の拡大が可能であると考えられ，試験地で
はセントオーガスチングラスがパッチ状に広がって
いることが観察された．一方，皆伐区では 2012 年
の 11 月からシバの侵入がみられ，2014 年以降シバ
の被度は 40％ を超え，優占種となったが，疎区で
はシバの侵入はなく，密区では 2012 年の 11 月から
シバが出現したものの，被度の拡大は認められな
かった．シバは群落からの種子およびほふく茎の一
部が運ばれて侵入するといわれているが 15），日照不
足に対する抵抗性は低いとされ 7），疎区の日射環境
の下ではシバは被度を拡大できないと推察された．
なお , 放牧牛による採食やふん尿還元による植生へ
の影響については , 両草種の生育に影響した可能性
がある．セントオーガスチングラスのし好性につい
ては , 暖地型牧草 10 草種を供試したなかで 3 番目で
あったという報告 11）があるが , シバとの比較は行
われておらず , 選択的に採食された可能性は否定で
きない．ふん尿還元については , 試験地の面積が放
牧頭数に比較して広いため , 部分的な影響に限られ
ると推察される．

2　�土壌の化学性が異なるポットにおけるセント
オーガスチングラスとシバの混植試験

　第 2 表に試験開始時の土壌の分析値を示した．硝
酸態窒素とアンモニア態窒素含有率を合わせた無機
窒素含有率は，多肥区が 26.79-29.47 mg/100g，少肥区

処　理 pH 全窒素 硝酸態窒素 アンモニア態窒素
(%) (mg/100g) (mg/100g)

多肥・多石灰 5.6
多肥・少石灰 5.3
多肥・無石灰 4.9

少肥・多石灰 5.4
少肥・少石灰 5.2
少肥・無石灰 5.0

無肥・多石灰 5.4
無肥・少石灰 5.3
無肥・無石灰 5.1

29.24
26.68
29.20

20.35
17.02
16.41

1.92
2.16
1.95

0.08
0.08
0.08

0.07
0.06
0.07

0.05
0.05
0.05

0.23
0.11
0.14

0.17
0.13
0.12

0.17
0.16
0.14

第 2 表　 セントオーガスチングラスとシバの混植試験に
おける各処理区の土壌の化学性

第 3 図　 混植条件におけるセントオーガスチングラスお
よびシバの茎葉ならびに根の乾物重

エラーバーは標準偏差を示す．異符号を付した処理間には 5％水
準で有意差あり．
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り取って分析した結果，7 月刈りでは TDN が 55.9％，
CP（粗タンパク質）が 9.8％ で，10 月刈りではそれ
ぞれ 47.7％，7.1％ であった．同じ圃場で生育する
シバの TDN と CP は 7 月刈りがそれぞれ 54.1％，
10.2％ であり，10 月刈りが 47.5％，8.0％ であった
ことから，両草種は類似した栄養価を持つものと推
察される．このことから，セントオーガスチングラ
スは肉用繁殖牛の放牧に適する可能性があるが，今
後は庇蔭下で生育した同草の飼料成分を確認する必
要がある．

Ⅳ　摘　　　要

　落葉広葉樹林の林床に植栽したセントオーガスチ
ングラスの生育を放牧条件下で調査し，立木による
庇蔭の影響を検討するとともに，試験地においてシ
バの侵入がみられたことから，ポット試験において
両草種の競合実験を行った．
　セントオーガスチングラスは比較的明るい林内で
は被度が拡大する傾向が認められた．一方，立木を
皆伐した，施肥しない場所に植栽した場合では，シ
バに抑圧されて衰退した．両草種を混植したポット
試験において，施肥量の増加に伴い両草種とも茎葉
重が増加したが，その度合いはシバに比べてセント
オーガスチングラスの方が顕著であった．根重につ
いては，両草種とも施肥量および石灰量の増加によ
る明らかな影響はみられなかった．セントオーガス
チングラスは施肥しない条件では，シバ等の貧栄養
土壌に適応した草種に抑圧され，衰退する場合があ
ると考えられた．
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茎葉 根
多肥・多石灰 1.9
多肥・少石灰 1.8
多肥・無石灰 3.1

少肥・多石灰 2.2
少肥・少石灰 1.6
少肥・無石灰 1.4

無肥・多石灰 1.0
無肥・少石灰 1.5
無肥・無石灰 1.0

セントオーガスチングラス/シバ

1.2
1.3
2.0

1.2
1.0
0.9

0.6
0.7
0.7

第 3 表　 セントオーガスチングラスとシバの混 
植試験における両草種の乾物重の比
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Ⅰ　緒　　　言

　中山間地と平坦地が近接する近畿中国四国地域で
は，施設野菜の周年にわたる安定生産を目指してい
る．これらの地域における主要な施設野菜であるト
マトについては，冷涼な中山間地での山間雨よけ栽
培や温暖な平坦地での抑制栽培等の作型を組み合わ
せることで，ほぼ周年的に供給されている．しかし，
端境期にあたる 8～10 月には生産量が減少する 5）．
さらに近年の異常高温下では，①花芽の生育不良に
よる着花数の減少や花落ち等の着花不良が発生する
こと 6），②ホルモン処理の効果が不安定になり着果
不良が発生すること，③通常本葉 8～9 枚目である
第 1 果房の着果節位が上昇し，収穫開始時期が遅延

することが 1），端境期の生産量を減少させる要因と
して挙げられる．端境期の生産量の減少を回避する
方法として，抑制栽培の収穫期を前進させることが
考えられる．抑制栽培では，育苗中高温に遭遇する
ため，収穫期の前進には育苗中の昇温を抑制するこ
とが必要となる．そのためには，冷涼な中山間地に
位置するトマト生産農家で育苗し，抑制栽培の本圃
に苗を供給する産地間の連携構築が有効と考えられ
る．しかし，中山間地でも夏季の気温が上昇してい
ることから，さらなる高温対策技術の導入が求めら
れる．
　園芸施設の高温対策技術の一つとして，従来型の
パッドアンドファン装置（以下，従来型 PF）や細
霧冷房装置などの蒸発冷房法があるが 3），中小規模
の園芸施設が多い近畿中国四国地域では普及してい
ない．その理由として，従来型 PF については①設
置コストが細霧冷房装置の 2～3 倍高く，非常に高
価であること，②既存の園芸施設への設置が困難で
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1.2m ×奥行き 0.1m ×高さ 0.3m のセルロースパッ
ド（以下，パッド），風量 20m3・min-1 で羽根径 0.3m
の送風ファン× 2 個，点滴チューブ（スーパータイ
フーン 100，ネタフィムジャパン㈱）で構成されて
いる．パッドと送風ファンは，筐体前面と後方にそ
れぞれ組み込まれ，パッドを湿らせるための点滴
チューブは，筐体内のパッド直上に設置されている．
本装置では，後方の送風ファンから筐体内に送り込
まれた空気が前面の湿ったパッドを通過する時に気
化冷却されて，加湿冷気として放出される．送風ファ
ン稼働時の気流速度および風量は，それぞれ 1 台あ
たり 1～1.2m・s-1 および 1,296～1,555m3・h-1 である．

2　作物育成システムの構成
　第 1 図および写真 2 に作物育成システムを示した．
幅 1.85m ×奥行き 0.95m ×高さ 0.7m の育苗ベンチ
上に園芸支柱で立方体の枠を組み枠内の後方面中央
に簡易 PF を設置した（第 1 図 -A）．育苗ベンチお
よび立方体の幅については，必要に応じて調節した．
枠内底面には農業用ポリオレフィン系フィルム（以
下，農 PO）を敷き，点滴チューブ（ドリッパーウッ
ドペッカータイプ（バーブ，赤色 2L・H-1），ネタフィ
ムジャパン㈱）を設置した．また，余剰水を排出す
るため，農 PO に 15cm 間隔で幅 1cm の切れ込み 6
条を入れた．枠側面は簡易 PF の送風口を塞がない
ように農 PO で被覆した．枠の上面については，簡
易 PF の前面を幅 1.5m ×長さ 1.8m の農 PO で，そ
れ以外は，枠外に空気が排出されるように不織布（パ
オパオ 90，光透過率 90％，三菱樹脂アグリドリー
ム㈱）で被覆した．簡易 PF からの加湿冷気を均等
に流すため，第 1 図 -B，C に示すように枠内にはパッ
ド面から 0.45m の位置に農 PO（横 0.4m，縦の長さ
は枠の高さと同じ）を枠の中心に 0.4m の間隔を開

あること，細霧冷房装置については①作物を濡らさ
ない噴霧制御が未確立であること，②小規模園芸施
設ではコスト高となることが，問題点として指摘さ
れている 9）

　これらに対して，現在，中小規模の園芸施設を対
象とした蒸発冷房装置として簡易設置型のパッドア
ンドファン装置（以下，簡易 PF）が開発されてい
る 9）．簡易 PF は加湿冷気を放出する軽量小型の筐

きょう

体
たい

であり，既存の園芸施設にも簡単に設置できる特
性を持つ 9）．
　トマト苗の冷房処理においては，通常の園芸施設
全体を冷房する方法に比べ，苗の地上部および育苗
ポットの地下部のみ冷房する局所冷却は冷却空間を
削減できるため低コストとなる．簡易 PF の場合，
その特性から育苗数および育苗場所の条件に合わせ
て，園芸施設内で自由に筐体を配置できることから
局所冷却に適していると考えられる．
　そこで本研究では，トマトの育苗用として簡易
PF を利用した育苗装置「作物育成システム」を開
発し 10），本システムのサイズおよび苗の配置密度を
決定するとともに，苗に対する冷却処理による減収
回避効果を検討した．さらに，トマト産地の連携に
よる技術体系モデルを構築するために，中山間地の
トマト生産農家が所有する育苗施設に導入した本シ
ステムで育苗した苗を，平坦地に位置する抑制栽培
の本圃に定植して減収回避効果を検証した．
　なお，本研究の一部は，農林水産省委託プロジェ
クト革新的緊急展開事業「地域間連携による低投入
型・高収益施設野菜生産技術体系の実証」により実
施した．
　本研究の遂行にあたり，トマトの栽培管理および
本システムの製作に多大の協力をいただいた農研機
構西日本農業研究センターの岩本辰弘氏に深く感謝
いたします．

Ⅱ　作物育成システムの概要

1　簡易設置型パッドアンドファン装置
　写真 1 に，本研究で使用した簡易 PF（㈱揖斐川
工業，2012 年製作）を示した．本装置は，重さ約
18.7kg で，厚さ 3mm のポリ塩化ビニル板を用いた
幅約 1.2m ×奥行き 0.3m ×高さ 0.5m の筐体，幅約

A B

写真 1　 簡易設置型パッドアンドファン装置（A：ファン
側，B：セルロースパッド側）
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けて 2 枚設置した．

Ⅲ　材料および方法

1　�作物育成システムを用いたトマト育苗技術の開発
1）栽培施設
　農研機構西日本農業研究センター，綾部研究拠点

（京都府綾部市，標高 60m）で本試験を実施した．
　1 次育苗には，間口 6.5m ×奥行き 9m ×棟高 4m
のガラス温室 A を，作物育成システムによる 2 次育

写真 2　 トマト育苗中の作物育成シス
テム（側面の農 PO を開放し
内部が見える状態）

奥行き
0.9m

不織布（枠上面）
・資材名，パオパオ90
・幅1.2m
・長さ

試験1：2.1m
試験2：3.7m
試験3：1.4m

作物育成システムを構成する枠の大きさと数
・園芸支柱（11mm）を使用
・試験規模

試験1：幅1.8m×奥行き0.9m×高さ0.6mの枠を3個
試験2：幅2.1m×奥行き0.9m×高さ0.6mの枠を3個
試験3：幅1.8m×奥行き0.9m×高さ0.75mの枠を2個

農PO（枠上面）
・厚さ0.15mm
・幅1.5m
・長さ1.8m

②

簡易PF

A：平面図

農PO（枠底面）
・厚さ0.15mm

排水用の切れ込み（灰色部分）
・幅は1cm
・長さ

試験1および試験3：80cm
試験2：90cm

B：枠の内部

①,②は中央区および先端区（気温
測定，苗サンプリング地点）を示す．

幅 （試験1：5.4m，試験2：8.4m，試験3：3.6m)

高さ
試験1：0.6m
試験2：0.6m
試験3：0.75m

C：側面図

①

補強用園芸支柱（直径11mm）
・枠上面には農POおよび不

織布を支えるため園芸支柱
で補強した．

農PO（加湿冷気を左右に流すために設置）
・厚さ0.15mm
・横0.4m
・縦の長さは枠の高さと同じとした．

農PO（側面）
・厚さ0.15mm

第 1 図　作物育成システム（A：平面図，B：枠の内部，C：側面図）
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オ㈱）を点滴灌水した．
　2 次育苗中はデータロガー（おんどとり TR-72Ui，
㈱ティアンドデイ）を用いパイプハウス内の気温を
10 分ごとに測定した．温度センサーの設置位置は，
処理区では枠中央から 0m および 2.2m 離れた地点
をそれぞれ中央 0m 区および末端 2.2m 区とした 2
点で，枠側面から 0.45m，枠上面から 15cm 下とした．
無処理区では育苗ベンチ上で枠内と同じ高さに温度
センサーを設置した．7 月 25 日に各処理区あたり
10 個体について苗の生育を調査した．苗の生育につ
いて，7 月 25 日に草丈，茎径および生体重を測定し，
その後 80 ℃ で 5 日間苗を風乾して乾物重および乾
物率を測定した．また，同日，ガラス温室 B 内の幅
3.6m ×奥行き 0.65m ×高さ 0.17m の簡易養液栽培
装置（フィールド養液栽培装置，エスペックミック
㈱）に株間約 50cm の 1 条植えで 1 処理区あたり 7
株を定植した．定植後，EC1.4dS･m-1 の大塚 A 処方
培養液を用い，1 日 1 株約 83～123mg の窒素を施用
した . 着果処理は，4-chlorophenoxy acetic acid 液剤（ト
マトトーン，日産化学工業㈱）の 100 倍液を 1 週間
に 3 回手動噴霧器を用いて第 1 果房の第 3 花開花時
から散布した．果実の肥大を確認した後，果房あた
り最大 5 果になるよう摘果した．主枝 1 本仕立とし
て，第 4 果房から 2 節上位で摘心した．
　8 月 31 日から 11 月 17 日まで，1 処理区あたり 7 株，
1 反復について赤熟期の果実を収穫し，各果房の着
果数，1 果重および総収量を調査した．
　各調査項目における平均値について，統計ソフト

（エクセル統計 2015，㈱社会情報サービス）で解析
した．日平均気温および日最高気温では，Williams
の多重比較法によって無処理区に対する中央区（中
央 0m 区）および末端区（末端 2.2m 区）の有意差
を検定した．等分散の認められなかった着果数，1
果重および総収量については，Shirley-Williams の多
重比較法によって無処理区に対する中央区（中央
0m 区）および末端区（末端 2.2m 区）の有意差を検
定した．
3）�試験 2．作物育成システムにおいて減収回避効
果をもたらす加湿冷気の到達距離と苗の配置密
度の決定

　本試験では，減収回避効果をもたらす作物育成シ
ステムのサイズと苗の配置密度を決定するため，試

苗には，間口 5.4m ×奥行き 21m ×棟高 3.6m のパ
イプハウスを，定植後の栽培には，間口 6.0m ×奥
行き 12m ×棟高 3.9m のガラス温室 B を供試した．
　2 次育苗用パイプハウスの屋根には試験開始前に
遮光資材（クールホワイト 420SW，遮光率 25～
30%，ダイオ化成㈱）を展張した．2 次育苗中，
1mm メッシュの防虫ネットで被覆した両側の側窓
を常時開放し，さらにハウス内気温が 30℃ を超え
ると，羽根径 0.8m の農業用換気扇により換気した．
　ガラス温室 B の屋根には定植前から 10 月まで遮
熱剤（レディヒート，マルデングロージャパン㈱）
を塗布した．栽培期間中，9 月まで 1mm メッシュ
金網付きの天窓および側窓を開放し，10 月以降は，
気温が 20℃ を下回らないよう天窓および側窓の開
閉，ならびに加温を行った．
2）�試験 1．作物育成システムにおける加湿冷気の
到達距離が育苗時の温度環境，苗の生育および
収量に与える影響

　本試験では，開発した作物育成システムによる減
収回避効果を明らかにするため，加湿冷気の到達距
離が枠内の異なる位置に配置された苗の温度環境お
よび生育，ならびに定植後の収量に与える影響を検
討した．供試した作物育成システムのサイズは，幅
5.4m ×奥行き 0.9m ×高さ 0.6m で，底面積を 4.86m2

とした．
　品種‘麗容’（㈱サカタのタネ）を供試し，2014
年 6 月 23 日に催芽処理を行い，6 月 25 日に市販の
育苗用土（タキイ種まき培土，タキイ種苗㈱）を充
填した 128 穴セルへ 1 穴おきに播種し，本葉 3 枚目
の葉身長が 5～6cm に達するまで 1 次育苗した．7
月 8 日にセル苗用培養土（セル成型用培養土無肥料
型，信濃培養土㈱）を充填した 9cm ポリポットにセ
ル苗を鉢上げ後，作物育成システム内に条間 15cm
の 6 条，株間 10cm，1 株・150cm-2 で配置し，7 月
25 日まで 2 次育苗した．処理区として枠中央から 0
～0.5m および 2.2～2.7m の加湿冷気の到達距離が異
なる苗の配置位置をそれぞれ中央区および末端区と
した．対照として育苗ベンチ上でなりゆきの温度環
境と点滴灌水のみで 2 次育苗した無処理区を設け
た．2 次育苗中，簡易 PF の稼働時間は，毎日 8:00
～20:00 に設定した．また，いずれの区とも 1 日 1～
2 回 EC1.4dS･m-1 の大塚 A 処方培養液（OAT アグリ
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　各調査項目における平均値について，加湿冷気の
到達距離と苗の配置密度を主効果とする 2 元配置分
散分析によって，主効果と交互作用について有意差
の有無を解析した．

2　�試験 3．作物育成システムを用いた現地実証試験
　本システムによる減収回避効果について現地で検
証し，産地連携による技術体系モデルを構築するた
め，2015 年に中山間地のトマト生産農家（徳島県三
好郡東みよし町加茂山地区，標高約 330m）で育苗
した苗を，平坦地に位置するトマト生産法人（㈱ア
グリベスト，徳島県阿波市市場町，標高約 26m）の
圃場に定植して抑制栽培した．
　育苗施設として，中山間地のトマト生産農家の所
有する間口 2.4m ×奥行き 9.0m ×棟高 2.5m の建設
足場資材利用園芸ハウス（以下，足場ハウス）を供
試し，試験 1，2 と同様に育苗ベンチ上に幅 3.6m ×
奥行き 0.9m ×高さ 0.75m，底面積 3.24m2 の作物育
成システムを設置した．足場ハウスの側窓は，換気
のため防虫ネットの張らず常時開放した．平坦地で
の抑制栽培には，間口 10m ×奥行き 47m で 2 連棟
のガラス温室を供試した．ガラス温室では金網付き
の天窓および側窓，ならびに農業用換気扇で温室内
気温を調節するとともに，内張りとして多層断熱被
覆資材（サニーキルト，光透過率 24.4％，東洋殖産㈱）
を展張した．
　トマト苗として台木‘スパイク’（愛三種苗㈱）
に穂木‘桃太郎’（タキイ種苗㈱）を接ぎ木した市
販の 128 穴セル苗を供試した．2015 年 7 月 22 日に
本葉第 4 葉が展開したセル苗を購入し，同日，杉皮
培地を充填した 9cm ポリポットに鉢上げし，中山間
地の足場ハウスで 2 次育苗を開始した．育苗ベンチ
上および作物育成システム内には，条間15cmの6条，
株間 20cm の千鳥，1 株・300cm-2 で苗を配置し，そ
れぞれ無処理区およびシステム区とした．また，同
日，慣行区として平坦地ガラス温室に設置したヤシ
ガラ培地を充填した隔離床の循環式養液栽培装置に
10 株を定植した．8 月 5 日に無処理区およびシステ
ム区からそれぞれ無作為に 10 株を搬出し，平坦地
ガラス室の循環式養液栽培装置に定植した．2 次育
苗時の温度センサーの設置位置は，無処理区と，シ
ステム区では枠中央から 0m および 1.1m 離れた地

験 1 より大きいサイズの作物育成システムを用い
て，加湿冷気の到達距離と苗の配置密度の違いが育
苗時の温度環境，苗の生育および定植後の収量に与
える影響を検討した．供試した作物育成システムの
サイズは，幅 8.4m ×奥行き 0.9m ×高さ 0.6m で，
底面積を 7.56m2 とした．
　本試験での供試品種，1 次育苗の方法，気温の計
測方法，簡易養液栽培装置，トマトトーンの散布，
仕立て，総収量調査時の調査項目および統計手法に
ついて試験 1 と同様にした．
　2016 年 7 月 8 日から 7 月 25 日まで 1 次育苗した
後ポリポットに鉢上げし，8 月 8 日まで作物育成シ
ステム内で 2 次育苗した．作物育成システム内では，
ポリポット苗を条間 15cm の 6 条で配置した．苗の
配置位置は枠中央から 0～0.9m および 3.3～4.2m 離
れた苗をそれぞれ中央および末端とする 2 水準を設
けた．苗の配置密度は枠中央を境に右方を株間
20cm で 1 株・300 cm-2，左方を株間 30cm で 1 株・
450cm-2 の千鳥に苗を配置し，それぞれ密および粗
とする 2 水準を設けた．処理区はそれぞれを組み合
わせた中央－密区，中央－疎区，末端－密区および
末端－疎区とした．対照として育苗ベンチ上に前述
の密と疎で苗を配置した無処理－密区，無処理－疎
区を設けた．2 次育苗中はいずれの区とも 1 日 1～2
回 EC1.4dS･m-1 の大塚 SA 処方培養液（OAT アグリ
オ㈱）を点滴灌水した．
　温度センサーの設置位置は，苗の配置位置につい
て中央では枠中央部から 0.5m 離れた地点の中央
0.5m と，末端では枠中央部から 3.3m および 4.1m
離れた地点の末端 3.3m および末端 4.1m に，配置密
度の違いを組み合わせた 6 点とした．無処理でも配
置密度の異なる 2 点で温度センターを設置した．8
月 8 日に処理区あたり 6 株について苗の生育を調査
した．調査項目は試験 1 の項目に最大葉長および最
大葉幅を追加した．また，同日，ガラス温室内の簡
易養液栽培装置に株間約 35cm の 1 条植えで 1 処理
区あたり 10 株を定植した．定植後，EC1.4～2.0dS･m-1

の大塚 SA 処方培養液を用い，1 日 1 株あたりの約
104～189mg の窒素を施用した．果実の肥大を確認
した後，1 果房あたり 4 果に摘果した．
　9 月 20 日から 12 月 28 日まで，1 処理区あたり 5 株，
2 反復について収量を調査した．
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差が認めらなかった．乾物率では，無処理区が最も
高くなった．また，中央区の苗では，定植時に折れ
る茎があった．
　第 3 図に育苗時における苗の配置位置が各果房の
着果数，1 果重および総収量に与える影響を示した．
着果数では，第 2 果房で無処理区と比べて中央区お
よび末端区が多くなる傾向を示し，1 果重および総
収量の値でも中央区および末端区が大きくなった．

2）�試験 2．作物育成システムにおいて減収回避効
果をもたらす加湿冷気の到達距離と苗の配置密
度の決定

　第 3 表に作物育成システムにおける加湿冷気の到
達距離および苗の配置密度が日平均気温および日最
高気温に与える影響を示した．日平均気温および日
最高気温の平均値とも加湿冷気の到達距離の違いに

点をそれぞれ中央 0m 区および末端 1.1m 区とした 3
点とした．気温の測定方法は，試験 1，2 と同様と
した．いずれの処理区も，栽培期間中におけるガラ
ス温室内の環境制御および肥培管理は，生産法人の
慣行法に従った．
　8 月 26 日に第 1 果房下葉数ならびに地表面から第
1 果房までの主茎の長さを第 1 果房下主茎長として
調査した．9 月から 11 月に各処理区の可販果個数お
よび可販果収量を調査した．可販果個数および可販
果収量の調査は生産法人に一任した．
　調査項目の平均値について，試験 1，2 と同じ統
計ソフトで解析した．日平均気温および日最高気温
では，試験 1 と同じ方法で解析した．第 1 果房下葉
数および第 1 果房下主茎長では，Tukey-Kramer の多
重比較法によって処理区間の有意差を検定した．可
販果個数および可販果収量については，処理区全個
体をまとめて調査したため統計処理を行わなかっ
た．

Ⅳ　結　　　果

1　�作物育成システムを用いたトマト育苗技術の開発
1）�試験 1．作物育成システムにおける加湿冷気の
到達距離が育苗時の温度環境，苗の生育および
収量に与える影響

　第 1 表に作物育成システムにおける加湿冷気の到
達距離が日平均気温および日最高気温に与える影響
を示した．日平均気温の平均値では，無処理区が
26.7℃ で，中央 0m 区および末端 2.2m 区はそれぞ
れ 24.7℃ および 25.2℃ であった．日最高気温の平
均値では，無処理区が 36.3℃ で，中央 0m 区および
末端 2.2m 区はそれぞれ 29.1℃ および 31.0℃ であっ
た．
　第 2 図に作物育成システムにおける加湿冷気の到
達距離が気温の日変化に与える影響を示した．無処
理区では 10～17 時まで 30℃以上に上昇した．中央
0m 区および末端 2.2m 区では日中それぞれ 27℃ お
よび 30℃以下で推移した．
　第 2 表に作物育成システムにおける苗の配置位置
が苗の生育に与える影響を示した．草丈および生体
重の値では，無処理区と比べて中央区および末端区
が大きかった．茎径および乾物重の値では，処理間

加湿冷気の到達距離 日平均気温       日最高気温
(℃)             (℃)

   無処理区         26.7±0.1         36.3±1.0 
中央 0m区            24.7±0.1**      29.1±0.5**
末端 2.2m区         25.2±0.1**       31.0±0.7**

3）

1） 2）

1） 測定地点は，1 処理あたり 1 点とした．
2） 数値は，1 日ごとの平均値±標準誤差（n＝15）を示す．
3） Williams の多重比較法により，同じ項目内の無処理区との間に，

＊＊では 2.5% 水準の有意差があることを示す．

第 1 表　 作物育成システムにおける加湿冷気の到達距離
が日平均気温および日最高気温に与える影響（測
定期間，2014 年 7 月 10 日～7 月 24 日）

： 無処理区 

：末端 2.2m 区

：中央 0m 区 

20
22
24
26
28
30
32
34
36
38
40
42

気
温
（
℃
）

時刻

12:00 18:006:00

第 2 図　 作物育成システムにおける加湿冷気の到達距離
が気温の日変化に与える影響（測定期間，2014
年 7 月 10 日～7 月 24 日）

注）測定期間全体の平均値として示した．
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ついて 1％水準の有意差が認められた．しかし，苗
の配置密度の違いおよび交互作用では，有意差が認
められなかった．日平均気温の平均値では，無処理
区が約 29～30℃ であった．末端 3.3m 区および末端
4.1m 区は同等の約 28℃ で，中央 0.5m 区は約 26℃
であった．日最高気温の平均値では，無処理区が約
40～42℃ であった．中央 0.5m 区，末端 3.3m 区お
よび末端 4.1m 区は，それぞれ約 31℃，約 35～36℃
および約 36～37℃ であった．
　第 4 図に作物育成システムにおける加湿冷気の到
達距離と苗の配置密度が気温の日変化に与える影響
を示した．無処理区では 8～18 時，末端 3.3m 区お
よび末端 4.1m 区では 9～17 時の間 30℃以上に上昇
した．中央 0.5m 区では 10～15 時の間約 30℃ で推
移した．
　第 4 表に作物育成システムにおける苗の配置位置
および配置密度が苗の生育に与える影響を示した．
苗の配置位置について，草丈，最大葉長，最大葉幅，
生体重および乾物重の値では，無処理区と比べて中
央区および末端区が有意に大きくなった．しかし，
乾物率では無処理区が有意に高くなった．苗の配置
密度の違いでは草丈を除いて，有意差が認められな
かった．交互作用ついても有意差が認められなかっ
た．
　第 5 表に育苗時における苗の配置位置および配置
密度が各果房の着果数に与える影響を示した．主効
果である苗の配置位置および配置密度の違い，なら
びに交互作用について有意差（P＝0.05）が認めら
れなかった．しかし，第 3 果房で無処理区と比べて
中央区の着果数が多い傾向を示した．
　第 6 表に育苗時における苗の配置位置および配置
密度が各果房の 1 果重に与える影響を示した．主効

苗の配置位置         草丈           茎径        生体重        乾物重        乾物率 
（苗までの加湿冷気の到達距離）   （cm）         （mm）        （g）         （g）          (%) 

無処理区（枠外）      41.3±2.3      6.2±0.2    20.4±0.2      2.16±0.1    10.2±0.5 
中央区（0～0.5m）          53.7±2.1**    6.3±0.0    23.4±0.4**    2.03±0.1     8.7±0.2** 
末端区（2.2～2.7m）         48.6±1.8*     6.4±0.1    22.4±0.8*     2.05±0.0     9.2±0.5** 

2） 

1） 

1）数値は，平均値±標準誤差（n＝10）を示す．
2） Williams の多重比較法により，同じ項目内の無処理区との間に，＊，＊＊では，それぞれ 5%，2.5% 水準の有意差が

あることを示す．

第 2 表　 作物育成システムにおける苗の配置位置が苗の生育に与える影響（育苗期間，2014 年 7 月 8 日～
7 月 25 日）
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1）

：無処理区（枠外）

：中央区（0～0.5m）

：末端区（2.2～2.7m）

3）

第 3 図　 育苗時における苗の配置位置が各果房の着果数，
1 果重および総収量に与える影響（育苗期間，
2014 年 7 月 8 日～7 月 25 日）

1）垂線は，標準誤差（n＝7）を示す．
2） Sheirly-Williams の多重比較法により，同じ果房の無処理区との

間に，＊，＊＊では，それぞれ 5％，2.5% 水準の有意差がある
ことを示す．

3） 凡例の（　）は，作物育成システムにおける枠中央部から苗ま
での加湿冷気の到達距離を示す．
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よび交互作用では有意差が認められなかった．

2　�試験 3．作物育成システムを用いた現地実証試験
　第 8 表に作物育成システムにおける加湿冷気の到
達距離が日平均気温および日最高気温に与える影響
を示した．日平均気温の平均値では，無処理区が

果である苗の配置位置および配置密度の違い，なら
びに交互作用について有意差が認められなかった．
　第 7 表に育苗時における苗の配置位置および配置
密度が各果房の総収量に与える影響を示した．苗の
配置位置について第 3 果房で無処理区と比べて中央
区の値が有意に大きかった．苗の配置密度の違いお

加湿冷気の到達距離 苗の配置密度  日平均気温    日最高気温 
         （℃） （℃） 

無処理                密       30.4±0.3       42.3±0.5    
疎          29.8±0.3       40.0±0.5   

中央 0.5m               密          26.3±0.1     31.5±0.2    
疎          26.7±0.1     31.8±0.2 

末端 3.3m            密          28.1±0.2       36.3±0.4  
疎          28.0±0.2     35.8±0.6 

末端 4.1m               密          28.1±0.2       36.5±0.5
疎          28.7±0.2       37.3±0.4 

加湿冷気の到達距離（A)                 **   **
 苗の配置密度（B)                      ns              ns
（A）×（B)                    ns              ns

3） 

2） 1） 

1）測定地点は，1 処理あたり 1 点とした．
2）数値は，1 日ごとの平均値±標準誤差（n＝12）を示す．
3） 2 元配置分散分析により，＊＊では 1％水準の有意差があることを，ns では有意差

がないことを示す．

第 3 表　 作物育成システムにおける加湿冷気および到達距離と苗の配置密
度が日平均気温および日最高気温に与える影響（測定期間，2016
年 7 月 27 日～8 月 7 日）

：無処理 ：末端 4.1m

苗の配置密度：密 

：末端 3.3m ：中央 0.5m 
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第 4 図　 作物育成システムにおける加湿冷気の到達距離と苗の配置密度が気温の日変化に与
える影響（測定期間，2016 年 7 月 27 日～8 月 7 日）

注）測定期間全体の平均として示した．
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第 1 果房下葉数および第 1 果房下主茎長の値では，
慣行区と比べて無処理区およびシステム区が小さく
なった．
　第 7 図に育苗時における冷却処理が可販果個数お
よび可販果収量に与える影響を示した．無処理区お
よびシステム区の収穫開始日は，慣行区と比べて 1
カ月早く 9 月であった．可販果個数および可販果収
量の値はシステム区，無処理区，慣行区の順に大き
くなった．可販果個数では，無処理区と比べて 9 月
収穫で 160%，10 月収穫で 122% システム区が増加
した．可販果収量では，無処理区と比べて 9 月収穫
で 137%，10 月収穫で 133% システム区が増加した．

27.6℃ で，中央 0m 区および末端 1.1m 区はそれぞ
れ 25.2℃ および 24.8℃ であった．日最高気温の平
均値では，無処理区が 37.4℃ で，中央 0m 区および
末端 1.1m 区はそれぞれ 28.9℃ および 32.3℃ であっ
た．
　第 5 図に作物育成システムにおける加湿冷気の到
達距離が気温の日変化に与える影響を示した．無処
理区では 9～17 時まで 30℃以上に上昇した．中央
0m 区では日中 30 ℃以下で，末端 1.1m 区では 11～
14 時の間 30～31℃ で推移した．
　第 6 図に育苗時における冷却処理が第 1 果房下葉
数および第 1 果房下主茎長に与える影響を示した．

苗の配置位置 苗の配置密度   草丈     最大葉長    最大葉幅    茎径       生体重     乾物重      乾物率 

（苗までの加湿冷気の到達距離）         （cm）   （cm）      （cm）    （mm）      （g）      （g）        （%） 

無処理 (枠外)        密   45.0±0.8   20.5±0.6   14.0±0.4   6.2±0.1   16.7±0.3   2.1±0.04   12.5±0.15 

疎   43.5±0.4  19.7±0.2  14.0±0.4  6.3±0.1  17.0±0.3   2.0±0.04  12.0±0.14 

中央（0～0.5m）          密      57.3±1.1   25.4±0.6   18.3±0.4   6.2±0.1  22.7±0.6   2.5±0.12   11.0±0.38 

疎   52.7±0.6   23.6±0.8  17.0±0.5  6.4±0.1  20.0±0.5   2.3±0.07  11.6±0.31 

末端（3.7～4.2m）         密      51.7±1.1   24.1±0.9  17.2±0.5   6.2±0.1  20.0±1.1   2.3±0.15  11.4±0.24 

疎      50.9±0.9   24.5±0.4   17.2±0.3   6.3±0.1   20.2±0.3   2.3±0.04   11.6±0.16 

苗の配置位置（A)                      ** 2）        **          **         ns          **         **           ** 

    苗の配置密度（B)                       **          ns          ns         ns          ns         ns           ns 

（A）×（B)                          ns          ns          ns         ns          ns         ns           ns 

1） 

1）数値は，平均値±標準誤差（n＝6）を示す．
2）2 元配置分散分析により，＊＊では同じ項目内で 1％水準の有意差があることを，ns では有意差がないことを示す．

第 4 表　 作物育成システムにおける苗の配置位置および配置密度が苗の生育に与える影響（育苗期間，2016 年 7 月 25 日
～8 月 8 日）

苗の配置位置    苗の配置密度  着果数（個・株-1） 
（苗までの加湿冷気の到達距離） 
                             第 1果房    第 2果房    第 3果房    第 4果房 

無処理（枠外）       密    3.1±0.1     3.3±0.1     2.8±0.4     3.0±0.6
疎    3.3±0.1     3.5±0.1     2.7±0.7     3.0±0.4 

中央（0～0.5m ）          密       3.3±0.1     3.5±0.1     3.8±0.0     3.6±0.4  
疎       3.7±0.3     3.4±0.2     3.6±0.4     3.3±0.8 

末端（3.7～4.2m）         密      3.3±0.1     3.4±0.0     3.4±0.4     3.5±0.1    
疎       3.2±0.2     3.3±0.1     2.2±0.4     3.4±0.2 

苗の配置位置（A）                     ns           ns           ns        ns 
        苗の配置密度（B）                     ns           ns  ns        ns 
        （A）×（B）               ns           ns           ns        ns

1） 

2） 

1）数値は，平均値±標準誤差（n＝10）を示す．
2）2 元配置分散分析により，ns では有意差がないことを示す．

第 5 表　 育苗時における苗の配置位置および配置密度が各果房の着果数に与える影響（育苗期間，
2016 年 7 月 25 日～8 月 8 日）
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Ⅴ　考　　　察

　トマトでは花芽形成期に高温に遭遇すると，子室
数の減少や子房の成長が抑制されることで 7），最終
的に 1 果重が低下する 8）．また，幼苗期において根
域温度が 30℃以上になると，着花数の減少や果実の
肥大が抑制される 2）．従って，高温による着果数の
減少と 1 果重の低下を防ぐためには，花芽の分化と
成長が開始する育苗中の温度条件を適切に管理する
必要がある．
　開発された作物育成システムは，その枠内の風の
流れから，パッド直前である枠中央で最も気温が低

苗の配置位置     苗の配置密度        1果重（ｇ） 
（苗までの加湿冷気の到達距離） 

                                第 1果房   第 2果房   第 3果房    第 4果房 

無処理（枠外）       密      126±6   155±9   126±13   154±8    
疎         122±2     130±14    128±16     161±8 

中央（0～0.5m）            密         146±2     166±5     127±8      139±7   
疎         133±7     152±1     147±28     146±4 

末端（3.7～4.2m）          密        141±17    136±18     117±12      142±11    
疎        133±5      125±30     109±26      136±18 

   苗の配置位置（A）           ns          ns          ns         ns 
       苗の配置密度（B)                          ns          ns          ns        ns 

（A）×（B)                 ns          ns          ns        ns 

2）

1） 

1）数値は，平均値±標準誤差（n＝10）を示す．
2）2 元配置分散分析により，ns では有意差がないことを示す．

第 6 表　 育苗時における苗の配置位置および配置密度が各果房の１果重に与える影響（育苗期間，
2016 年 7 月 25 日～8 月 8 日）

苗の配置位置  苗の配置密度  総収量（g・株-1） 
（苗までの加湿冷気の到達距離） 

                 第 1果房    第 2果房    第 3果房   第 4果房 

無処理（枠外）        密    381±26     508±14     350±86     398±68 
疎    404±26     446±29     337±31     319±3 

中央（0～0.5m）             密     467±9     574±35     460±25     335±98   
疎        482±23     517±29     487±2      502±79 

末端（3.7～4.2m）            密        444±62     508±5      416±8      340±5    
疎       415±36     403±80     229±5      357±30 

        苗の配置位置（A）                          ns          ns       *           ns 
        苗の配置密度（B）                      ns          ns          ns          ns 

（A）×（B）                                ns          ns          ns       ns 

2) 

1） 

1）数値は，平均値±標準誤差（n＝10）を示す．
2）2 元配置分散分析により，* では同じ項目内で 5% 水準の有意差があることを，ns では有意差がないことを示す．

第 7 表　 育苗時における苗の配置位置および配置密度が各果房の総収量に与える影響（育苗期間，2016
年 7 月 25 日～8 月 8 日）

加湿冷気の到達距離    日平均気温     日最高気温 
（℃）   （℃） 

無処理区         27.6±0.1           37.4±0.8  
中央 0m区           25.5±0.8**         28.9±0.5**
末端 1.1m区        24.8±0.1**        32.3±0.6**

1） 

3） 

2） 

1）測定地点は，1 処理あたり 1 点とした．
2）数値は．1 日ごとの平均値±標準誤差（n＝13）を示す．
3） Williams の多重比較法により，同じ項目内の無処理区との間に，

＊＊では 2.5% 水準の有意差があることを示す．

第 8 表　 作物育成システムにおける加湿冷気の到達距離
が日平均気温および日最高気温に与える影響（測
定期間，2015 年 7 月 23 日～8 月 4 日）
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日平均気温および日最高気温の平均値とも，末端
2.2m 区と中央 0m 区の気温差は 0.5～1.9℃ であり，
加湿冷気の到達距離の違いによる気温差が小さかっ
た．気温の日変化について，無処理区では日中 30℃
以上に上昇したが，加湿冷気の到達距離が異なる中
央 0m 区および末端 2.2m 区とも日中 30℃以下で推
移した（第 1 表，第 2 図）．しかし，試験 2 では，
日最高気温の平均値について，中央 0.5m 区と比べ
て末端 3.3m 区および末端 4.1m 区では 4℃以上上昇
し，枠中央と末端の気温差が拡大した（第 3 表）．
気温の日変化も，中央 0.5m 区では日中約 30℃ で推
移したが，末端 3.3m 区および末端 4.1m 区では 30℃
以上に上昇した（第 4 図）．これらの結果から，底
面積 7.56m2 の本システムの場合，枠末端に到達し
た加湿冷気では昇温抑制効果が小さく，枠内の気温
ムラが拡大したと考えられる．これに対して，底面

く，枠中央から枠末端へ加湿冷気が流れるにつれて，
加湿冷気の気温は上昇する．従って，本システムに
よるトマト育苗技術を確立するには，枠末端に到達
した加湿冷気でも花芽分化と成長のため昇温を抑制
する必要がある．
　作物育成システム内の気温について，試験 1 では，

：無処理区 

：末端 1.1m 区 

：中央 0m 区 
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第 5 図　 作物育成システムにおける加湿冷気の到達距離
が気温の日変化に与える影響（測定期間，2015
年 7 月 23 日～8 月 7 日）

注）測定期間全体の平均として示した．
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第 6 図　 育苗時における冷却処理が第 1 果房下葉数およ
び第 1 果房下主茎長に与える影響（育苗期間，
2015 年 7 月 22 日～8 月 5 日）

1） Tukey-Kramer の多重比較法により，異文字間には 5% 水準の有
意差があることを示す．

2）垂線は標準誤差（n＝10）を示す．
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第 7 図　 育苗時における冷却処理が可販果個数および可
販果収量に与える影響（育苗期間，2015 年 7 月
22 日～8 月 5 日）

1） 数値は，10 株の合計から算出した．
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による遮光が定植後の生育に影響したためと推察さ
れる．2 次育苗中における気温の日変化について，
無処理区では 30℃以上で，システム区では 30～
31℃ であった（第 5 図，第 8 表）．その結果，無処
理区と比べてシステム区では可販果個数および可販
果収量の値が大きくなった（第 7 図）．このことから，
作物育成システムの昇温抑制効果によって，中山間
地での 2 次育苗による減収回避効果がさらに高く
なったと考えられる．
　本研究の結果から，作物育成システムのサイズは，
幅 0.9m，長さ 5.4m，底面積 4.86m2 あたり簡易 PF
を 1 台設置し，苗の配置は，条間 15cm の 6 条，株
間 20cm の千鳥で，1 本・300cm-2 とするが適切と判
断した．さらに，中山間地のトマト生産農家に導入
した本システムで育苗した苗を，抑制栽培の本圃に
定植して減収が回避されることを，平坦地のトマト
生産法人で実証した．
　一方，平坦地の雨よけ栽培でも園芸施設全体に対
する簡易 PF 冷房によって減収が回避されることも
既に報告されている 11）．今後，山間雨よけ栽培に簡
易 PF を導入することで収穫期間の延長が期待でき
る．このことと産地間連携モデルとして本研究で構
築した技術体系と合わせると，近接する中山間地と
平坦地のトマト産地において，簡易 PF の利用によ
る端境期の安定生産は，地域内における産地間のリ
レー出荷による周年安定生産に寄与すると考えられ
る．

Ⅵ　摘　　　要

　簡易設置型パッドアンドファンを利用した育苗装
置「作物育成システム」を開発し，端境期における
トマトの産地間連携による技術体系の開発と実証を
行った．所内試験では本システムの大きさと枠内の
苗の配置を検討し，簡易 PF1 台あたりの冷却域は幅
0.9m，長さ 5.4m，底面積にして 4.86m2，苗の配置
は条間 15cm の 6 条，株間 20cm の千鳥で，1 本・
300cm-2 と確定した．本システム内の気温は約 30℃
で，その昇温抑制効果によって定植後の減収が回避
された．さらに，中山間地に位置するトマト生産農
家の育苗施設に導入した本システムで 2 次育苗した
苗を，平坦地に位置するトマト生産法人のガラス温

積 4.86m2 の本システムでは加湿冷気の到達距離が
短く気温ムラも小さかったと考えられる．
　作物育成システムで育苗した苗の定植後の総収量
について，試験 1 では，第 2 果房の着果数および 1
果重の増加に伴い，中央区および末端区の苗では無
処理区より収量が多かった（第 3 図）．試験 2 では，
第 3 果房において中央区の収量が多かった（第 7 表）．
この要因は明らかではないが，昇温抑制効果によっ
て着果数が増加したためと推察される（第 5 表，第
6 表）．試験 2 では，無処理区と末端区の収量に違い
が認められなかった（第 7 表）．この結果は，本シ
ステム内の気温データに対応している．従って，底
面積 7.56m2 の本システムでは，枠末端では到達し
た加湿冷気が 30℃以上になり，その結果，高温によっ
て花芽の分化と成長が抑制され減収したと考えられ
る．これに対して，底面積 4.86m2 の本システムで
は枠中央だけなく，枠末端の加湿冷気でも昇温が抑
制され減収を回避したと考えられる．
　苗の生育について，試験 1，2 とも草丈，生体重，
最大葉長および最大葉幅が無処理区と比べて高く
なった．しかし，試験 1 では，乾物重について処理
間差が認められず，定植時に中央区で主茎の折れる
苗が観察された．これに対して，試験 2 では，中央
区および末端区とも乾物重が増加した（第 2 表，第
4 表）．これらの結果から，底面積 7.56m2 の作物育
成システムでは，昇温抑制効果によって苗の生育が
促進されたが，底面積 4.86m2 の本システムでは，
苗の密度が高く徒長したと考えられる．
　株間について，試験 2 では，苗の生育および総収
量に対して，株間の違いが影響しなかった（第 4 表，
第 7 表）．この結果と試験 1 の結果から判断すると，
本システム内では，条間 15cm，株間 20cm の 6 条千
鳥で，1 本・300cm-2 の配置密度が適していると考え
られる．
　トマトの葉の展開速度と花芽分化速度の関係につ
いて，弱光下では葉の展開速度は低下するが，一方，
花芽分化日数は長くなる．弱光下での花芽分化日数
に対する影響は葉の展開速度に及ぼす影響よりも強
く，結果として第 1 果房下葉数が増加する 4）．試験
3 では，第 1 果房下葉数の増加と着果節位の上昇に
よって，慣行区の収穫時期が後退した（第 6 図，第
7 図）．この結果は，ガラス温室の多層断熱被覆資材
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室に定植して抑制栽培を行った．その結果，中山間
地の 2 次育苗に本システムによる冷却処理を加える
ことで減収が回避された．本研究の結果より，標高
の異なる産地間で苗を供給する技術体系がトマトの
安定生産に有効であると考えられた．
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Ⅰ　は じ め に

　農産物直売所（以下，「直売所」）は消費者の安全・
安心の農産物を安価に購入したいというニーズを受
けて，全国的に急成長を遂げている一方，出荷量・
品揃え ･ 商品の競合などの直売所内部の課題に加え
て，一般小売店舗との顧客獲得競争などの課題を指
摘されている．観光地に立地する直売所は観光客を
顧客ターゲットにすることによって，顧客獲得の課
題に対応可能である．また，観光客向けに地元農産
物を加工し，土産品などとして販売することによっ
て，直売所の収益確保とともに観光地にある土産物
を中心とした小売店舗と競合することも可能とな
る．さらに，地域の農業生産や関連産業への経済波
及効果も期待できる．
　このような観光客向け特産品販売の取組みを普及
拡大させるためには，その経済効果について把握し，
特徴を明らかにすることが必要である．行政・関係
機関が，これらを地域活性化指標として利用し，客
観的な評価に基づいて直売所関連施策を立案できる
ようになる．
　これまで直売所の経済波及効果を分析した代表的
研究として次の 2 つをあげることができる．小野 1）

は，直売所全体の農産物販売額や手数料を地域産業

連関表の各産業部門の最終需要とみなして直売所の
経済効果を計測している．また，友國 2）は，観光ツ
アーの直売所における消費額増加を地域産業連関表
の各産業部門の最終需要増加とみなし，想定される
シナリオの経済効果を推計している．しかし，これ
らは直売所の販売活動全体を対象とした分析であ
り，直売所における地元農産物を活用した特定の特
産品の製造販売が地域へもたらす経済波及効果の分
析は行われていない．
　そこで本稿は，観光地立地型直売所注 1）を対象に
販売の動向とその運営上の課題を整理した上で，課
題解決に向けた地元農産物を活用した特産品の開発
販売に関する取組みがもたらす地域経済効果を分析
する．具体的には岩手県 A 町の観光地に立地する直
売所を対象に，特産品販売の地域経済波及効果を明
らかにするため，POS データなどから販売動向と課
題を整理し，直売所における特産品の今後の販売拡
大に向けたシナリオが A 町にもたらす経済波及効果
を定量的に推計可能な産業連関分析注 2）を用いて分
析する．

Ⅱ　対象および方法

1　対象地域の概況と対象直売所の概要
　岩手県 A 町の産業別就業人口割合をみると第 1 次
産業 16％，第 3 次産業 56％ である（2010 年国勢調
査）．また，水稲作付農家数 729 戸は農業経営体数

（793）の 92％，販売農家数に占める稲作農家割合
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が，ａの原材料の小麦は C 法人が生産し，製粉した
ものである．
　上記のように，全国的には直売所の顧客の獲得競
争が激しさを増す中で，B 直売所は全国有数の観光
地である A 町の観光施設隣地という立地条件の下
で，C 法人とその組合員を主な出荷者とするととも
に，地域農家・農業生産組織から低コストな原材料
を調達する関係を構築している．そして，地域農産
物を所有施設で加工し，付加価値をつけ，観光客向
けに販売している．このように，B 直売所は先述の
直売所を巡る課題に対応している事例として位置づ
けられる．
　B 直売所を対象に，まず販売・来客動向を把握す
るため，直売所の POS データおよび経理資料の収
集加工を行う．次に，直売所運営責任者注 3）と A 町
役場担当者から聞き取り調査を行い，運営上の課
題・対応策を把握し，検討する．さらに，町産業連
関表を作成するとともに，製造担当者から特産品別
の諸材料費と諸材料の調達先に関するデータを収集
し，特産品の製造原価の算出と，諸材料の供給部門
を把握することによって，特産品の経済効果を分析
した．

2　地域経済波及効果の推計
　経済効果の推計に必要な A 町産業連関表を作成す

94％（2010 年農業センサス）は県平均 75％ と比較
して高く，A 町は県内の主要な稲作地域として位置
づけられる．
　A 町は県内の主要な観光地であり，2011 年に町内
観光施設が世界文化遺産（以下「世界遺産」）に登
録されると，それまでの年間 200 万人前後で推移し
ていた町の観光入込客数（以下「客数」）が翌年に
262 万人（県全体客数の 9％）に急増した．町への
入込客についてみると，県外の日帰客が全体の約 8
割と圧倒的に多く，また 1 月を除く 12～3 月の冬期
に大きく落ち込む傾向にある．
　B 直売所は，上記の世界遺産の観光施設に隣接し，
周囲に他の商業店舗の設置が制限されているため，
販売上有利な立地条件にある．この直売所は，運営
主体の農事組合法人（以下「C 法人」）が 2010 年に
設立したものである（第 1 表）．その契機は，C 法
人が生産する小麦を利用した加工販売事業の導入を
検討している中，町から同法人への国の交付金事業
を利用した直売所開設の働きかけを受けたことにあ
る．
　取扱品目は，a パン・菓子類，b 漬物，c 惣菜，d
委託品（町内農家と業者からの農産物や土産物など）
の 4 部門から成る．このうち，C 法人が a と d を，
町内テナント業者がｂと c を運営している．また，
ａ～ｃは直売所内の併設加工施設で製造されている

容内目項

運営主体，設立年次 Ｃ法人（農事組合法人），2010年

敷地面積，駐車場 153㎡ ，330台

併設施設，定休日 調理場，第３水曜日

取扱品目

ａパン・菓子類（法人直営）
ｂ漬物（テナント）
ｃ惣菜（テナント）
ｄ委託品（農産物：農家，土産物等：業者）
(ａ，ｂは併設加工施設で製造）

出荷登録者数 50人(うち町内は20人)

店外販売 イベント販売，ネット販売，学校給食（パン）

従業員
運営責任者，製造担当７人（うちテナント４人）
レジ担当３人

手数料率
パン･菓子類,漬物・惣菜:10％
委託品：20～30％

会計機の種類 POSレジ

年間販売額 66,598千円

年間利用者数 約56,000人（POSレジ通過者）

利用者一人当たり販売額 1,190円

注：年間売上高，利用者数，客単価は 2012 年度．

第 1 表　B 直売所の概要
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Ⅲ　結果および考察

1　販売動向，課題と対応策
　B 直売所の販売額と利用客者数（POS レジ通過者）
の動向をみると，開設年の 2010 年度の販売額は約
29,829 千円，利用客数は約 34,000 人であったが，同
年に隣接施設の世界遺産の登録を受けて翌年の 2011
年度には販売額，利用客数はともに急増し，2012 年
度の販売額は 2010 年度の 2 倍以上に増加した．た
だし，3 年間の推移を月別にみると変動が大きく，
特に 12～3 月の冬期の販売額，利用客数が大きく落
ち込む傾向にある．2012 年度でみると，10 月の販
売額は約 8,467 千円であったが，12 月には約 2,148
千円に減少し，また 6 月の利用客数は約 7,500 人で
あったが 1 月には約 1,300 人に大きく減少する（第
1 図）．このような状況が生じている理由は，冬期に
おいて町への観光入込客数が大幅に減少するからで
ある．
　次に，取扱部門別に月別推移をみると，パンと委
託品の変動が大きく，6 月から 11 月は利用客数の伸
びとともに販売額も高まるが，12 月に入ると販売額
は大きく落ち込み，利用客数の変動と密接に連動す
る傾向にある．2012 年度における部門別の販売額割
合をみると，委託品 37％，パン 30％，残りを漬物
と惣菜が占める．2010～2012 年度における部門別販
売額合計の推移をみると，パン部門のみが 2012 年
度に前年度より減少し，その低迷傾向が伺える一方
で，他の 3 部門が 2 年にわたって伸びている（第 2
図）．
　以上に基づいて，B 直売所の運営上の主要課題と
その対応策は第 3 表のとおり整理できる．主要課題
の№ 1 は上述の販売実績に基づくもの，№ 2～4 は
直売所運営責任者からの聞き取りによるものであ
る．また，対応策の№ 2 は直売所・行政・関係機関
の協議結果，それ以外は主として直売所運営責任者
の意見を基に筆者が検討したものである．以上のう
ち最も重要な課題は，冬期において観光入込客数の
減少に伴って販売額と利用客数が落ち込むことと直
営パン部門の販売低迷である．その対応策として観
光施設と連携したイベントの実施による集客数の向
上や地場農産物を活用した特産品開発による品揃え

るため，岩手県産業連関表などの既存統計注 4）を用
いた結果，187 部門表（以下「町表」）を作成するこ
とができた注 5）．町表から町生産額は約 372 億円，
農業生産額はその 3％ を占めると算出された．
　特産品販売が B 直売所へもたらす波及効果につい
ても推計するため，直売所の経営収支を算出し，町
表へ直売所部門を挿入した．なお産業分類上，商業
部門に該当する直売所の産業連関表上の生産額は販
売額ではなく商業マージン，つまり直売所の手数料
総額（9,693 千円）となる．また，出荷者が直売所
に支払う手数料を中間需要額（5,164 千円）に，直
売所の消耗品や設備リース料などの他産業部門から
調達する運営経費を中間投入額（3,906 千円）に，
中間需要・投入双方に含まれない費目を粗付加価値
額（4,529 千円）と最終需要額（7,425 千円）に配分
した．以上により，町表に B 直売所部門を組み込ん
だ A 町 188 部門表（以下「分析用町表」）を作成した．
16 部門に統合した A 町産業連関表を示すと，第 2
表のとおりである．
　特産品の経済波及効果は，分析用町表から得られ
た逆行列に最終需要の増分を乗じて求められる．そ
こで，特産品の製造販売に必要な諸経費が最終需要
の増分に該当するため，特産品の商品別の原材料費，
労務費，光熱費などを調査から得た製造実績に基づ
いて算出した．なお，算出困難な開発費用や一般管
理費は計上されていない．また，販売形態を利用客
への店内販売に限定することにした．さらに，諸材
料の具体的な調達先に応じて，諸経費を上記の分析
用町表の該当する各産業部門に配分した．
　特産品の製造販売の波及効果を推計するため，現
況による効果とシナリオによる効果を比較する．開
発特産品の 2014 年度販売額合計は約 320 千円であ
り，直売所全体の販売額の約 1％ に相当する．その
製造に必要な諸材料費，すなわち最終需要の増分（産
業連関分析用語の「直接効果」）を現況の内容とする．
一方，シナリオは今後の販売拡大を想定して上記販
売額割合を 10％（特産品販売額約 3,200 千円）に増
額する内容とした．ただし，B 直売所販売額全体は
不変とする．なぜならば，特産品が直売所の他の商
品と競合するため，販売額の純増が見込めないと想
定したからである．
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それらの製品差別化を図るため，原材料に地場産も
ち性小麦品種を用いて菓子などが開発，販売された．
それらの販売は 2014 年度から開始され，固定客も
生まれ評価を得つつあり，今後は町の特産品として
ブランド化が模索されている．その一部商品は，大
手百貨店のカタログギフトで「地域特産品」として
掲載されるなど，評価が高まっている．

2　特産品の地域経済波及効果
　特産品の製造に伴う最終需要の増分（直接効果）
は，現況に対して販売額 10 倍のシナリオをみると
1,482 千円となる注 6）（第 4 表）．そのうち B 直売所
部門（№ 8），すなわち直売所への支出額が 997 千円
と過半を占める．この直接効果から地域へ生産を誘
発する間接 1 次効果は 1,007 千円であり，直接効果
と合計した第 1 次生産誘発額は 2,496 千円となる．
そこから雇用者の所得増加を経由する消費の増加か
らの第 2 次生産誘発額は殆ど発生していないため

（掲表略），総合効果も 2,496 千円である．したがって，
誘発効果（＝総合効果合計／直接効果合計）は 1.68
倍となる．

の充実を挙げている．そのため，直売所では地場農
産物を活用した特産品の開発販売に取組んでいる．
　その開発過程において地域のもち食文化，利用客
アンケート調査結果および直売所スタッフの技術や
設備などを考慮して数種類の品目が候補とされた．
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NO. 容内組取の際実策応対題課要主

1
観光入込客数に連動した，利
用客数・売上額の季節変動
（特に冬期の落ち込み）

隣接の観光施設と連携した，
観光客情報の収集とイベント
販売の実施

2

委託販売品（土産物品等）
のシェア拡大に対して，直
営のパン加工販売部門の低
迷，加工施設遊休化の懸念

消費調査，関係機関との連携
等に基づき，併設加工施設を
利用した商品力の向上

地場もち性小麦を使用した
新商品の開発・販売
　→特産品の開発・販売

3
加工施設の併設による手狭
な売り場と商品の不十分な
品揃えによる利用客の短時
間の滞在時間

店頭陳列の実施や食事施設の
併設による利用客の滞在時間
の拡大

行政認可を受けて，店頭に
食事施設（休日のみ営業）
を併設

4
地場農産物の町内出荷者(大
半が女性)の高齢化・低収入
による不安定な出荷者数・
集荷量

出荷者への集荷等による安定
的な集荷量と出荷者収入の確
保

第 3 表　B 直売所の主要課題・対応策・取組内容

NO. 部 門

現況 シナリオ 現況 シナリオ 現況 シナリオ 現況 シナリオ

1 農業 16 164 37 367 53 532 6 63

2 畜産 10 97 0 1 10 98 -2 -21

3 林業 2 19 0 0 2 19 0 0

4 食料品 6 59 0 5 6 63 1 1

5 その他製造業 0 54 4 38 9 93 5 19

6 建設 0 0 10 102 10 102 0 48

7 電力・ガス・熱供給 5 45 0 1 5 47 0 0

8 Ｂ直売所 100 997 0 0 100 997 54 543

9 商業 3 31 11 109 14 144 8 79

10 金融・保険 0 0 5 50 5 51 1 9

11 不動産 0 0 1 6 1 6 0 1

12 運輸 0 0 7 71 7 71 2 24

13 情報通信 0 0 1 7 1 7 0 5

14 教育・研究 0 0 0 1 0 1 -4 -40

15 その他の公共サービス 0 0 1 15 2 15 1 9

16 対事業所サービス 2 16 22 219 23 235 3 32

17 対個人サービス 0 0 0 2 0 2 0 1

18 事務＋分類不明 0 0 1 12 1 12 0 0
計 143 1,482 101 1,007 249 2,496 77 771

1.68 1.68

（単位：千円）

誘発効果（③/①）

直接効果①
間接一次効果

②
総合③

（＝①＋②）
所得効果

注：1）誘発効果のない部門や低い部門は割愛している（計には含む）．
　　2）ほとんど発生していない第 2 次生産誘発効果は割愛している．

第 4 表　特産品の産業部門別地域経済波及効果
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その特産品を今後販売拡大するシナリオに沿って A
町にもたらされる経済波及効果を産業連関分析に
よって推計した．その結果，現況に対して販売額 10
倍のシナリオでは特産品製造に必要な諸経費などの
最終需要の増分（直接効果）は 1,482 千円，その直
接効果から町内の生産を誘発する間接 1 次効果は
1,007 千円となり，そのうち農業部門への誘発が最
も多く，誘発効果は 1.68 倍と，直売所における特産
品の製造販売が地域の農業生産などへ高い生産誘発
をもたらすことが示唆された．

注 1） 「観光地立地」の条件，範囲などの厳密な定義
の知見を筆者は得ていないが，ここでは「観
光資源に付随して存在する」とする．

注 2） 産業連関分析は，一定期間の産業間の財・サー
ビスの投入 ･ 産出の関係を金額で表示した産
業連関表を用いて，特定事業などの需要に
よって生じる生産額の増加分（直接効果）の
地域の他産業へ及ぼす生産誘発額（間接効果）
を定量的に推計する手法であることから，本
稿の研究手法に採用した．

注 3） C 法人の従業員であり，直売所開設当初から
運営責任者として常勤している．

注 4） 使用した統計は次のとおりである．平成 21 年
度岩手県産業連関表，平成 20 年工業統計（A
町），平成 21 年経済センサス（岩手県，主に
は産業（小分類），経営組織（5 区分）別全事
業所数および 1 事業所当たり従業者数），A 町
役場関係資料．

注 5） 作成方法の概要は次のとおりである．産業分
類別の町内生産額のうち，注 4 の統計から生
産額を把握できない部門の生産額を推計する
ため，工業統計などの従業者数などを主な按
分指標とするとともに，岩手県産業連関表（以
下「県表」）の生産額を産業分類別に按分する
方法をとった．生産額を把握できる農業など
の部門には，統計値を用いた．県表の投入係
数を A 町の生産自給度を表す指標により補正
し，それに推計した町内生産額を乗じて中間
投入額を算定した．町内の粗付加価値額と最
終需要も，県表のそれぞれから按分比率（人
口，会計歳出などの町と県との比率）を用い

　産業別にみると，シナリオの間接一次効果の中で
は農業の 367 千円が最も多く，次いで対事業所サー
ビスの 219 千円が多い．より詳細に 188 部門別でみ
ると，直接効果に計上された麦や野菜などよりも米
への間接一次効果が 227 千円と大きい結果を示した

（掲表略）．また，対事業所サービスが多いのは直売
所設備のリース元の物品賃貸業への誘発が大きいた
めである．以上の生産誘発による企業利潤や雇用者
賃金の増加（所得効果）は全体で 771 千円であるが，
そのうち B 直売所が 543 千円と大半を占める結果と
なった．
　したがって，地場農産物を活用した観光客向け特
産品の開発・販売の地域経済波及効果の販売拡大シ
ナリオを想定して推計した結果，製造に要した最終
需要の増分に対する誘発効果は 1.68 倍と高い倍率を
示した．この結果は，特産品製造 ･ 販売の直売所ビ
ジネスモデルが地域の農業生産などへ高い生産誘発
をもたらすことを示唆している．その主な要因とし
て，特産品の原材料である農産物や包装資材関連の
印刷部門などは町内自給率が比較的高いため注 7），
それらが町内産業へ波及し，さらに中間投入の割合
が高く，多数の他産業から財，サービスを調達する
産業部門（米など）の生産を誘発したことを指摘す
ることができる．また，隣接の観光施設と連携した
イベントの実施や観光客向け商品の品揃えなどの対
応は，地域経済にもプラスの効果をもたらすと推測
できる．そうした対応は，直売所における冬期の販
売落ち込みを解決することを保証するものではない
が，解決の可能性は期待できる．
　本稿では一部原材料の移入率を町表における当該
原材料の供給産業の移入率と同じと仮定しているた
め，原材料の町外調達による経済効果の漏れの分析
には至っていない．そのため，地域間産業連関モデ
ルの構築などにより，原材料調達における域内外の
効果の比較分析をすることを今後の課題としたい．

Ⅳ　摘　　　要

　岩手県 A 町の観光地立地型直売所では販売額，利
用客数の大きな季節変動や，直営パン部門の販売低
迷などの課題があり，その対応策として地場農産物
を活用した特産品の開発・販売に取り組んでいる．
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求めた印刷部門の自給率は 124％ と算出され
た．

引 用 文 献

1） 小野洋他：農産物直売所の地域経済への波及効
果の店舗間比較，農研機構中央農業総合研究セ
ンター成果情報，2005．

2） 友國宏一：都市農村交流産業による地域振興シ
ナリオの評価―岡山県津山市における地域産業
連関分析―，農林業問題研究，47（1），41-46，
2011．

3） 友國宏一：稲 WCS による耕畜連携の地域経済
波及効果，農業経営研究，54（3），97-102，2016．

4） 藤本高志：山村ツーリズムによる地域内所得・
雇用創出効果の計測，中国農試農業経営研究，
130，19-33，2001．

て算定した．より具体的な作成方法について
は友國 3）を参照されたい．また，以上の方法
は藤本 4）など先行研究においても紹介されて
いる．

注 6） 第 4 表の直接効果について補足すると，現況
の B 直売所の「100」千円は，特産品販売額
320 千円の製造販売に必要な直売所への支出
額（直接効果）であり，その内訳は労務費，
販売手数料および施設負担金相当額の合計で
ある．

注 7） 域内自給率は，
　自給率＝︵ 域内需要合計－移輸入額︶/域内需

要額
によって求め，第 2 表から
　 農業自給率︵％︶ ＝︵︵1107-︵-196︶︶/1107︶×100 

＝118
と算出された．同様に，A 町 187 部門表より
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Ⅰ　緒　　　言

　農業従事者の高齢化と減少が顕著になるなかで，
地域農業の担い手経営に農地が集積され，中国地域
においても 100ha を超す規模の雇用型の水田作法人
経営が増加している．ところが水田作経営では，主
食用米需要の減少と稲作収益の低下，2018 年度から
の米の生産調整の廃止のもとで，米に替わる作物を
基幹とする収益性の高い営農が模索されている．そ
の一つとして，国内の自給率が低く，かつ輸入価格
の高騰している飼料作を基幹部門とする営農の展開
が期待されている．
　こうしたなかで，主食用米の生産調整を第一義的
目的として，飼料用米や発酵粗飼料用稲（以下，稲
WCS）の生産が政策面で重点的に推進されている．
これに併せて，稲の飼料化の意義 1）, 3）や円滑な耕畜
連携の形成に関わる論考 4）が公表されている．しか
しながら，水田作経営の発展（規模拡大等）や国産
飼料の増産（飼料作による土地生産性の向上），国
際競争力の高い飼料生産と言った観点から，どのよ
うな飼料作を生産することが望ましいか，ほとんど
検討されていない．

　そのなかで筆者は，大規模水田作経営における稲
WCS 生産の分析結果と，公表されている農業経営
指標等を基に，主食用米に飼料用米や稲 WCS，ト
ウモロコシ WCS 等を加え，飼料作を基幹部門とす
る水田作経営の規範分析を行ってきた．その結果，
稲 WCS の乾田直播栽培やトウモロコシ WCS 生産
の導入が，作業労働の季節偏在の緩和，経営規模の
拡大，収益や雇用の安定化，さらに水田の有効活用
と飼料増産の可能性の高いことを示してきた 2）．そ
の後，分析の素材とした事例等において実際にトウ
モロコシ WCS の作付や稲 WCS の多収品種が導入
され，研究面でも新たな除草体系や耕起法，肥培管
理法による稲 WCS の乾田直播栽培や，トウモロコ
シ WCS の安定多収栽培技術開発の取り組みが行わ
れてきた．
　本研究では，営農現場でのこれらの作目の作業労
働，資材費，単収や上述の研究開発の成果を踏まえ
て，あらためて飼料作を基幹とする水田作経営のあ
り方（収益性の高い作付構成や各作目の最適な規模
等）を提示する．また，農業環境の国際化に伴い，
日本農業の競争力強化が求められるなかで，水田を
活用した国産粗飼料の生産コスト低減の条件を明ら
かにする．以前に行った規範分析による飼料生産コ
ストは，1 部門のみの生産を選択するケースで試算
を行ったが，本研究では現実の営農で想定される複
数作目の選択下での，飼料生産部門のコストを試算
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主食用米は直接販売の可能な特別栽培米（以下，特
栽米）のみを 10～15ha ほど生産し，残りの圃場は
収益条件に応じて選択する意向であり，他の作目の
作付面積は流動的である．稲 WCS の作付面積は 5
年前と変わらないが，多収の専用品種「たちすずか」
の作付面積が次第に増え，乾田直播栽培も約 4ha に
増加している．稲 WCS の収穫機は，汎用型機と細
断型機を 1 台ずつ所有しており，草丈の高い「たち
すずか」の収穫作業に不向きな細断型機の活用をは
かるため，「アケボノ」の作付も続けている．飼料
用米は多収の専用品種「みなちから」の作付を増や
している．トウモロコシ WCS は 2015 年から作付を
開始し，次第に面積を拡大している注 1）．稲 WCS の
収穫受託面積の増加は，主に隣県の香川県での 7 月
下旬，8 月下旬の依頼による．

2　営農展開の課題と制約条件
　岡山県南地域は，1 級河川からの農業用水の供給
期間が制限される地域が多く，F 法人の管理する圃
場に掛かる農業用水の供給は 6 月 5 日以降になる．

する．これにより国産飼料のより現実的な生産コス
トの把握を行う．
　まず，素材事例（F 法人）の近年の営農変化と課題，
水稲の乾田直播栽培やトウモロコシ WCS 生産にあ
たっての制約条件等を確認する．つぎに事例経営の
作業記録を基に各作目の栽培方法，作付体系の技術
係数，収益性等を分析する．これらを基に線形計画
法による経営計画モデルを構築し，以下のシナリオ
順に最適な経営のあり方を試算する．シナリオは，
①米の直接支払制度の廃止と臨時雇用減少下での営
農，②①に加えて飼料用米および稲 WCS の多収品
種「みなちから」，「たちすずか」の導入，③稲
WCS の乾田直播栽培の導入（3 月播種と 5 月播種の
2 類型），④トウモロコシ WCS2 期作の導入（単収
5t，7.5t の 2 水準），⑤経営安定対策の変化とする．
これらの試算結果を基に規模や所得等の経営的視
点，飼料増産や国産飼料の生産コスト低減と言った
社会的視点から飼料作を基幹とする水田作経営の展
開方向，技術開発課題を提示するとともに施策にも
言及する．

Ⅱ　F法人の概要，営農展開の課題と制約条件

1　営農概要
　F 法人は，岡山市近郊で水田を対象に営農を行う．
正社員は 6 人，うち女性 2 人は事務に専従し，圃場
作業は 4 人で行う．このほか水稲の播種・育苗，移植，
収穫作業時には，最大 6 人を臨時に雇用する．臨時
雇用の賃金は 1 時間あたり 1,200 円～1,300 円である．
経営面積（利用権設定）は約 63ha であるが，この
ほかに全作業受託が 10ha ほどある．圃場は市街化
区域内の狭あいな圃場と干拓地内の区画の広い圃場
があり，平均面積は約 25a である．2017 年の作付面
積（全作業受託を含む）は主食用米約 18ha，酒造好
適米約 26ha，稲 WCS 約 16ha，飼料用米約 10ha，ト
ウモロコシ WCS（2 期作）約 3ha，大麦（水稲裏作）
約 14ha であり，作付延べ面積は，約 89ha になる．
このほか，稲わらや麦わらの収穫，トウモロコシ
WCS や稲 WCS の収穫受託があり，飼料作の収穫延
べ面積は約 200ha に達する（第 1 表）．
　5 年前と比較すると主食用米の作付が減少し，酒
造好適米と飼料用米の作付が増加している．今後，

2012年 2017年
朝日 5.0 1.4
ヒノヒカリ（特栽米） 9.5

5.4リカヒノヒ
アケボノ 7.0 2.6
みつひかり 3.0

小計 30.0 17.9
山田錦 10.0 17.5

2.8町雄
小計 10.0 25.7

アケボノ 16.0 5.5
たちすずか 6.7
アケボノ（乾直） 1.2
たちあやか（乾直） 1.4
たちすずか（乾直） 1.3

小計 16.0 16.1
アケボノ 3.5 3.0
みなちから 6.9

小計 3.5 9.9
トウモロコシWCS（2期作） 2.9
大麦（水稲裏作） 15 13.8
経営面積 59.5 72.5
作付延べ面積 74.5 89.1
水稲育苗受託 約15ha分 約5ha分
稲わら収穫面積 50.8 45.0
麦わら収穫面積 49.6 32.0
コーン収穫受託（延べ） 8.0
稲WCS収穫受託 64.2 81.3
飼料収穫延べ面積 184.1 198.0

稲WCS

飼料用米

15.0

作付面積(ha）
作目･用途 品種（栽培法）

主食用米

酒造好適
米

注： 2017 年の作付面積には，全作業受託約 10ha を
含む．稲わら収穫，稲 WCS 収穫受託面積は前
年実績．

第 1 表　事例経営の作付面積等の推移
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から 4 月の早期播種とこれに対応した除草体系の開
発にも取り組んでいる．
　トウモロコシ WCS は 4 月上旬 1 作目播種，7 月
下旬収穫，8 月上旬 2 作目播種，11 月下旬収穫によ
り行う．トウモロコシ WCS1 作も試みたが，他作目
の作業の多忙な時期と作業の重なること，1 作の場
合，栽培期間前後の圃場管理（除草）の負担の大き
いことからすべて 2 期作で行われている．研究開発
では，排水対策に加えて 10a あたり実収量 6t 以上の
継続が可能で環境負荷の少ない肥培管理技術に取組
んでいる．
　ただし，水稲の乾田直播栽培は 5 月下旬にポンプ
アップ等による入水の可能な圃場約 20ha に限られ，
トウモロコシ WCS や大麦は圃場区画が広く，作付
期間中の地下水位が低く排水性の高い圃場約 20ha
に限られる．また F 法人では，限られた期間内に広
面積に多様な作目の農作業を遂行することから，農
業機械の保有台数が多くなっている（第 2 表）．こ
うした機械の投資負担も考慮した最適な作目構成の
提示が求められている．

Ⅲ　�作目，品種，栽培法別の作業工程，労働時間，
資材使用量

　以下では，F 法人の作業記録を基に，主要作目ご
との作業内容と各作業に要する労働時間の分析，肥
料等の資材使用量および経費の集計を行う．なお，

生育期間の確保を考慮すると水稲の移植は 6 月中下
旬の 3 週間程度に限られる．このため，5 月中下旬
の約 2 万箱の水稲の播種・育苗，6 月上旬の大麦お
よび麦わらの収穫，6 月中下旬の約 66ha の水稲の代
かきと移植作業時期が一年で最も多忙となる．
　また，10 月～11 月も主食用米，酒造好適米，飼
料用米の収穫に加えて，稲 WCS の収穫受託や大麦
の播種作業があり多忙を極める．こうしたことから，
畑作的飼料生産体系による水稲の早期乾田直播栽
培，およびトウモロコシ WCS の 2 期作栽培に着手
している．
　水稲の早期乾田直播栽培は，冬期のプラウ耕によ
る乾土，砕土と均平，播種（3 月），出芽時（4 月下
旬頃）の非選択性除草剤の散布，入水，状況に応じ
た選択性除草剤の散布（3 回程度）により行う．こ
れまで，水田における転作作物の生産は，一般に飼
料作も含め，耕盤を保持したまま，表層土の浅耕に
より栽培されてきた．しかし，この耕起栽培法は排
水性が低く，水稲やトウモロコシ WCS の播種作業
の制約となるだけでなく，播種後の発芽，苗立ち，
生育の障害となることが多い．このため研究開発面
では，プラウ耕等による耕盤破砕，レーザーレベラ
－による均平と表層土の砕土後の播種，鎮圧という
畑作的耕起播種作業により，稲 WCS の乾田直播栽
培やトウモロコシ WCS 生産に営農現場で取り組ん
でいる．また，稲 WCS の乾田直播栽培では移植栽
培による播種・育苗作業との競合を避けるため 3 月

器機連関･機理管途用械機業農
トラクタ65ps ラベレーザーレ，ウラプ平均
トラクタ95ｐｓ ラベレーザーレ，ダーシーリターロ種播，平均，耘耕
トラクタ75ｐｓ タスャキドーロブ，リターロ肥施，耘耕
トラクタ65ps ウラプ耘耕
トラクタ64ｐｓ タスャキドーロブ，ロハルカチーバ布散料肥，耘耕
トラクタ58ｐｓ 耕耘，わら梱包，播種 ロータリ，ロールベーラ，シーダ
トラクタ51ｐｓ 耕耘，弾丸暗渠，ベール運搬 チゼルプラウ，サブソイラ，ベールグラブ
トラクタ44ｐｓ ロハーバイサきか代
トラクタ41ｐｓ 耕耘，代かき，わら集草，溝切り，畔塗り ロータリ，サイバーハロ，レーキ，畔塗機
自走式マニュアスプレッダ 堆肥散布
ティラー 鎮圧
ブームスプレーヤ 薬剤散布
育苗播種機 種籾播種
田植機6条（稚苗用） 苗圃場移植
田植機6条（ポット苗用） 苗圃場移植
自脱型コンバイン2台 ｔ2クッラト，ナテンコンレグ，機送搬物穀穫収麦，稲

ｔ1トフリクーォフ，器量計別選，機選米，機り摺籾燥乾籾基6・石001機燥乾
汎用型飼料収穫機 稲WCS，トウモロコシWCSの刈り取り･梱包
細断型飼料稲専用収穫機 稲WCSの刈り取り･梱包
トラック10ｔ 農業機械運搬，ベール運搬
トラック8ｔ 農業機械運搬，ベール運搬

自走式ラッピング機2台

第 2 表　F 法人の農業機械と用途
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た，事務所と圃場が離れているため，通作に多くの
時間を要している．水稲の乾田直播栽培では，除草
剤の散布回数は増えるが，移植栽培で時間を要する
苗箱への播種，育苗，圃場の代かき，移植作業が削
減されるため，移植栽培と比べて 1.3 時間の省力化
がはかられている（第 4 表）．4 月までの早期播種栽
培が可能になれば，5 月，6 月の作業は除草と水管
理に限られるため移植栽培との春作業の競合が大幅
に緩和される．
　水稲の収穫は 10 月に行い，大麦作付圃場の稲わ
らは大麦作付前に収穫し，その他の圃場は 3 月にか
けて乾燥状況を見ながら収穫する．稲わらの運搬も
含めると収穫作業は 10a あたり 3.8 時間となる（第
5 表）．稲 WCS の収穫は受託作業を主に 9 月に行い，
自作圃場は 10 月から主食用米や酒造好適米の収穫
作業と並行して行う．10 月は稲 WCS の収穫に収穫
機 1 台（社員操作）とラッピング機 1 台（パート操作）
の組作業を 2 組，水稲収穫に 6 条コンバイン 1 台（1
人）と運搬・乾燥作業 3 人の組作業で行う．酒造好
適米の収穫時には稲 WCS の収穫を 1 組とし，水稲
の収穫を 2 組にして対応する．稲 WCS の収穫・運
搬作業は 10a あたり 2.2 時間である（第 6 表）．稲わ
らは県北の畜産経営へ運搬（往復 5～6 時間）する
ため，作業時間が多くなっている．

作業労働時間の集計は今後の営農展開の想定される
圃場区画の比較的大きい干拓地域の記録を基に行
う．
　水稲は移植栽培と乾田直播栽培に分けて集計分析
し，収穫作業については，穀実収穫（主食用米，酒
造好適米，飼料用米）と稲 WCS に分けて集計分析
を行う．資材使用量と経費については，主な作目・
用途・栽培法別に集計を行う．

1　主要作目の作業内容と労働時間
　水稲の移植栽培の収穫を除く作業は，10a あたり
8.6 時間であり（第 3 表），中国地域の平均約 28 時
間の 3 分の 1 である．これは圃場区画の広い干拓地
で，65 馬力以上の大型トラクタと作業幅の広い管理
機，6 条田植機の使用等により，作業効率の向上が
はかられていることによる．他方，前述の用水供給
の制約から移植が 6 月以降となるため，播種・育苗
を含め 5 月～6 月に大半の作業が集中している．ま

作業内容 時期
通作
回数

時間
（分/10a）

耕起 1月～5月 3 45.3
畔塗 ３月～４月 1 10.0

種籾播種・育苗 5月上～下 1 45.0
基肥散布 5月下～6月上 1 18.4
圃場除草 6月上 1 3.0
代掻き 6月上～下 1 19.1
移植 6月上～下 3 65.0

畦畔除草 3月～9月 5 27.0
水管理 6月～9月 30 50.0
穂肥施肥 8月上中旬 1 2.9
殺虫剤散布 8月下旬 2 7.6

49 220.5
8.6

通作回数・通作時間
作業時間合計（時間／10a）

注：F 法人の 2016 年度の作業記録より集計．

第3表　作業内容と労働時間（水稲移植 /収穫以外）

作業内容 時期
通作
回数

時間
（分/10a）

プラウ耕 2月～3月 1 19.3
整地（レベリング） 3月中下旬 1 44.4

畔塗 3月～4月 1 10.0
播種 4月5日 1 15.5
施肥 4月14日 1 4.9

除草剤散布
4/20,5/12,5/29,
6/14,7/6

5 40.0

畦畔除草 3月～9月 5 27.0
水管理 6月～9月 30 50.0
穂肥施肥 8月上中旬 1 2.9
殺虫剤散布 8月下旬 2 7.6

48 216.0
7.3作業時間合計（時間／10a）

通作回数，通作時間

注：F 法人の 2017 年度の作業記録より集計．

第 4 表　 作業内容と労働時間（水稲乾田直播 / 収
穫以外）

作業内容 時期
時間

（分/10a）
米・収穫 10月上中旬 30
米・運搬 10月上中旬 60
米乾燥・調製 10月上中旬 30
通作回数･時間 3回 14
米収穫調製　計 2.2

稲わら反転・集草 11月～3月 15
稲わら梱包･回収 11月～3月 15
稲わら運搬 11月～3月 45
通作回数･時間 4回 18

1.6作業時間合計（時間／10a）

注：第 3 表に同じ．

第 5 表　 作業内容と労働時間（水稲 /
収穫）

作業内容 時期
時間

（分/10a）
稲WCS収穫 10月上～11月上 45
稲WCSラッピング 10月上～11月上 45
稲WCS運搬 10月～12月 30

通作回数･時間 3回 14
2.2作業時間合計（時間／10a）

注：第 4 表に同じ．

第 6 表　作業内容と労働時間（稲 WCS/ 収穫）
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注目される．

2　作業別の資材使用量と収益性
　第 9 表は，F 法人の主要な作目，品種，栽培法別
に使用資材の種類と使用量，資材費を集計したもの
である．いずれも 10a あたり 2 万円前後で大きな差
はないが，有機質肥料の使用の多い特栽米，飼料用
米多収品種の「みなちから」，1 作目と 2 作目を合計
した 2 期作のトウモロコシ WCS，播種量の多い大麦，
除草回数の多い稲 WCS の乾田直播栽培で資材費が
やや多い．
　第 10 表は，作目・栽培法・作付体系別の販売収入，
前述の資材費を含む変動費，その差額の限界利益，
経営所得安定対策における米および水田活用の直接
支払交付金，それらを合わせた収益等を比較したも
のである．販売収入を比較すると単価の高い特栽米
で最も高く，大麦－酒造好適米（2 毛作），トウモロ
コシ WCS（2 期作），酒造好適米（単作）と続く．
飼料用米および稲 WCS の販売収入は 10a あたり 7
万円以下と低く，飼料用米は多収の「みなちから」
でも 3 万円程度である．資材費等の変動費は作目間
に大きな差がないため限界利益は販売収入と同様の
傾向である．しかし，交付金の単価が作目によって
著しく異なるため，限界利益に交付金を加えた収益
は特栽米以外の作目では差が小さくなる．他方，飼
料生産量は，飼料作目等によって大きく異なり「ア
ケボノ」による飼料用米とトウモロコシ WCS（2 期
作）では，10a あたり飼料生産量は 2 倍以上の開き
がある．

Ⅳ　新技術導入の評価

　ここでは，前章で分析した作目ごとの技術・利益
係数を基に，飼料作を基幹部門とする水田作経営の
営農計画モデルを策定し，多収品種「たちすずか」
や「みなちから」，稲 WCS の乾田直播栽培，トウモ
ロコシ WCS（2 期作）などの新技術等の導入が経営
規模や収益に及ぼす効果，効果を発揮するための条
件（単収水準等）を明らかにする．

1　試算の前提条件とシナリオ
　経営試算はまず，（1）F 法人の営農条件を念頭に，

　大麦やトウモロコシ WCS の作業工程数は除草剤
散布を除き水稲作と変わらないが，水管理がないた
め通作回数が少なく，10a あたり作業時間は大麦 2.7
時間，トウモロコシ WCS（2 期作）8.6 時間と少な
い（第 7 表，第 8 表）．なお，麦わらの畜産経営へ
の運搬は業者に委託しているため，圃場内から道路
際までの搬出作業に限られている．大麦および麦わ
らの収穫は 5 月下旬から 6 月上旬に行うため，水稲
の移植作業と競合する．他方，トウモロコシ WCS
は 1 作目の播種が 4 月上中旬，収穫が 7 月下旬～8
月上旬，2 作目播種が 8 月上旬，収穫が 10 月下旬～
11 月下旬であり，水稲の作業時期と重ならない点が

作業内容 時期
通作
回数

時間
（分/10a）

弾丸暗渠と溝切り 11/6-12/13 1 12.0
基肥散布 12/8-1/16 1 18.5
耕起 11/23-12/7 1 18.0
除草剤散布 12月，3月 2 3.6
播種 12/9-1/17 1 16.3
畦畔除草 4月中旬 1 6.2
麦収穫 5/23-6/2 1 16.6
麦わら反転/集草 5/23-6/2 1 8.2
梱包･ラッピング 5/23-6/2 1 9.2
運搬 5/23-6/2 1 5.2

11 49.5
2.7

通作回数，通作時間
作業時間合計（時間／10a）

注：第 3 表に同じ．

第 7 表　作業内容と作業労働時間（大麦）

作業内容 時期
通作
回数

時間
（分/10a）

プラウ耕（2017年1作目） 2月 1 20.0
整地2回 2－3月 2 30.0
堆肥散布 3月 1 15.0
外周明渠 4月 1 19.0
播種･施肥 4月14日 1 19.2
鎮圧 4月14日 1 13.3
除草剤散布 4月15日 1 7.2
除草剤･液肥散布 5月12日 1 7.9
畦畔除草 3月，7月 2 10.0
収穫 7/31-8/3 1 29.0
ラッピング 7/31-8/3 1 33.0
運搬 8/2-8/5 1 60.0
耕起（2017年2作目） 8/8-8/10 1 25.0
播種･施肥 8/9-8/10 1 15.0
鎮圧 8/9-8/10 1 13.0
除草剤散布 8/10-8/11 1 6.0
除草剤･液肥散布 8月下旬 1 7.9
畦畔除草 9月，10月 2 10.0
収穫（2016年2作目） 11/29-1２/25 1 22.2
ラッピング（同上） 11/29-1２/25 1 17.8
運搬（同上） 11/29-1２/25 1 30.0

24 108.0
 8.6

通作回数，通作時間
作業時間合計（時間／10a）

注：F 法人の 2016 年度，2017 年度の作業記録より集計．

第 8 表　 作業内容と労働時間（トウモロコシ WCS 
2 期作）
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植付枚数 播種量 種子代 培土代 基肥 追肥 肥料代 除草剤費 殺虫剤 資材費計

（枚/10a） （g/枚） （円/10a) （円/10a)
使用量

(kg/10a）
使用量

(kg/10a）
（円/10a) （円/10a) （円/10a) （円/10a)

主食用米
（特栽米）

ヒノヒカリ（ポット） 32.4 60 1,050 1,296 1.5-2
菜種油粕

60
菜種油粕

50
14,160 4,685 2,160 23,351

酒造好適米 山田錦（ポット） 33.7 62 1,129 1,349
有機肥料

28
有機肥料

10
7,775 4,685 2,160 17,098

アケボノ（稚苗） 17.8 173 1,663 1,780 -
被覆尿素
２６－30

6,235 4,685 2,160 16,523

たちすずか（稚苗） 21 164 1,860 2,100 -
専用肥料
20-28

5,646 4,685 2,160 16,451

-034,2）直乾（かずすちた
被覆尿素

34
7,140 7,462 2,160 19,192

アケボノ（稚苗） 17.8 173 1,663 1,780 -
高度化成

27
6,012 4,685 2,160 16,300

みなちから（稚苗） 21 180 2,041 2,100 -
被覆尿素

57
高度化成

13
13,524 4,685 2,160 24,510

1,080 2
高度化成

60
液肥
200ml

13,105 1,904 16,089

1,080
高度化成

75
液肥
200ml

4,865 1,904 7,849

198,02667,2549,8081,917kg/10a

飼料用米

トウモロコシWCS（1作目）

トウモロコシWCS（2作目）

2kg/10a

2kg/10a

石灰窒素16，SR
コート35

大麦

堆肥施用
量(t/10a)

作目・用途 品種（栽培法）

乾籾4.5kg/10a

稲WCS

注：F 法人の 2017 年実績より集計．

第 9 表　作目別資材使用量

作目 主食用米酒造好適米

品種 特栽米 山田錦 アケボノ みなちから アケボノ たちすずか たちすずか

播直田乾法培栽

005173/2934.4101218086005173084)a01/個,gk(収単

03372/041005,9006,5006,5002,57272372083）個，gk/円(価単

000,51000,32000,51000,51）a01/円（売販らわ稲

販売収入(円/10a） 182,400 101,283 28,500 33,360 41,600 67,200 55,440 136,800 1 000,51361,65

989,73839,32291,91154,61325,61015,42003,61890,71153,32）〃（費材資

005,3003,6597,21035,8632,01428,6005,3005,3）〃（費材包梱

乾燥調製費（〃） 048,7

変動費計（〃） 23,351 17,098 19,800 28,010 23,347 26,687 27,722 36,733 52,129 3, 005

限界利益（〃） 159,049 84,185 8,700 5,350 18,253 40,513 27,718 100,067 104,034 1 005,1

直接支払交付金･米 7,500 7,500

000,53000,08000,08000,08000,501000,08成助物作略戦･〃

000,51000,51）作毛二（金付交地産･〃

000,31000,31）携連畜耕（・〃･〃

000,21）種品収多米用料飼（・〃･〃

限界利益＋交付金 166,549 91,685 101,700 135,350 98,253 120,513 107,718 150,067 1 005,11430,91

作業労働時間
（時間/10a）

6.11.516.85.98.018.013.213.218.018.01

飼料生産量
（TDNkg/10a)

- - 594 741 528 864 712.8 1,511 - 189

機械償却費等を除く飼
料生産費

（円/TDN1kg）
85 79 95 62 72 39 39

移植栽培 移植栽培 移植栽培

稲わら

飼料用米 稲ＷＣＳ
トウモロ
コシWCS
（２期作）

大麦－酒
造好適米
（２毛作）

注：1） 「たちすずか」乾田直播の単収は 2017 年，トウモロコシ WCS の単収は 2016 年と 2017 年の平均，その他は 2016 年の
実績値．

　　2） 直接支払交付金は F 法人の受給実績であり，稲 WCS 圃場への堆肥還元による耕畜連携助成は，稲 WCS の取引経営以
外からの堆肥購入のため受給なし．

第 10 表　作目 ･ 作付体系別の収益性
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2,500 円で計算する．減価償却費は，主食用米や酒
造好適米生産，稲 WCS の受託収穫に関わる部分も
あるため，作業ごとに減価償却費を集計し，それを
自家飼料作部分とそれ以外の部分に案分し，前者の
減価償却費のみを計算する．ただし，事務費や一般
管理費は飼料費には計上していない．
　なお，F 法人の状況を反映し，作目ごとの作付に
ついて以下の制約を設ける．主食用米は販路の定
まっている特栽米の作付に限定し，作付面積を 15ha
とする．酒造好適米，稲 WCS は現行の販路面から
作付上限面積をそれぞれ 30ha，16ha とする．また，
圃場の排水条件から大麦，稲 WCS の乾田直播栽培，
トウモロコシ WCS の栽培の上限面積をそれぞれ
15ha，20ha，20ha とする．わら収穫については，水
稲－大麦の 2 毛作では作物収穫直後に，稲わら，麦
わらとも収穫し，水稲単作の場合の飼料用米は耕畜
連携助成を受けるため，稲わらはすべて収穫し，主
食用米と酒造好適米収穫後の稲わらは労力面で可能
な範囲で収穫する．稲 WCS およびトウモロコシ
WCS の収穫受託は現行面積を上限とする．
　生産物の単収，販売価格は第 10 表記載の現行単
価を用いる．なお，トウモロコシ WCS の単収は F
法人の実績（第 1 図）から 2 期作合計で 10 個（5t）
と 15 個（7.5t）の 2 水準で試算を行う．

2　試算結果
　第 12 表に試算結果を掲載する．まず，（1）現行
の労働力条件のもとでの最適な作付構成は主食用米
15ha，酒造好適米 30ha（内 15ha は大麦との 2 毛作），

圃場作業に従事する専従者 4 人に加え農繁期に最大
6 人の臨時雇用の可能な営農を想定してモデルの試
算を行い，試算結果を F 法人の現況と比べつつ営農
計画モデルの現実適合性を確認する．つぎに，（2）
年々，臨時雇用の確保が困難になっている状況を踏
まえ，専従者 4 人と臨時雇用 2 人の条件下，また，
生産調整廃止に伴う米の直接支払交付金なしのもと
で最適な作目構成を試算する．さらに新技術等の導
入効果を明らかにするため，（3）多収品種「たちす
ずか」，「みなちから」による稲 WCS や飼料用米生産，

（4）乾田直播栽培による稲 WCS の生産，（5）トウ
モロコシ WCS の生産を順次追加導入した場合，さ
らに，（6）水田活用の直接支払交付金のうち，飼料
用米の戦略作物助成について，以前のように稲
WCS と同じ条件（10a あたり 8 万円）となった場合
の最適な営農構成を試算する．（4）については，3
月播種と慣行の 5 月播種，（5）については，単収水
準の相違による試算も行う．評価軸は経営的視点（規
模，所得），社会的視点（飼料生産量，飼料生産コ
スト）とし，これらの観点から，今後の水田作経営
としてあるべき作目構成，技術開発等を提示する．
なお，法人経営では所得概念は用いられないが，法
人利益のみならず社員への給与水準が水田作経営の
存続に重要な課題となっていることから，本稿では
経常利益と社員給与を合わせた額を収益性の指標と
して便宜上，所得と表現する．
　第 2 表に示すように大規模水田作法人経営では機
械等の償却資産が多く，これらの選択が営農や飼料
生産コストに大きな影響を与えることから，経営試
算は第 11 表の単体表を用い，整数計画法（農研機
構開発の線形計画法プログラム XLP）により行う．
また，F 法人では事務員 2 人を配置するなど，規模
拡大に伴い一般管理費が大きな割合を占めることか
ら，一般管理費を 2 千万円として収益の試算を行う．
飼料生産コストの計算は，各シナリオのもとで最適
な営農構成を選択した場合の飼料生産（受託作業は
除く）に要する費用を集計する．すなわち，稲わら
収穫と飼料用米，稲 WCS，トウモロコシ WCS の組
み合わせが選択された場合，これらの飼料生産に要
する費用を飼料生産量（TDN ベース）で割った値
で示す注 2）．費用は，飼料生産に要する資材費，労
働費，機械等の減価償却費とし，労働費は時間単価
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第 1 図　 トウモロコシ WCS の作付面積と単収の推移
（F 法人）
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0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

定数
項

関係
主食用
米(特
栽）

酒造好
適米

主食用
米＋大
麦

酒造好
適米＋
大麦

飼料用
米(アケ
ボノ)

飼料用
米（み
なちか
ら）

稲WCS
（アケボ
ノ）

稲WCS
（たち
すず
か）

稲WCS
（乾直5
月）

稲WCS
（乾直3
月）

WCS稲
収穫受
託

ﾄｳﾓﾛ
ｺｼ収
穫受
託1

0 利益係数 -23.4 -17.1 -35.4 -29.1 -16.3 -24.5 -16.5 -16.5 -19.2 -19.2 21.5 22.1
1 水田 1000 ≧ 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

=代地2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
3 米販売額 = 480 480
4 酒造好適米販売額 = 371 371
5 大麦販売額 = 392 392
6 飼料用米販売額 = 500 650
7 稲WCS(アケボノ)販売額 = 8
8 稲WCS(たちすずか)販売額 = 12 10 10
9 トウモロコシWCS販売額 =

17 主食用米生産制約 150 ≧ 1 1
18 酒造好適米作付制約 300 ≧ 1 1
19 稲WCS作付制約 160 ≧ 1 1 1 1
20 乾直作付制約 200 ≧ 1 1
21 トウモロコシ作付制約 200 ≧
22 稲WCS収穫受託上限 800 ≧ 1
23 トウモロコシ収穫受託1 40 = 1
24 トウモロコシ収穫受託2 40 =
25 稲わら収穫上限制約 ≧ -1 -1 -1 -1
26 稲わら収穫下限制約 ≧ 1 1
27 麦作付制約 150 ≧ 1 1
28 臨雇上限4月上 2 ≧
52 1月上旬 256 ≧ 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07 0.04 0.07
53 1月中旬 256 ≧ 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07 0.04 0.07
54 1月下旬 256 ≧ 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07 0.04 0.07
55 2月上旬 256 ≧ 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07 0.04 0.07
56 2月中旬 256 ≧ 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07 0.04 0.07
57 2月下旬 256 ≧ 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07 0.04 0.07
58 3月上旬 256 ≧ 0.14 0.14 0.20 0.20 0.14 0.14 0.14 0.14 0.12 0.35
59 3月中旬 256 ≧ 0.14 0.14 0.20 0.20 0.14 0.14 0.14 0.14 0.12 0.52
60 3月下旬 256 ≧ 0.14 0.14 0.14 0.14 0.14 0.14 0.14 0.14 0.12 0.52
61 4月上旬 256 ≧ 0.14 0.14 0.14 0.14 0.14 0.14 0.14 0.14 0.12 0.08
62 4月中旬 256 ≧ 0.14 0.14 0.32 0.32 0.14 0.14 0.14 0.14 0.12 0.08
63 4月下旬 256 ≧ 0.14 0.14 0.14 0.14 0.14 0.14 0.14 0.14 0.12 0.29
64 5月上旬 256 ≧ 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.61 0.04
65 5月中旬 256 ≧ 0.70 0.70 0.70 0.70 0.70 0.70 0.70 0.70 0.84 0.25
66 5月下旬 256 ≧ 0.57 0.57 1.05 1.05 0.57 0.57 0.57 0.57 0.42 0.40
67 6月上旬 256 ≧ 0.86 0.86 1.34 1.34 0.86 0.86 0.86 0.86 0.52 0.30
68 6月中旬 256 ≧ 0.86 0.86 0.86 0.86 0.86 0.86 0.86 0.86 0.52 0.50
69 6月下旬 256 ≧ 0.86 0.86 0.86 0.86 0.86 0.86 0.86 0.86 0.30 0.50
70 7月上旬 256 ≧ 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30
71 7月中旬 256 ≧ 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30
72 7月下旬 256 ≧ 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.40 1.00
73 8月上旬 256 ≧ 0.36 0.36 0.36 0.36 0.36 0.36 0.36 0.36 0.36 0.36 1.00
74 8月中旬 256 ≧ 0.36 0.36 0.36 0.36 0.36 0.36 0.36 0.36 0.36 0.36
75 8月下旬 256 ≧ 0.57 0.57 0.57 0.57 0.57 0.57 0.57 0.57 0.57 0.57 0.40
76 9月上旬 256 ≧ 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.40
77 9月中旬 256 ≧ 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.40
78 9月下旬 256 ≧ 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.40
79 10月上旬 256 ≧ 1.11 1.11 1.11 1.11 0.00 0.00 0.48 0.48 0.48 0.48
80 10月中旬 256 ≧ 1.11 1.11 1.11 1.11 0.00 0.00 0.48 0.48 0.48 0.48
81 10月下旬 256 ≧ 0.00 0.00 0.52 0.52 1.11 0.00 0.48 0.48 0.48 0.48
82 11月上旬 256 ≧ 0.00 0.00 0.59 0.59 1.11 0.00 0.48 0.48 0.48 0.48
83 11月中旬 256 ≧ 0.00 0.00 0.95 0.95 0.00 1.11 0.06 0.06 0.06 0.06
84 11月下旬 256 ≧ 0.00 0.00 0.44 0.44 0.00 1.11 0.06 0.06 0.06 0.06
85 12月上旬 256 ≧ 0.00 0.00 0.44 0.44 0.00 0.00 0.06 0.06 0.06 0.06
86 12月中旬 256 ≧ 0.00 0.00 0.05 0.05 0.00 0.00 0.06 0.06 0.06 0.06
87 12月下旬 256 ≧ 0.00 0.00 0.05 0.05 0.00 0.00 0.06 0.06 0.06 0.06
88 総労働時間計算式 = 10.79 10.79 15.06 15.06 10.79 10.79 10.79 10.79 9.52 9.52 2.00 2.00
89 社員労働時間 = 10.79 10.79 15.06 15.06 10.79 10.79 10.79 10.79 9.52 9.52 2.00 2.00
91 飼料作労働時間 = 2.15 2.15 10.79 10.79 10.79 10.79 9.52 9.52
92 飼料作物財費 = 6.30 6.30 16.30 24.51 16.52 16.45 19.19 19.19

100 稲わら収穫面積 = 1 1
101 麦わら収穫面積 = 1 1
102 飼料生産量(乾物）計算式 = 0.79 0.79 0.43 0.55 0.96 1.44 1.20 1.20
103 飼料生産量（TDN)計算式 = 0.35 0.35 0.40 0.53 0.51 0.79 0.66 0.66

注：1） ここでは試算（6）のコーン単収 15 個の試算表を掲載する．紙面の制約上，交付金，固定費等のプロセスは掲載
を省略している．

　　2） トウモロコシ WCS のプロセスの労働係数は，単収に対応して作業時間の補正を行っているため第 8 表，第 10 表
の作業労働時間と若干異なる．

第 11 表　飼料作を基幹部門とする水田作経営計画モデル単体表
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　　3） 稲わら収穫に掛かる作業時間と資材費は，別プロセスを設けているため，主食用米，飼料用米の労働時間の合計は，
第 10 表と異なる．

　　4） 稲 WCS，トウモロコシ WCS の利益係数には収穫時の梱包資材を除き，試算の便宜上，梱包資材の費用はそれぞれ
の販売単価から差し引く形で利益係数に示している．

　　5）臨時雇用のプロセスは 4 月上旬のみを例示として掲載し，4 月中旬～11 月下旬は掲載省略．

13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 31 55 56 58 59 67 68 69 70
ﾄｳﾓﾛ
ｺｼ収
穫受
託2

稲わら
収穫
運搬

麦わら
収穫
運搬

トウモ
ロコシ
WCS

地代 米価
酒造好
適米価
格

麦価
飼料用
米価格

稲WCS
価格(ア
ケボノ)

稲WCS
価格(た
ちすず
か)

ﾄｳﾓﾛ
ｺｼ
WCS
価格

臨雇
4月
上

総労
働時
間

社員
労働
時間

飼料
労働
時間

飼料
物財
費

稲わ
ら収
穫面
積

麦わ
ら収
穫面
積

飼料
生産
量（乾
物）

飼料
生産
量

（TDN
22.1 11.5 5.2 -23.9 -12 0.35 0.293 0.14 0.027 4.347 4.747 8.65 -104

1
1 -1

-1
-1

-1
-1

-1
-1

1-51

1

1
1
-1

1
0.17 0.17
0.17 0.17
0.17 0.17
0.17 0.17
0.17 0.17
0.17 0.17
0.17 0.04
0.17 0.21
0.17 0.21

08-16.0
0.61
0.00
0.10
0.10
0.00

0.30 0.00
0.30 0.00

0.00
0.12
0.12
0.53
1.59
1.05
0.10
0.10
0.00
0.00
0.00
0.00
0.00

0.50 0.39
0.50 0.39
0.50 0.30
0.50 0.57

0.28
0.28

1-07.806.055.100.2
1-08-07.806.055.100.2

1.55 0.60 8.70 -1
1-58.0358.0358.049.3208.205.3

1 -1
1 -1

0.44 0.35 1.50 -1
0.19 0.16 0.98 -1
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に，飼料用米自体の生産コストが高いこと，稲わら
や麦わらの生産量が飼料生産の半分以上を占めるた
め，多収品種が導入されても飼料の生産コスト低減
効果は小さい．
　（4）稲 WCS の乾田直播栽培の選択が可能な場合，
地域慣行の 5 月播種では移植水稲の播種・育苗等と
作業が競合するため，導入ははかられないが，3 月
の早期播種による栽培が可能な場合，作付上限の
16ha まで乾田直播栽培を導入することが有利とな
る．主食用米や飼料用米の移植栽培と作業時期の重
なりが少ないため，経営面積は 50ha まで拡大可能
となり，所得は約 2,800 万円に増加する．飼料生産
量も 296t に増加し，飼料生産コストは 133 円に低減
する．
　（5）トウモロコシ WCS の選択が可能な場合，水
稲作業とほとんど競合する作業のないことから，経
営面積はさらに約 63ha まで拡大可能と試算され，

飼料用米約 12ha，稲 WCS16ha，経営面積 73ha となり，
F 法人の現行の規模，作付構成にほぼ等しく，モデ
ルの再現性は担保されていると考えられる．
　つぎに（2）臨時雇用人数が現行の 6 人から 2 人
に減員し，米の直接支払交付金が削減された場合，
主食用米と酒造好適米，飼料用米生産に絞り込んだ
営農が有利となる．しかし，経営面積は約 40ha に
縮小せざるを得ず，所得は 2 分の 1 以下の約 1,700
万円に減少する．飼料生産量は 268t から 164t に減
少し，TDN1kg あたり飼料生産コストは約 140 円に
なると試算される．
　（3）多収品種の「みなちから」，「たちすずか」の
選択が可能な場合，酒造好適米の生産を中止し，多
収で交付金の多い飼料用米「みなちから」の作付を
増やすことにより，所得は約 2,400 万円に増加する．
しかし，経営面積の拡大や飼料生産コストの低減は，
はかられない．その理由は前掲第 10 表に示すよう

単収10個 単収15個

主食用米（特栽米） 1,500 0 0 0 0 0 0

主食用米（特栽米）＋大麦（2毛作） 0 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

061161100588005,1米適好造酒

酒造好適米＋大麦（2毛作） 1,500 0 0 0 0 0 0

飼料用米/アケボノ 1,161 1,604 0 0 79 79 0

飼料用米/みなちから - - 2,451 1,941 1,746 1,746 0

稲WCS/アケボノ（移植） 1,600 0 0 0 0 0 0

稲WCS/たちすずか（移植） - - 39 0 0 0 1,804

稲WCS/たちすずか（乾直） - - - 1,600 1,600 1,600 2,000

トウモロコシWCS（2期作） - - - - 1,232 1,232 1,173

005,1144,3144,3144,3159,3099,3166,5穫収らわ稲

005,1005,1005,1005,1005,1005,1770,2穫収らわ麦

稲WCS収穫受託 8,000 4,686 4,686 3,180 2,862 2,862 2,501

トウモロコシWCS収穫受託 - - - - 800 800 800

経営面積　計 7,261 3,990 3,990 5,041 6,273 6,273 6,476

作付延べ面積　計 8,761 5,490 5,490 6,541 9,005 9,005 9,149

091,4351,4126,3567,2804,2166,1723,4)円万(得所

社員4人の作業労働（時間） 6,727 5,479 5,260 5,919 6,710 6,710 6,485

飼料生産量（TDN-t) 268 164 230 296 410 471 500

飼料生産コスト(円/TDNkg) 121.2 140.3 138.3 133.1 121.0 106.5 96.3

0.625.726.138.538.632.731.73)〃(費働労ちう　 

2.138.132.535.634.430.726.03)〃(費材資ちう 　

　 うち機械･施設減価償却費(〃) 53.5 76.0 67.1 60.8 54.1 47.2 39.1

(6)経安対
策変更

作目･作
型別作
付面積
(a)

収益指標

(2)臨時雇用減
員＋米直払廃止

(5)トウモロコシ導入
(1)現状労働力

(3)多収品
種導入

(4)稲WCS用
3月乾直導入

飼料生
産力指

標

注：1）作付面積の 0 は作付可能だが選択されないことを，－は選択肢に含まれていないことを表す．
　　2）社員作業労働には，圃場作業以外の機械修繕に関わる作業時間等は含めていない．
　　3）所得は，便宜上，経常利益に社員給与を加えたものを記載している．
　　4）飼料生産量には収穫受託分は含めない．
　　5） 飼料生産コストに事務費や一般管理費は計上していない．また，稲わらと麦わらについては，収穫に要するコストのみを計上す

る．

第 12 表　試算結果
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　飼料作物間の選択の傾向は，前回の試算結果とほ
ぼ同様であった．すなわち，移植栽培による水稲の
みの生産では，労働力の限られるなかで，経営面積
は縮小せざるを得ず，現行の経営所得安定対策のも
とでは，多収品種を用いた飼料用米生産に特化する
ことが所得面で有利となる．しかし，飼料用米を基
幹部門とする営農は，飼料増産や競争力強化に必要
な国産飼料の生産コストの低減には寄与しない．移
植栽培と作業時期の競合しない稲 WCS の早期乾田
直播栽培の導入は，経営規模の拡大（水田利活用の
推進），飼料増産に寄与するが，飼料生産コストの
低減効果は小さい．他方，トウモロコシ WCS の導
入による規模拡大や飼料増産，飼料生産コストの低
減効果は顕著で，プラウ耕による耕盤破砕と排水性
向上により，畑地なみの単収が確保されれば，稲
WCS 生産と組み合わせた営農で輸入乾草価格を下
回るコストで粗飼料生産が可能である．
　したがって，早期乾田直播栽培技術の安定化，ト
ウモロコシ WCS の安定多収に効果的な排水対策や
施肥技術開発の推進，あるいは耐湿性の高いトウモ
ロコシ WCS の新品種の開発，および稲 WCS やト
ウモロコシ WCS の作付を促す経営所得安定対策の
再検討が，農業労働力の限られる中で飼料作を基幹
とする水田作経営の規模拡大，水田利活用の推進，
国産飼料の増産，飼料の生産コスト低減および畜産
物生産の競争力強化に効果的と考えられる．

注 1） 生産したトウモロコシ WCS は，当初，県酪
連から酪農経営へ働きかけて利用を推進して
いたが，次第に口コミで需要が拡大し，2017
年は，4 戸の生産者による延べ約 14ha の作付
に対して，トウモロコシ WCS の購入希望者
は肉牛経営を含め 7 戸，希望購入量は約 1200t

（延べ 40ha 分）に拡大している．
注 2） 本稿では飼料生産量や生産コストを，飼料用

米などの濃厚飼料と稲 WCS などの粗飼料を
併せて TDN ベースで示す．自給率の高低か
ら濃厚飼料と粗飼料を分けて評価する向きも
あるが，粗飼料も自給できていない状況，濃
厚飼料よりも粗飼料の輸入価格が高く，畜産
経営にとって粗飼料の低コスト生産がより重
要なこと，トウモロコシ WCS は濃厚飼料の

作付延べ面積は臨時雇用人数が 6 人から 2 人に減少
しても現行とほぼ同じ約 90ha の作付が可能となる．
所得もさらに増加することが期待される．飼料生産
量は 410t，コストは約 121 円に低減する．適切な排
水対策と施肥が行われトウモロコシ WCS の 10a あ
たり収量が畑地栽培なみの 15 個（約 7.5t）に向上し
た場合，所得は現行水準に近い 4,000 万円以上が確
保され，飼料の増産，飼料生産コストの低減がはか
られる．
　（6）飼料用米の戦略作物助成の交付金が稲 WCS
と同じ額となった場合は，飼料用米の生産を中止し，
稲 WCS の作付を増やす方が有利となる．所得はわ
ずかに減少するが，経営面積は約 65ha に拡大可能
であり，飼料生産量は約 500t に増加し，そのコスト
は輸入乾草価格以下の TDN1kg あたり約 96 円にま
で低減可能と試算される．ただし，前述のように作
付の増加する稲 WCS の販路開拓が必要である．
　飼料生産コストを労働費と資材費，機械 ･ 施設の
減価償却費に分けて，シナリオ間の比較を行うと，
省力的生産の可能なトウモロコシ WCS の導入に
よって労働費の低減がはかられること，機械 ･ 施設
の減価償却費は，稲 WCS やトウモロコシ WCS 等
の粗飼料生産の割合が高いほど，低減することが分
かる．それでも，コストのうち機械等の減価償却費
の割合がコストの大部分を占めており，機械価格や
修繕費の低減が，国産飼料の生産コストの低減をは
かる上で重要なことが示唆される．

Ⅴ　結　　　語

　5 年前に行った試算では，主食用米の価格低下を
前提に行ったため，主食用米の作付は選択されず，
飼料作のみの作付構成が有利とされた．しかし，こ
の間，主食用米（特栽米）については一定の顧客と
の高値取引が形成され，日本酒ブームの影響もあり
酒造好適米の需要が伸び，その収益性も好転した．
こうした状況を今回の試算に反映したため，経営規
模や稲 WCS，トウモロコシ WCS の作付面積に若干
の差が生じた．また，水稲の作業労働時間等は圃場
区画の比較的広い干拓地のデータを用いたため，県
の農業経営指標を用いた前回の試算よりも少なく
なった．
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Ⅰ　緒　　　言

　わが国の食料自給率の向上に向けて，近年，米の
粒食から粉食への転換が期待されている．農林水産
省は 2009 年を米粉元年と位置づけ，米粉の利用拡
大に向けた諸施策を講じてきたが，2012 年以降，米
粉用米の利用量は年間 2 万トン台前半で推移してい
る 10）．このような背景下で，今後のさらなる米粉の
利用拡大に向けた新たな対策が講じられている．具
体的には，2017 年 3 月に米粉の用途別基準・用途表
記が公表され，菓子・料理用，パン用，麺用のそれ
ぞれのアミロース含有率などが明確に規定された．
これと連動するように，2017 年 5 月には日本米粉協
会が設立されている．この協会の会員は，米粉製造
業者，JA 等生産者団体，農業法人，栄養士・料理人，
消費者団体などであり，同会には「認証委員会」「米
粉の品質向上委員会」「新規米粉製造部会」が設け
られたことから，今後の米粉利用拡大の推進役とな
ることが期待される．このように米粉利用促進の環
境条件が整いつつある一方，これまでに米粉の利用
拡大に向けて最も多くの研究蓄積がある加工品の一
つが米粉パンである．そこで，以下では，米粉パン
に関する近年の既往研究を整理し，その上で本研究
の課題を明確化することにしたい．

　まず，與座ら（2008）11）は，米粉パンの普及に向
けた課題として，①原材料の低コスト化（2008 年 6
月当時の主食用ブレンド米の卸売価格は 310 円 /kg
に対して米穀粉用米 133 円 /kg），②米粉生産・流通
システムの整備，③製パン技術・米粉パン品質の向
上の 3 つを挙げている．米粉の品質に関連しては，
高橋ら（2009）7）が原料米の品種ごとに米粉パンの
品質に及ぼす影響が異なることを明らかにし，中ア
ミロース米が米粉パンの製造に適する可能性を示唆
している．さらに，低コスト化に関連して，荒木

（2010）2）が「米粉の利用を拡大していくためには，
原材料の安価で安定的な供給が不可欠であり，多収
米品種を利用した低コスト栽培による原料米の価格
低下が期待されている」ことを指摘する．青木ら

（2010）1）は，多収性水稲品種（以下，本稿では「多
収米」と表記する．ただし，文脈によっては多収性
水稲品種を併用）の製パン特性を解析し，玄米の外
観品質があまりよくないとしても多収米による米粉
パンの製造は十分に可能であるとする．ただし，多
収米は「コシヒカリ」よりもアミロース含有率が高
いことからパンが固くなりやすい傾向があることを
明らかにしている．
　一方，米粉普及の可能性に関して経済的視点から
考察したものとして，まず，西平ら（2006）8）は，
岡山県で米粉パンの製造・販売に取り組む事業体の
事業分析を行い，マーケティング力の向上を今後の
課題として挙げている．これに関連するものとして，
池内ら（2010）3）は同じく岡山県における米粉パン
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2000）．
　以上の課題に対して，本稿では，多収米品種とし
て「夢あおば」，比較対象として標準収量米の品種「コ
シヒカリ」を取り上げ，この両者に対する消費者評
価をアンケートにより分析する．その分析結果とし
て，すべての多収米品種の米粉パンが「夢あおば」
のパンと同様の特徴を持つとは限らないとしても，
この 2 つの品種で同等の味の評価が得られたなら
ば，多収米を原料に用いた米粉パンの普及が期待で
きるといえよう．他方，この両者の消費者評価に相
違が確認できた場合は，その相違点を活かした顧客
ターゲットを設定した上で新たなマーケティング・
ミックスを策定する．

Ⅱ　材料と方法

　調査対象は，広島県東広島 O 市地区にある米粉パ
ン専門店への来店者である．この米粉パン専門店は
2012 年に開設されており，同店の米粉パンの粉体原
料比は，米粉 8 割・グルテン 2 割である．同店の従
業員数は 15 名（製造 10 名，接客営業 5 名）であり，
一日当たり所要人数は製造 5 名，接客営業 1～2 名
である．なお，近年の年間売上高は約 2,500～3,000
万円となっている．
　調査方法は，同店への来店者に対して，次のよう
な試食アンケートを行った．すなわち，①来店し購
入する商品を持ちレジに向かった来店者にアンケー
ト調査への協力を依頼し，②協力を承諾した者には
300 円の割引き券を渡すことで，購入代金を 300 円
割り引く．③購入後，協力者は店舗前で試食しアン
ケートに回答する（写真），というものである．
　アンケートは，2015 年 3 月（土曜，休日）と，
2015 年の 9 月（水曜，平日）の 2 回実施した．1 回
目（回答者数：51 名）の調査では，「コシヒカリ」
を原料に用いた食パンと「夢あおば」を原料に用い
た食パンについての消費者評価を得た．また，2 回
目（回答者数：35 名）の調査では，食パンの他に，「コ
シヒカリ」を原料に用いたフランスパンと「夢あお
ば」を原料に用いたフランスパンの消費者評価を得
た．

製造業者の事業分析により，生産者に対する手厚い
助成金が一定の経営効果を生じさせている点を評価
した上で，実需者ニーズを踏まえた生産・流通体系
の整備が不十分であることを指摘する．さらに，金
子ら（2010）5）は，山形県庄内地域の消費者を対象
としたアンケート調査により，米粉製品の購入頻度
と家庭での利用状況を分析し，消費者のニーズを満
たした米粉製品が身近な場所で購入・飲食できるよ
うにすることの必要性を説いている．また，米粉商
品の認知度については，柴田（2010）6）が消費者調
査に基づき，年々，米粉食品の認知が進んでおり，
特に女性に人気があること，そして米粉に対するイ
メージとして「新しい食感がする」が第 1 位となる
点を明らかにしている．
　そして，今後の米粉パン研究の課題として，奥西

（2015）4）は，「米粉を使って〇〇も作ることができ
ます，から，米粉を使ったからこそ〇〇ができまし
た，というような，特徴のある品質を持つ米粉加工
品が求められている」と指摘する．
　以上の既往研究サーベイを踏まえるならば，米粉
パンの普及に向けては消費者ニーズを踏まえたマー
ケティング研究が重要といえる．しかしこれまでは，
消費者ニーズを踏まえた原料米粉の選択問題に関わ
るマーケティング視点からの実践的な検討はほとん
ど行われていない．そこで，米粉パンのさらなる普
及に向けた課題として，次の 2 つを挙げる．
　第 1 は，原料の低コスト生産を可能にする多収米
で作った米粉パンの消費者評価を明らかにすること
である．そのために，多収米品種と標準的な収量水
準の品種とで作られた米粉パンの味を消費者が同等
のものと評価するかを分析する．この両者を同等の
ものと評価することが確認できたならば，多収米を
米粉パンの原料として利用することが可能となろ
う．
　第 2 は，新たに設定するターゲット顧客に対して
どのように多収米を原料とする米粉パンを販売して
いくか，その具体的な販売戦術（マーケティング・
ミックス）を策定することである．このマーケティ
ング・ミックスについては，一般に 4P と呼ばれる，
製品（Products），価格（Price），販売チャネル（Place），
販売促進（Promotion）の 4 つの視点から具体的な取
り組み内容を検討することになる（P. Kotler13），
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る頻度，この店舗に来店する頻度，そして，この店
舗の食パンの値段に対する評価を，年齢別のクロス
集計結果に基づいてみていくことにする．
　まず，回答者の普段の生活においてパンを食べる
頻度は，ほぼ毎日（高頻度）食べる人が 4 割と最も
多く，週 3～4 回（中頻度）食べる人と，週 1～2 回（弱
頻度）に食べる人は概ね 3 割ずつであった（第 2 表）．
年齢別にみると，両回ともほぼ毎日食べる人は，60
歳代が最も多く，次が 40 歳代であった．
　この店舗への来店頻度をみると，初めて来店した
者は休日で 1 割，平日で 2 割であったことから，来
店者のうち不定期ではあるが概ね 8 割がリピーター
となっていることが確認できる（第 3 表）．不定期
で来店する者を年齢別にみると，休日は 60 歳代

（25.5％），平日は 30 歳代（17.6％）が最も多かった．
この理由は，平日は勤務の途中で昼食を購入するた
めに来店しているケースが多いためと考えられる．
　そして，店舗で販売している食パンの値段（380 円）
についての評価は，1 回目と 2 回目のいずれにおい
ても「少し高い」か「適切」という回答が多かった．

Ⅲ　結　　　果

1　回答者の属性
　回答者の属性は，両回とも女性が多く，年齢階層
では 60 歳代が最多となった（第 1 表）．なお，平日（2
回目）は 30 歳代が多くなるが，その多くは勤務の
移動中に昼食を買いに立ち寄っているケースであっ
た．また，回答者の居住地域は，O 地区の地元住民
が約 2 割，休日（1 回目）は東広島市外から約 6 割，
平日は O 地区を除く東広島市内からと東広島市外か
らが各 4 割であった．
　次に，回答者の特徴として，日常的にパンを食べ

人数 割合 人数 割合
性別 男性 15 29.4 10 28.6

女性 36 70.6 25 71.4
年齢 10～20歳代 2 3.9 4 11.5

30歳代 8 15.7 8 22.9
40歳代 9 17.6 4 11.4
50歳代 9 17.6 3 8.6
60歳代 19 37.3 10 28.6
70歳代 4 7.8 6 17.1
O地区住民 11 21.6 6 17.1
東広島市内
（O地区除く）

10 19.6 14 40.0

東広島市外 30 58.8 15 42.9

居住
地域

1回目 2回目
（3月，休日） （9月，平日）選択肢

注：アンケート結果より作成．

第 1 表　回答者の属性

回答数
（人）

構成比
（％）

回答数
（人）

構成比
（％）

30 3 5.9 2 5.7
40 6 11.8 3 8.6
50 3 5.9 1 2.9
60 9 17.6 5 14.3
70 0 0.0 2 5.7
計 21 41.2 13 37.1
30 0 0.0 1 2.9
70 1 2.0 1 2.9
計 1 2.0 2 5.7
10 1 2.0 1 2.9
30 1 2.0 4 11.4
40 2 3.9 1 2.9
50 2 3.9 2 5.7
60 6 11.8 1 2.9
70 2 3.9 1 2.9
計 14 27.5 10 28.6
20 1 2.0 3 8.6
30 4 7.8 1 2.9
40 1 2.0 0 0.0
50 4 7.8 0 0.0
60 4 7.8 4 11.4
70 1 2.0 2 5.7
計 15 29.4 10 28.6

51 100.0 35 100.0

週3～4回

週1～2回

合計

選択肢
年齢
（歳
代）

1回目
（3月，休日）

2回目
（9月，平日）

ほぼ毎日

週5～6回

注 1：アンケート結果より作成．
注 2： 選択肢を示していない年齢（歳代）がある理由は，1

回目と 2 回目において回答がなかったからである．

第 2 表 　普段の生活においてパンを食べる頻度

写真　試食・アンケート台の様子
注：2015 年 3 月撮影．
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夢食）の 2 回の調査，並びに，「コシヒカリ」を原
料に用いたフランスパン（以下，コシフラ）と「夢
あおば」を原料に用いたフランスパン（以下，夢フラ）
の消費者評価調査のいずれにおいても，それぞれの
パンの「おいしい」という回答は同数となった（第
5 表，第 6 表）．
　この結果を踏まえ，探索的な方法として，回答者
の属性やパンを食べる頻度，並びに来店頻度とのク
ロス集計を行い，カイ 2 乗検定を行った．その結果，
食パンと回答者属性などのクロス集計においては有
意差が確認できなかったが，フランスパンと年齢階
層の評価に有意な差が確認できたため，以下ではこ
の点を中心に取り上げる．
　フランスパンは，コシフラと夢フラにおいて，年
齢階層別に好みが分かれる結果となった（第 1 図）．
すなわち，30 歳代以下の若い世代には夢フラが好ま
れ（図中の赤），40～50 歳代と 60 歳代以上の世代に
はコシフラが好まれた（図中の緑）．
　この理由を，自由回答により得た（第 7 表）．第 7

「少し高い」の回答を年齢別にみると，1 回目では
60 歳代が最も多く，次いで 30 歳代が多い結果となっ
た（第 4 表）．
　これらのことから，来店者の傾向を整理するなら
ば，来店者の多くはほぼ毎日パンを食べる習慣があ
り，不定期ではあるが同店へのリピーターになって
いる．そして，食パンの価格の評価からは，「少し
高い」と感じている者が 4 割あるとはいえ，「適切」
と考える者も 4～6 割おり，不定期でも繰り返し来
店していることを踏まえるならば，来店者はこの店
舗の価格設定を概ね受容しているものと考えられ
る．

2　�「コシヒカリ」と「夢あおば」を原料に用いた食
パンとフランスパンの評価

　「コシヒカリ」を原料に用いた食パン（以下，コ
シ食）と「夢あおば」を原料に用いた食パン（以下，

回答数
（人）

構成比
（％）

回答数
（人）

構成比
（％）

10 0 0.0 1 2.9
30 2 3.9 0 0.0
50 1 2.0 0 0.0
60 4 7.8 1 2.9
70 1 2.0 0 0.0
計 8 15.7 2 5.9
30 1 2.0 0 0.0
60 2 3.9 1 2.9
70 1 2.0 0 0.0
計 4 7.8 1 2.9
10 1 2.0 0 0.0
20 0 0.0 3 8.8
30 4 7.8 6 17.6
40 7 13.7 4 11.8
50 6 11.8 2 5.9
60 13 25.5 4 11.8
70 2 3.9 5 14.7
計 33 64.7 24 70.6
20 1 2.0 0 0.0
30 1 2.0 2 5.9
40 2 3.9 0 0.0
50 2 3.9 1 2.9
60 0 0.0 3 8.8
70 0 0.0 1 2.9
計 6 11.8 7 20.6
合計 51 100.0 34 100.0

月に1回

不定期

初めて

週に1回

選択肢
年齢

（歳代）

1回目
（3月，休日）

2回目
（9月，平日）

注 1：アンケート結果より作成．
注 2： 選択肢を示していない年齢（歳代）がある理由は，

1 回目と 2 回目において回答がなかったからであ
る．

注 3：2 回目は，回答が無かった者が 1 名いる．

第 3 表　店舗への来店頻度

回答数
（人）

構成比
（％）

回答数
（人）

構成比
（％）

40 2 4.1 0 0.0
60 1 2.0 0 0.0
70 1 2.0 0 0.0
計 4 8.2 0 0.0
10 0 0.0 1 2.9
30 5 10.2 2 5.9
40 4 8.2 2 5.9
50 1 2.0 2 5.9
60 11 22.4 3 8.8
70 2 4.1 3 8.8
計 23 46.9 13 38.2
10 1 2.0 0 0.0
20 0 0.0 3 8.8
30 3 6.1 6 17.6
40 3 6.1 1 2.9
50 7 14.3 1 2.9
60 6 12.2 6 17.6
70 1 2.0 3 8.8
計 21 42.9 20 58.8
20 1 2.0 0 0.0
60 0 0.0 1 2.9
計 1 2.0 1 2.9

49 100.0 34 100.0

選択肢
年齢

（歳代）

1回目
（3月，休日）

2回目
（9月，平日）

高い

少し高い

適切

安い

合計

注 1：アンケート結果より作成．
注 2： 選択肢を示していない年齢（歳代）があり，また，「少

し安い」の選択肢を示していない理由は，1 回目と 2
回目において回答がなかったからである．

注 3： 1 回目・2 回目ともに，回答が無かった者が数名いる．

第 4 表　店舗における食パンの値段（380 円）の評価
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表より，夢フラが好まれた理由を回答者別にみると，
30 歳代以下では№ 2 や№ 3 がコシフラを「モチモチ
し過ぎ」「ネチャネチャしている」と評価している．
また，40～50 歳代の№ 6 によれば「B（コシフラ）
はもっちりしているが，フランスパンとしては A（夢
フラ）」と回答している．これらのことから，夢フ
ラはコシフラよりも，小麦のフランスパンに近い，
言うならば「サクサク」とした食感があると評価さ
れたものと考えられる．
　他方，コシフラが好まれた理由については，30 歳
代以下の№ 10 や 40～50 歳代の№ 11，そして，60
歳代以上の№ 14～19 のように，主に「もちもち」
した食感を評価する回答が多い．こちらは，米粉パ
ン本来の特徴とされる「もちもち」食感が評価され
たものといってよいであろう．

回答数
（人）

構成比
（％）

回答数
（人）

構成比
（％）

10 0 0.0 1 2.9
20 1 2.0 1 2.9
30 2 3.9 3 8.6
40 4 7.8 1 2.9
50 4 7.8 1 2.9
60 7 13.7 5 14.3
70 1 2.0 2 5.7
計 19 37.3 14 40.0
10 1 2.0 0 0.0
20 0 0.0 2 5.7
30 3 5.9 4 11.4
40 1 2.0 3 8.6
50 2 3.9 1 2.9
60 9 17.6 2 5.7
70 3 5.9 2 5.7
計 19 37.3 14 40.0
30 2 3.9 0 0.0
40 3 5.9 0 0.0
50 1 2.0 0 0.0
60 1 2.0 1 2.9
70 0 0.0 2 5.7
計 7 13.7 3 8.6
30 1 2.0 1 2.9
40 1 2.0 0 0.0
50 2 3.9 1 2.9
60 2 3.9 2 5.7
計 6 11.8 4 11.4

51 100 35 100

選択肢
年齢

（歳代）

1回目
（3月，休日）

2回目
（9月，平日）

夢食が
おいしい

コシ食が
おいしい

同じ

違うが，
決められない

合計

注 1：アンケート結果より作成．
注 2： 選択肢を示していない年齢（歳代）がある理由は，1 回目

と 2 回目において回答がなかったからである．

第 5 表　「コシヒカリ」と「夢あおば」の食パンの評価

回答数
（人）

構成比
（％）

20 3 8.6
30 4 11.4
40 1 2.9
50 1 2.9
60 1 2.9
70 2 5.7
計 12 34.3
30 1 2.9
40 3 8.6
50 1 2.9
60 5 14.3
70 2 5.7
計 12 34.3
10 1 2.9
30 2 5.7
60 3 8.6
70 2 5.7
計 8 22.9
30 1 2.9
50 1 2.9
60 1 2.9
計 3 8.6

35 100.0

同じ

違うが
決められない

合計

コシフラが
おいしい

選択肢
年齢

（歳代）

2回目
（9月，平日）

夢フラが
おいしい

注 1：アンケート結果より作成．
注 2： 選択肢を示していない年齢（歳代）が

ある理由は，1 回目と 2 回目において回
答がなかったからである．

第 6 表　 「コシヒカリ」と「夢あおば」
のフランスパンの評価

30歳代 60歳代

以上

40～50
歳代

第 1 図　年齢階層別にみたフランスパンの評価
注 1： 1（赤）夢フラがおいしい． 

2（緑）コシフラがおいしい． 
3（青）同じ． 
4（茶）決められない．

注 2： 年齢階層とフランスパンの評価の間のカイ二乗検定（尤度
比）の p 値は 0.0676（10％有意）である．

注 3：横軸のカテゴリーの横幅は，サンプル数に比例する．
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戦略」をとることになる．具体的な製品開発戦略と
しては，夢パンの評価が高い 30 歳代以下の若い人
たちをターゲットにして（第 1 図），平日に夢パン
を用いた商品を現店舗で販売することである（第 1
表）．他方，多角化戦略では，若者が立ち寄りやす
い場所への移動販売や新店舗開設などを行いなが
ら，サクサク食感が評価される夢パンを新規顧客に
販売していくことになる（第 6 表）．
　以上の新規アイテムを用いるとともに新規の顧客
ターゲットを想定した場合のマーケティング・ミッ
クスを整理したものが，第 9 表である．
　まず，製品については，今回の調査で明らかになっ
た夢パンのサクサクした食感を活かした商品となる
が，具体的にはフランスパンや，ハード系のパンを
用いた他のアイテム（サンドイッチなど）が考えら
れる．
　次に，夢パンの価格については，現店舗の価格を
受け入れているリピーターに対しては，現店舗と同
じ価格での販売が期待できよう．そうすることで，

Ⅳ　考　　　察

1　�消費者評価を踏まえた顧客ターゲティングと
マーケティング・ミックスの策定

　以上の消費者評価の結果を踏まえ，以下では，新
たなマーケティング戦略におけるターゲット顧客を
検討する．ここでは，アンゾフの戦略マトリックス 12）

を用いて考察を進めて行く（第 8 表）．
　まず既存のアイテムを用いた戦略としては，現在

「コシヒカリ」を原料に用いた米粉パン（以下，コ
シパン）を販売している店舗では，コシパンを既存
の顧客に販売する「市場浸透戦略」か，イベントな
どへの出店により既存のコシパンを新規顧客に認知
してもらう「市場開拓戦略」を採用することになる．
他方，今後，新規アイテムとして，「夢あおば」を
原料に用いた米粉パン（以下，夢パン）を導入する
とするならば，既存顧客をターゲットにする「製品
開発戦略」と新規顧客をターゲットにする「多角化

選択肢
年齢

（歳代）
No. 理由（自由記述）

1 Aのほうが食べやすい

2 Bのあと口が少し気になるものがあったから．モチモチし
すぎていたから．

3 Bのほうは，白い部分がネチャネチャしていて好きではない．A
は，ミミが香ばしい．

4 もちもち感が好み
5 少し甘い

40～50 6 Bはもっちりしているが，フランスパンとしてはＡ

7 Bは少しねばっこい
8 においが私にあっていて，おいしい．
9 後味にクセが残らない

30以下 10 Bのほうがもちもちしている

11 Bのほうがもっちりしていて，Aは少しぱさつきがあるよ
う

12 Aはくさみがある
13 米粉の味が強い（後味）
14 Aは塩味を強く感じた．皮が柔らかい．
15 しっとりしているから
16 ねばりがある
17 もっちり感が強い
18 やわらかい
19 塩味でもっちり
20 食べやすい

30以下 21 どちらももっちり感がある
22 しっとり感がある
23 何を食べてもおいしい

30以下 24 どちらも普通

60以上 25 舌触りが同じようでおいしいけど，決められなかった

60以上

違うが，
決められない

30以下

60以上

A
（夢フラ）
がおいしい

B
（コシフラ）
がおいしい

40～50

同じ

60以上

注 1：アンケート結果より作成．
注 2：フランスパンの評価において重要なキーワードは，下線付きの太字で表記している．

第 7 表　フランスパンの評価の理由
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舗運営に関する各種のランニングコストに留意する
必要がある．
　販路・チャネルについては，新アイテムを既存顧
客に販売する場合は現店舗を利用できる．他方，新
規顧客へ販売するためには，移動販売や新店舗を開
設することが必要になる．その場所としては，若者
が集まる近隣の教育機関（大学や高校等）付近，あ
るいはそれらの最寄り駅付近等が考えられよう．ま
た，物理的な制約が弱いインターネットを介した販
売なども販路開拓方策の一つとなろう．
　最後に，夢パンの販売促進については，「米粉パ
ンにもかかわらず，サクサク食感」といった点をア
ピールするポップやチラシなどの広報媒体を作り，
一般に「もちもちした食感」が定着しつつある他の
米粉パンとの差別化を図ることが考えられる．ただ
し，原料米の品種表示については，次のような注意
を要する．それは，「夢あおば」という原料米の品
種名に対して青い葉＝牧草というイメージを持つ消
費者にとっては，青臭さのような負のイメージを連
想させるかもしれない点である．反対に，「コシヒ
カリ」という有名品種が米粉パンの原料になってい
ることをアピールすることは，ブランド力を発揮し
顧客に安心感を与える効果を持つことも考えられ
る．ただし，他社との差別化を図ろうとする際，原
料米粉の品種が「コシヒカリ」であることが差別化
要因としてどれほど寄与するのか，さらにいえば，
そもそも米粉パンの販売促進活動において原料米の
情報を消費者に与えることがどれほど価値訴求力を
向上，あるいは減退させるかについては，さらなる
実証的な検討が必要といえよう．

多収米によって原料コストが下がった分の利益増を
見込むことができる（革新的技術緊急展開事業にお
ける試験では，同地域の「夢あおば」の収量として
731～778kg/10a を達成している）．しかし，夢パン
の新規顧客のターゲットとして想定できる 30 歳代
以下の若者層においては，第 4 表で確認したように
米粉パンの価格について「少し高い」と評価する顧
客が一定数存在することを踏まえると，手に取りや
すい水準の販売単価に抑えることも検討の余地があ
ろう．そのための具体的な方策としては，「夢あおば」
を原料粉に用いた低価格アイテムの開発や，ポイン
トカード制による値引き，あるいは会員制による安
価での購入機会の提供，学生割引の導入などが考え
られる．なお，価格設定においては，次に述べる新
たな販売チャネルとの関係で，移動販売や新店舗の
開設費にかかる手数料や地代などの固定費並びに店

・「夢あおば」のサクサク食感を活かした
フランスパンやハード系パンを用いたサ
ンドイッチなど．
・「夢あおば」を原料粉に用いた安価なパ
ンアイテムの開発．

・リピーターに対しては，現店舗と同じ価
格を設定しても多収米による原料コスト
低減効果による利益増が期待できる．
・新規顧客向けの割引サービスとして，ポ
イントカードや会員制，学生割引などの
サービスを導入．

・若者が集まる場所への出店．例えば，
大学や高校，並びにそれらの最寄り駅へ
の移動販売もしくは新店舗開設．
・インターネット販売など.

「米粉パンだけどサクサク食感」といった
コンセプトをアピールするポップやノボリ
などの広報媒体を作成・配布．

製品
（Productｓ）

価格
（Price)

顧客・販路
（Place)

販売促進
（Promotion)

注：第 2 表～第 7 表，並びに第 1 図を踏まえて作成．

第 9 表　 多収米「夢あおば」を原料に用いた米粉パ
ンのマーケティング・ミックス（4P）

既存（リピーター） 新規（潜在）

市　場　浸　透 市　場　開　拓

・既存顧客の顧客満足の維持・
向上

・コシパンを用いたリピーター以
外の顧客層への販売促進（広域広
告など）

製　品　開　発 多　角　化

・平日に，30歳代をターゲット
にした夢パンを作成・販売
・原料米粉の調達コストの低下

・若者が立ち寄りやすい場所への
移動販売や新店舗開設と，夢パン
の特性を活かした新商品開発
・原料米粉の調達コストの低下

ターゲット（顧客）

ア
イ
テ
ム

商
品

既存
コシパン

新規
夢パン

注： コシパンは「コシヒカリ」を原料にした米粉パン，夢パンは「夢あおば」を
原料にした米粉パンの略称である．

第 8 表　米粉パンの戦略マトリックス
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要があるのかと問われるかもしれない．この問いへ
の期待される解として，米粉は小麦アレルギーの原
因物質であるグルテンを含まないことがグルテンフ
リー食品を求める消費者や実需者への有力な訴求点
となることが挙げられよう 10）．
　なお，残された課題としては，策定したマーケティ
ング・ミックス（4P）の実効性を検証して修正すべ
き点のフィードバックを図ること，並びに，店舗に
おける米粉パンのアイテムカテゴリー別の分析を行
いアイテム別の適正原料米粉を検討すること，さら
に，どういった消費者において米粉パンの購入頻度
が高まると小麦粉パンの頻度が下がるのかといった
代替あるいは補完関係についての消費者行動分析な
どが挙げられよう．これらについては，今後の課題
としたい．

Ⅴ　摘　　　要

　本稿では，多収米である「夢あおば」と標準収量
米の「コシヒカリ」の味に関する消費者評価の比較
を行った．その結果，フランスパンの評価に違いが
みられ，若者は「夢あおば」を原料に用いたフラン
スパンを好む傾向が確認された．この点を踏まえ，

「夢あおば」を原料に用いた米粉パンの顧客ターゲッ
トを設定するとともに，具体的な販売戦術となる
マーケティング・ミックスを策定した．原料米粉の
相違によって米粉パンの消費者評価が異なる場合
は，消費者が評価する米粉パンの特性を生かした
マーケティングを行うことが重要になると考えられ
た．
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ター上席研究員の室岡順一氏に多大なご協力をいた
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2　総括と今後の課題
　本研究では，多収米と標準収量米を原料に用いた
米粉パンの味を比較する消費者アンケートを実施し
た．フランスパンに対する評価結果から，米粉パン
らしいもちもち食感を求める消費者ニーズと，米粉
パンであっても小麦粉パンのようなサクサク食感を
求める消費者ニーズが存在することが確認された．
このことは，米粉パンという大きな括りで考えるの
ではなく，食パン，フランスパン，菓子パン，総菜
パンなどのアイテムカテゴリーによって，もちもち
食感といった米粉パンらしさを強調したほうがよい
ものと，そうではなく米粉であっても小麦粉パンに
近づけたほうが消費者の評価が高くなる場合がある
ことを示唆している．
　したがって，多様な消費者ニーズに細かく対応す
る米粉パンのマーケティング戦略を策定するために
は，本来であればパンのアイテムカテゴリー別に適
した原料品種の米粉を使用することが望ましいとい
えよう．しかし，これはそれほど簡単なことではな
い．米粉パン製造の現場ベースで考えた場合，商品
アイテム別に原料粉を変えることは，粉が混ざらな
いようにするための製パン設備の問題や人員労力を
必要とするなど，実務上，現実的ではない．そのため，
店舗単位において米粉パンの原料米は統一せざるを
えない．したがって，米粉パンの原料米粉にどの品
種を採用するかは，店舗の経営方針を左右する重要
な経営意思決定問題の一つとなる．その際には，当
該米粉パン店舗がいかなるコンセプトを掲げて顧客
ターゲットを設定しているか，店舗を代表するメイ
ンアイテムを何にするか，また，他社といかなる方
法で差別化を図るかといったマーケティング視点へ
の留意が重要になる．
　さらに，この点は，パンに限らず，他の米粉加工
品（菓子・料理，麺など）の利用拡大に向けても重
要な示唆を与えるものと考える．すなわち，他の米
粉加工製品においても，消費者に訴求する価値とし
て，小麦粉には無い米粉特有の米粉らしさを強調す
る場合と，米粉製品であるにもかかわらず小麦粉製
品との高い代替可能性があることを訴求する戦略が
考えられるのである．しかし，後者の戦略を採用す
る場合の留意点として，味や食感が小麦粉製品と類
似するのであれば，そもそも米粉を原料に用いる必
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Ⅰ　緒　　　言

　近年のトマト作における加工事業には，農家や農
業生産法人などの生産者が大手加工業者と契約栽培
し原材料のみを供給する形態や出荷農家の規格外ト
マトの利用を目的に JA が主体となって加工施設を
導入し，加工・販売を担う形態が主なものとしてあ
げられる．一方で，生産者自身が加工・販売事業を
展開する事例も散見されるようになってきている．
6 次産業化や農商工連携が課題となっているなかで，
今後も加工・販売事業への取り組みは増加すること
が考えられる．しかし，生産者が加工・販売に取り
組む際には，加工用の機械や施設の導入費用の負担，
加工技術の取得と商品化，市場や販路の開拓といっ
た点で，農業生産者としては経験のない様々なビジ
ネスの問題に直面することが予想される．
　生産者の加工・販売事業に関する研究には多くの
蓄積があり，主に生産者による経営の多角化や農村
の地域活性化，農業の高付加価値化などの事例を分
析したものがあげられる．近年では農業の 6 次産業
化や農商工連携の観点からの分析も見られ 1）2），こ
れらは競争優位の源泉を事業体の価値活動の連結関

係から探る「バリューチェーン」の分析枠組みを用
いている 3）．このバリューチェーン分析における価
値活動の構築方法の部分を深化させたものがビジネ
スモデルの概念による分析であると捉えることがで
きるが，生産者の加工・販売事業を分析した事例は
見られない注）．
　そこで，本稿ではトマト生産者の加工・販売の取
り組みの実態を明らかにし，加工・販売事業におけ
る戦略や今後の課題をビジネスモデルの概念を援用
しながら検討する．主に中山間地域においてトマト
の加工・販売を展開する事例を対象に調査を行い，
うち 6 つの先進的な事例の加工・販売における取り
組み実態を類型化し，問題点や対策を整理する．さ
らにビジネスモデルの概念として，顧客価値創造，
利益創出方法，利益実現のプロセスといった 3 つの
構成要素を用いて加工・販売事業への取り組みを再
整理し，加工販売事業における戦略や今後の課題に
ついて検討する．

Ⅱ　材料と方法

1　調査対象
　生産者がトマトを加工・販売する取り組みをみる
と，①生産者が大手加工業者と契約栽培し原材料の
みを供給する，②出荷農家の規格外トマトの利用を
目的に JA が加工施設を導入し加工販売を担う，③
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え方は，利益を重視するビジネスのあり方に注目す
るもので，「儲かる仕組み」「価値創造のための組織
のコア・ロジック」などと定義される．第二の考え
方は，顧客価値と利益をつなぐ仕組みに注目するも
ので，「価値創造実現のためにどう動くのかを語る
ストーリー」「アイデアやテクノロジーを経済的な
結果に結びつけるための枠組み」「誰に，何を，ど
のように提供するのかに関する意思決定」と定義さ
れている．第三の考え方は，利益の収穫方法に着目
したビジネスの仕組みに注目するもので，「顧客の
選択，価値の収穫，差別化，事業領域といった戦略
次元を決定すること」と定義されている．
　本稿では，これらの考え方に準拠して構築された
川上 5）の「顧客に満足を与えながら，利益を生むた
めに調整された仕組み」という定義を用いる．川上
はビジネスを構成する要素を「顧客価値の創造」「利
益創出方法」「顧客価値と利益を実現するプロセス
の構築」の 3 つとし，更にビジネスを構成する 3 つ
の要素はそれぞれビジネスに必要な Who-What-How

（①誰に，②何を，③どのように）という項目によっ
て細分化されるとしている．この分析の枠組みに基
づき，各事例の加工・販売事業の取り組みについて，
ビジネスモデルの 3 つの構成要素とビジネスに必要
な 3 つの項目の組み合わせで再整理し，その経営行
動を評価する．

Ⅲ　結　　　果

1　各事例における経営概況
　各事例の経営概況は以下の通りになる（第 2 表）．
1）生食用トマトの出荷先・販売先
　生食用トマトの出荷先・販売先によるタイプ分け

生産者自身が加工施設を導入し加工販売も行う，④
生産者が加工もしくは販売を外部に委託する，と
いった事例があげられる．
　さらに，③の事例は加工と販売を同一の経営体が
担う「自社一貫型」と加工や販売のための任意組織
や法人を設立する「組織分離型」に，また④は加工
のみを委託する「加工委託型」，販売のみを委託す
る「販売委託型」，加工と販売の両方を委託する「加
工・販売委託型」に分類されると考えられる．ただし，
この加工・販売委託型は大手へ原材のみを供給する
①とは異なり，単に農産物の生産のみを行うのでは
なく，商品コンセプトの企画発案，商品開発，商品
単価，市場のセグメントなど加工や販売に関する方
針や意思決定にも積極的に参加するもので，特に生
産，加工，販売の担い手がそれぞれ異なる場合は「農
商工連携」に該当する（第 1 表）．
　本稿では，このうち生産者が加工品開発や販売価
格，取引内容などの加工や販売の段階における意思
決定に参画できる，または影響を及ぼすことのでき
る③と④の事例を対象とする．

2　分析方法
　まず，各事例における経営概況を整理し，加工・
販売の取り組み実態等について明らかにする．次に
加工・販売事業の展開における問題点とその対応を
明らかにする．最後に加工・販売という農業経営体
にとっては他分野の事業（ビジネス）に取り組む際
の課題をビジネスモデルの概念を用いて再整理し，
事業における戦略や行動を評価する．本稿で援用す
るビジネスモデルの概念は以下のようになる．
　ビジネスモデルの概念には様々な定義があり，川
上 4）によると三つの考え方に分類される．第一の考

加工･販売の形態
自社で

加工･販売
加工･販売の

組織化・法人化
加工のみ委託 販売のみ委託

加工・販売の
委託

原料生産 ○ △ ○ ○ ○

加工 ○ ○ 委託 ○ 委託

販売 ○ ○ ○ 委託 委託

該当事例 Ａ経営 Ｂ経営，Ｃ経営 Ｄ経営，Ｅ経営 該当無し Ｆ経営

類型の略称 一貫型 組織分離型 加工委託型 販売委託型
加工販売委託型
(農商工間連携)

第 1 表　トマト生産者における加工・販売事業の類型
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菜
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用
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加
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者
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工
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託
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者
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菜
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販
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会
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セ
ミ
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イ
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商
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お
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青
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と
加
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の
位
置

づ
け

売
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は
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果
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る
が
，
加

工
品

を
出

荷
す

る
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消

費
者

へ
の
イ
メ
ー

ジ
ア
ッ
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と
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売
先
に
対
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え
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商
品

力
で
の
取
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関

係
の
強

化

売
上

の
主

力
は

青
果

物
で
過

不
足

を
加

工
で
調

整
す

る
．
加

工
品

は
知

名
度

向
上
の
戦

略
の
一
環

で
あ
り
，
全
生

産
量

の
１
割

程
度

に
留

め
る
．

青
果

物
が
主

体
で
あ
り
，
加

工
品

販
売
は

販
売

量
よ
り
知
名

度
や

ト
マ
ト
の
品

質
の
良

さ
を
市

場
や

消
費
者

に
浸

透
さ
せ

，
経
営

全
体

の
ブ
ラ
ン
ド
力
を
向

上
さ
せ

る
こ
と
が
目
的

と
し
て
い
る
．

市
場

や
顧
客

の
開

拓
カ
タ
ロ
グ
販

売
会
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：
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0
％
，
そ
の
他
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ー
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，
卸

売
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0
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．
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食

用
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．

卸
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％
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協
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売
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％
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直
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配
)：

2
0
％
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お

り
，
生

食
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古

く
か
ら
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取

引
先

や
販

売
ル
ー
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活
用

す
る
と
と
も
に
，
独
自

の
販

路
も
開

拓
し
て
い
る
．

販
売

会
社

へ
の
委

託
が
中

心
だ
が
，
市

場
や

顧
客
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設
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．
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農
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３
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独
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顧
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い
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無
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化
学
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す
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個
人
客

を
タ
ー

ゲ
ッ
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い
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業
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．
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技
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の
安
定
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加
工
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ト
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渡
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マ
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荷
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方
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あ
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量
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用
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．
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を加工に利用する場合はその原料価格を生食用トマ
トの出荷価格と同水準程度に設定して計上するよう
に工夫している．また，そのためには高付加価値商
品の開発，販売が必要となってくる．
6）市場や顧客の開拓
　生食用トマトの全量もしくは多くを JA に出荷し
ている事例では，加工品の市場や顧客を独自に新規
開拓している．生食用トマトを JA 出荷に頼らない
経営では，既存の販売先のつてや顧客開拓のノウハ
ウを活用しながら，独自の販売ルートを開拓してい
る．
7）加工品の販売戦略
　無塩・無添加による大手メーカーとの差別化，自
社や産地の生食用トマトの市場での優位性（減農
薬・減化学肥料での栽培，有機 JAS 等，特別な栽培
法）を間接的に利用しながら，加工品の差別化を図っ
ている．また，組織分離型以外の経営ではサイズや
糖度による製品の多様化，高品質化によって，より
多くの顧客のニーズに応えることを意識している．

2　加工・販売事業の展開における問題点と対応
　各事例の調査から生産者が加工・販売事業を展開
するうえで，直面する問題点とその対応策を整理す
ると以下のようになる（第 3 表）．
1）初期導入費用の負担
　まず，加工用機械や施設を導入するための費用の
負担と資金調達の問題があげられる．対応策として
は，6 次産業化や農商工連携に対する補助金や農業
施設に対する支援制度等の利用，施設や機械自体の
導入は自治体や公的機関が行い，それを借り受ける
という方法がとられている事例も見られた．また，
加工・販売事業の規模が小さい場合は，加工を加工
専門業者に委託する手段もある．事業展開初期は，
加工委託により導入費用を抑え，販路確保に注力し，
販売量拡大が期待できると判断された時点で加工施
設や機械を導入しようとする事例も見られた．
2）加工技術の取得と商品化の実現
　次に加工技術の取得と商品化に一定期間を要する
ことである．対応策としては，加工機械販売メーカー
による技術指導，先進事例の視察があげられるが，
その他に保健衛生対応に関しては行政や農業改良普
及センターなどの関係機関による支援も重要とな

をすると，全量を JA（農協）へ系統出荷するもの（B
経営，C 経営），JA への系統出荷を基本としながら
も一部を卸売業者へ販売するもの（A経営），JA 出
荷はほとんど行なわず，卸売業者や小売業への直接
販売するもの（D 経営，E 経営，F 経営）に分類さ
れる．
2）加工・販売の取組形態
　Ⅱで説明した加工・販売の取組形態の分類方法に
よると，各事例の加工・販売の取組形態は，A 経営
が加工と販売を同一の経営体が担う「自社一貫型」，
B 経営と C 経営は加工や販売のための任意組織や法
人を設立する「組織分離型」，D 経営と E 経営は加
工のみを委託する「加工委託型」，F 経営は加工と
販売の両方を委託する「農商工連携型」に分類され
る．
3）加工・販売に取り組んだ要因
　全ての事例に共通する取り組み要因としては，生
食用トマトの規格外品の有効利用があげられてい
る．また，生食用トマトのブランド強化，市場での
通年販売確保による影響力強化など，生食用トマト
の市場での評価を補完する役割を期待している事例
が多く見られる．
4）加工品の内容
　6 事例のうち 5 事例ではトマトジュースが商品の
主力を占め，1 事例ではセミドライトマトが主力と
なっている．その他にケチャップ，ゼリー，ジャム
なども商品化しており，複数の商品を加工・販売す
ることが多い．また，トマトジュースのみにおいて
も異なる品質の商品を開発したり，サイズの異なる
商品を販売することで商品の多様化を行っている．
5）原料用トマトの確保先と引取価格
　B 経営や C 経営の原料用トマトの確保先は構成農
家や所属するトマト部会からの規格外トマトのみを
利用している．両事例ともに原料用トマトの引取価
格は安く設定されており，規格内トマトの引き取り
価格の 1 割程度となっている．自社内のみで原料用
トマトを確保する A 経営などでは，加工品の販売量
が拡大するにつれて，規格外品のみでは原材料が不
足するようになるため，規格内トマトの一部を加工
の原料用に回さざるを得ないようになっている．ほ
とんどの事例では生食用トマトの生産が主であり，
加工品の販売は副であることから，規格内のトマト
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B 経営では，不足時に備えて部会外の周辺の農家と
も契約しているほか，他の部会からも調達するよう
になっている．自社で加工・販売している A 経営な
どでは，もともとの加工量の規模が大きくなかった
こともあり，不作時には加工品の生産量・販売量を
縮小する形で対応するように販売先と契約を交わし
ている．
5）労働力の確保
　第五にトマトの収穫・出荷期間と加工品の製造期
間の競合による労働力確保の問題があげられる．ト
マトの加工・販売事業を展開するような生産者はあ
る程度の経営規模を有しており，収穫・出荷期には
雇用労働を利用していることが多いが，加工事業の
繁忙期が重なるため，新たな雇用を必要とする場合
が多い．自社で加工・販売を行う経営（A 経営など）
では，生食用トマトの規模を拡大しながら，その余
剰労働を加工に利用する形態から始めたが，現在で
は生食部門と加工部門で雇用を分けている．地域内
での季節雇用の確保が困難である場合は通年での雇
用を行うなどの工夫が必要となるが，C 経営のよう
に労働費の負担が経営を圧迫するようなケースも見
られる．
6）市場設定と差別化
　第六にターゲットとする市場の設定とそこで競合

る．また，加工技術に関しては加工業者に，商品化
に関しては小売業者などに委託するケースもある．
3）適正生産量の確保
　第三に適正生産量（規模）の確保とそれに応じた
販売量の実現が必要となることである．どのような
業種においても，利益を獲得するためには売上高が
総費用（加工用機械や施設などの導入費や人件費な
どの固定費と原材料費や燃料費などの変動費の合
計）より大きくなる販売量を達成する必要がある．
そのため，事業の計画段階で初期導入費用やランニ
ングコストといった費用計算，販売量（市場での需
要）の予測などが必須となる．事例における対応策
では，多くの場合に事業計画書を作成して，売上高
や総費用の試算は行っているが，需要の測定につい
ては厳密に行っておらず，イベントなどでの試作品
の販売で消費者の反応を探るという段階に留まって
いるケースが多い．
4）原料過不足の調整
　第四に原料の過不足時における生食用と加工用の
調整方法が問題としてあげられる．B 経営や C 経営
では，所属するトマト部会からの規格外品を原料と
して利用しており，部会での豊作や不作の影響が大
きい．原則的には，豊作時は瓶詰前のジュース状態
での冷凍保存，不作時は冷凍ジュースの利用となる．

加工･販売の形態 自社で加工･販売 加工販売の委託

営経Ｆ営経Ｅ営経Ｄ営経Ｃ営経Ｂ営経Ａ名例事

取組年数（H25年現在） 10年目 17年目 3年目 16年目 21年目 3年目

初期導入費用の負担 自己負担 補助金利用 自己負担 必要なし 必要なし 必要なし

加工技術の取得と商品化にか
かる期間

支援機関での試作，
２年

支援機関での試
作，２年

普及センターや先
進事例，３年

必要なし（試作１
年）

必要なし（試作１
年）

共同開発，６年

適正生産量の確保とそれに応
じた販売の実現

原料調達量に応じた
施設導入であった
が，徐々に販路を拡
大させ，加工量を漸
増

加工施設を導入す
るにあたって安定
的な販路を確保
し，加工量を漸増

原料引取量に応じ
た施設導入だが，
販路開拓が実現で
きていない

自社規模と投資額
から委託を選択．
販路を徐々に拡大

加工取組みが古
く，小規模→委託を
選択．生食用の販
路を活用．

規模から中小企業
同士での連携を選
択

生食用と加工用の原料調整
（過不足時対応）

自社内対応．加工用
の調整

外部(ＪＡや周辺農
家)で調整

ＪＡ原料に規定(調
整不可)

自社内対応．生食
用を調整

自社内対応．加工
用の調整

自社内対応．生食
用を調整

トマト収穫期と加工期間の競
合と労働力確保

トマト栽培部門との調
整

加工専任；季節雇
用

加工専任：通年雇
用

トマト以外の部門か
ら：加工専任

トマト以外の栽培部
門から

トマト以外の栽培部
門から

市場の設定と商品差別化
地域内が主体
原料の厳選，商標登
録

大都市の生協６
割，地域４割．
無塩･無添加による
差別化

地域内が主体
無塩･無添加による
差別化

地域内８割，大都
市２割
有機ＪＡＳによる栽
培

地域内６割，その
他４割
無農薬･無化学肥
料栽培

地域内，大都市(割
合不明)
フルーツトマトで高
級商品

販路確保・開拓の困難性
行政主催の商談会
活用．販促等による
直売客開拓．

近隣企業の紹介に
よる安定的な販路
へ安値で

行政主催の商談会
活用．直接営業．
販促活動

生食用トマトの販路
活用

生食用トマトの販路
活用

販売会社への委
託．自社は近隣直
売所を開拓．

加工･販売の組織化・法人化 加工のみ委託

第 3 表　加工・販売事業における問題点と対応
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実現するプロセスの構築」）とビジネスに必要な 3
つの項目（誰に，何を，どのように）の組み合わせ
で再整理すると以下のようになる（第 4 表）．
1）顧客価値の創造
　顧客価値創造における「誰に」の項目は具体的な
顧客の設定を意味する．各事例では，原料素材にこ
だわる消費者，味にこだわる消費者が該当する．事
例によっては，これに地域内の市場（消費者）とい
うセグメントが加わることになる．
　「何を」の項目は上記の「誰に」で設定した顧客
に対して提供する商品やサービスの具体的な内容が
あてはまる．事例では，無塩・無添加による差別化
商品，高糖度や濃厚さ等を特徴とする高品質商品，
希少性・オリジナリティの高い商品の提供といった
内容が該当する．
　「どのように」の項目は，上記で設定した顧客や
商品についての売り方を意味する．既存の類似商品
やサービスとの違いをどのように表現するかという
ことである．各事例では，糖度差や品種，サイズに
よる商品の多様化，贈答用商品の設定（包装・化粧
箱），商品価値を訴求するラベルやデザインの開発
といった商品への工夫が該当する．また，商品その
ものへの直接的な工夫ではないが，原料となるトマ
トの栽培時における農薬・化学肥料の削減や無農
薬・無化学肥料栽培による有機 JAS の取得，独自の
土作りや肥培管理による栽培方法の確立なども該当
すると考えられる．
2）利益創出方法
　利益創出方法とは利益を生み出すための具体的な
方法の内容であり，ビジネスに必要な要素で捉える
と「誰」から儲けるのか，「何」で儲けるのか，「ど
のような」手段や時間軸で儲けるのか，に細分化さ
れる．
　通常，利益創出方法の「誰」からと「何」での項
目は上記の顧客価値創造のそれと同じ内容になるこ
とが多いが，フリーペーパーのように直接の消費者

（読者）と利益を生み出す先（広告主）が異なる形
態もある．事例においては，A 経営や F 経営のよう
に加工品に対してはそこから得られる利益よりも販
売先や市場での話題性を通じて生食用トマトの評価
やブランド力を強化する役割を評価しているケース
が該当する．この場合は宣伝効果や相乗効果を期待

する既存製品との差別化の問題があげられる．トマ
トの加工品の多くは大手メーカーによって既に様々
な商品が開発・販売されており，特にトマトジュー
スにおいては市場規模が最も大きく，製品間の競争
も激しい．そのため，市場において後発組となる農
業生産者によるトマトジュースの多くは大手メー
カーとは異なる消費者層をターゲットとして，無
塩・無添加の製品や有機栽培・無農薬栽培といった
栽培方法にこだわった原料トマトによる製品を加
工・販売する事例が多く見られる．しかし，大手メー
カーでも無塩・無添加のトマトジュースを開発・販
売するようになってきているため，さらなる差別化
や自社ブランドの構築と強化，地域内の市場をター
ゲットにすることで棲み分けを行うことなどの対応
が求められている．
7）販路開拓方法
　最後に加工品の販路開拓や販路確保の困難性があ
げられる．トマト生産者の多くは地域のトマト生産
部会に所属し，JA への系統出荷を行っているため，
独自に販路を開拓する手段や販路を拡大・確保する
ための販促活動などを展開するノウハウを持ってい
ない．所属する JA の出荷先や販売先などを利用で
きれば良いが，生鮮品と加工品のバイヤーが異なる
ことが多く，新規に交渉する必要がある．
　生食用トマトの販売を独自に展開しているような
農業生産法人では，その販売先が比較的小規模の場
合は加工品の販路としても活用できることもある
が，大規模な卸売業者や小売業の場合は上述のよう
に加工品の販路を開拓・確保するために新規の交渉
が必要となることが多い．販路開拓や販促活動の一
定のノウハウは有しているものの，新規の交渉は容
易ではない．そのため，多くの事例において，行政
や商工会，地元の銀行などが主催する商談会やイベ
ント等の活用，自治体による直接販促活動や取引業
者等による販路紹介などが重視されている．

3　�ビジネスモデルの概念による加工・販売事業の
取り組みの評価

　第 3 表の加工・販売事業における問題点と対応を
踏まえたうえで，各事例の加工・販売事業の取り組
みについて，ビジネスモデルの 3 つの構成要素（「顧
客価値の創造」「利益創出方法」「顧客価値と利益を
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からの低金利借入金などの利用による加工施設・機
械の導入の負担軽減，自治体や商工会議所，銀行な
ど関係機関が主催する商談会やイベントの活用，取
引業者による販路紹介，自治体や普及センターなど
公的機関の支援による技術取得といった形で行われ
ている．
　強みは「何か」の項目も「どのように」の項目と
密接につながっている．事例では，原料用トマトの
安価・安定的な仕入れ，自社で販売する生食用トマ
トの販路活用，生食用トマトの知名度やブランドの
活用，他業種との連携による商品開発や情報発信に
おける強みなどが該当する．

Ⅳ　考　　　察

　第 4 表における各事例の対応を評価すると，ある
程度の収益を実現している A 経営などでは 3 つの構
成要素について対応している項目が多く，特に顧客
価値創造の項目が充実していることが解る．逆に赤
字経営の C 経営では対応項目が他と比較すると相対
的に少なく，◎印もないなど余り充実していないこ
とが解る．今後，C 経営では顧客価値創造における
項目に該当する対応を充実化させることで，消費者
や小売りに対する訴求力の強い商品づくりを図ると
ともに，利益実現のプロセスにおける販路開拓や販
促活動，ブランド力強化でのパートナー作りを強化
することが求められていると言える．
　以上のように本稿ではトマト生産者の加工・販売
の取り組みについて，ビジネスモデルの概念を用い
て分析を行った．ビジネスモデルの 3 つの構成要素
とビジネスに必要な Who-What-How（誰に，何を，
どのように）という項目の組み合わせによって事例
を評価することで，事例における強みと弱み，課題
をより実践的に整理することが可能となったと思わ
れる．
　ただし，以上の分析は経営主や評価者による定性
的な評価が主体となっており，客観的な評価として
は事例毎の収益性データを定量的に分析したうえで
事例が対応する項目の充実性と収益性の関係につい
て検討しなければならないが，財務諸表等の数値
データを入手するのが難しく，また入手できても公
開許可を得ることができたのは一部の事例のみで

しており，利益は加工品からのものではなく，生食
用トマトの売上増から得ていると捉えることができ
る．また，販売量の多い売れ筋商品と販売量は少な
いが話題となる高級商品などで商品を多様化する
ケースも該当する．そのほかに百貨店やお土産屋で
販売する価格と直売所や通販などの直販で価格差を
設定するケースも，異なる顧客（同じ商品に高い対
価を支払ってもよいと考える顧客）からより多くの
利益を獲得しており，これに該当すると考えられる．
　「どのように」の項目については，多くの場合は
消費者が購入する時点において商品単独で利益を獲
得することになるが，上記の生食用トマトへの相乗
効果を期待するケースや商品の多様化と利益の出る
商品の設定を行うケース，出荷先・販売先に応じた
価格設定を行うケースなどの場合は消費者が商品を
購入した時点での利益獲得ではなく，購入時間軸の
異なる複数商品の組み合わせによる利益獲得手法と
なっている．
3）顧客価値と利益を実現するプロセスの構築
　利益実現のプロセスは，顧客価値創造や利益創出
方法において設定した項目に対する実行段階での進
め方であり，ビジネスに必要な要素で捉えると「ど
のような」手順や段階・工程で，「誰と」組むのか，
そのときの強みは「何か」に細分化される．
　「どのような」手順や段階・工程の項目は，通常
は経営体の事業展開や経営行動のタイプによって決
定される．例えば，自社一貫型の A 経営では原料生
産から加工・販売まで全工程，組織分離型の B 経営
や C 経営では加工から最終消費者に販売するまでの
活動，加工委託型の D 経営や E 経営では原料生産
と販売の工程，農商工連携型の F 経営では原料（も
しくは一次加工品）を加工業者へ引き渡すまで工程
が該当する．そして，販売事業を展開する場合は，
その工程での営業活動，各種メディアや自社のホー
ムページなどによる販促活動など利益を実現するた
めの経営行動が必要となる．
　「誰と」組むか（パートナー）の項目も同様に経
営体の事業展開や経営行動のタイプによって決定さ
れる．また，ここでの「誰と」については「どのよ
うに」の項目と密接につながっている．例えば，加
工委託先や販売委託先など取引先との連携による商
品企画開発，自治体による導入補助事業や関係機関
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他部門との調整や季節雇用の利用，⑥品質にこだわ
る消費者や地域内を市場として差別化を図る（栽培
法による差別化，商品の高級化，ブランド構築），
⑦商談会やイベントなどの活用や販促活動，生食用
トマトの販路活用などの対応が取られている．
　ビジネスモデルの 3 つの構成要素である顧客価値
創造，利益創出方法，利益実現のプロセスは，それ
ぞれ Who-What-How（誰に，何を，どうように）と
いう軸によって細分化されるが，事例における問題
点と対応について，このビジネスモデルの構成要素
で再整理し，その内容を検討すると，高い収益性を
あげている事例では 3 つの構成要素について対応し
ている項目が多く，特に顧客価値創造の項目が充実
していることなどが認められた．

　注）本稿は農研機構の第 3 期中期計画の中課題「地
域農業を革新する 6 次産業化ビジネスモデルの構
築」（2011 年～2015 年）の実施課題の成果をまとめ
たものであるが，このビジネスモデルプロジェクト
が開始した時点では先行事例は見当たらなかった．
なお，当該プロジェクトでは大規模水田作，大規模
畑作，集落営農，カンキツ，トマトを対象にした加
工・販売事業のビジネスモデル分析を実施すること
となった．
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あったことなどから実現しなかった．また，加工・
販売の形態の類型化を行い，類型毎の問題点と対応，
ビジネスモデルで概念での評価を行ったが，上記の
分析では類型毎の強みや弱みといった特徴付けを行
うまでには至らなかった．
　今後はこれらの点を踏まえ，経営管理や収益性な
どに問題を抱える事例や加工・販売事業に取り組む
予定の生産者に対して有効な対応策や情報を提示で
きるようなモデルを構築する必要がある．

Ⅴ　摘　　　要

　農家や農業生産法人などの生産者が加工・販売に
取り組む際には農業経営体としては経験のない様々
なビジネスの問題に直面することになる．本稿では
トマト生産者を対象に先進的な事例の加工・販売に
おける取り組み実態を類型化し，問題点や対策につ
いて整理を行った．さらにビジネスモデルの概念と
して，顧客価値創造，利益創出方法，利益実現のプ
ロセスといった 3 つの構成要素を用いて加工・販売
事業への取り組みを再整理し，一連の経営行動に対
する評価を行った．
　事例から整理されるトマトの加工・販売事業にお
ける問題点は，（1）初期導入費用の負担と資金調達，

（2）加工技術の取得と商品化に一定期間を要する，
（3）適正生産量（規模）の確保とそれに応じた販売
量の実現，（4）原料過不足時における生食用と加工
用の調整方法，（5）トマトの収穫期と加工品の製造
期間の競合による労働力確保，（6）市場設定と競合
製品との差別化，（7）販路確保や開拓の困難性など
があげられる．
　これに対する方策として，①補助金などの利用や
加工の委託，②行政や関係機関による支援や加工機
械業者による指導，加工自体を委託する，③販路を
確保後に販売量に応じて加工量を増加させることや
自社規模に適した加工販売の展開方法を選択する，
④生食用と加工用の販売方法に応じた自社内での調
整や JA や周辺産地からの原材料の確保，⑤自社の
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Ⅰ　は じ め に

　施設栽培イチゴにおいて，ナメクジ類の被害は果
実で問題となる．被害果には食害痕や歩行跡の乾い
た粘液が残り，品質が低下して出荷できなくなる．
ナメクジ類のうち，山口県のイチゴ施設で最も普通
にみられる種類はチャコウラナメクジ（第 1図；以
下ナメクジ）である．本種は，年 1世代で，10月に
性成熟し，11月初めから翌年 5月にかけて 200個か
ら 300個の卵を産む 1）．
　ナメクジ類は，昼間はマルチ等の下に隠れ，主と
して夜間に活動するため，発生確認や捕殺による防

除は困難である．2010年に山口県下関市豊北町のイ
チゴ栽培農家 10人に実施したアンケート調査では，
3人がナメクジ類の対応に「困っている」と回答し
ており（第 2図），簡便かつ効果的な防除技術の開
発が望まれている．ミカン畑のナメクジ類は，誘引
性のあるメタアルデヒド剤を「ばらまき処理」する
ことによって効率的に防除できる 1）が，イチゴ施設
での効果確認事例は少ない．
　そこで，筆者は施設栽培イチゴにおいて，果実の
被害が発生する前の防除が有効と考え，試験を実施
した．

Ⅱ　取り組みの内容

　2011年，山口県下関市豊北町のイチゴ高設栽培施
設（面積 900 m2）においてトラップ調査と防除試験
を実施した．本施設では，ポリエチレンのバッグに
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防除効果を確認するため，11月 1日に下関市豊北町
のイチゴ農家 9戸において，トラップを施設内の地
上に 3か所設置し，11月 16日に回収して誘殺され
たナメクジ類の個体数を調べた．ナメクジが誘殺さ
れた農家に対し，11月 16日にメタアルデヒド粒剤
の施用と 12月から 1月におけるイチゴ果実の被害
の有無を観察するよう依頼し，2月 3日に聞き取り
調査を実施した．

Ⅲ　調 査 結 果

　試験期間中，高設上ではナメクジが誘殺されるこ
とはなかったが，地上に設置したトラップでは 9月
上旬から 10月下旬にかけて平均して 1～3個体が誘
殺された（第 6図）．10月 20日にメタアルデヒド粒
剤を散布して以降，トラップへの誘殺は認められな
くなった．果実の被害は認められなかった．
　下関市豊北町の農家 9戸のうち，3戸の施設にお
いてトラップでナメクジが誘殺された（第 1表）．
メタアルデヒド粒剤を上記と同様に地上に施用した
農家（1戸）では果実の被害は認められなかったが，
高設上にのみ施用した農家（2戸）では，翌年 2月
の聞き取り調査で果実の被害が認められた．

ピートモスとロックウールを詰めた栽培ベッド（香
川型バッグ式養液栽培：らくちんシステム）を用い
ており，6月から 8月に栽培株から育苗用トレイに
ランナーを下垂させて採苗（第 3図）していた．潅
水は毎日実施しており，栽培ベッドの下には，コケ
類および雑草（カタバミ類）の発生が認められた．
　ナメクジの調査は，トラップを用いて行った．プ
ラスチックカップ（直径約 10 ㎝，深さ 4 ㎝）の側
面に直径 1 ㎝の穴を 4か所あけ，誘引剤としてメタ
アルデヒド粒剤（6％）1 gと重しとなる直径約 3 ㎝
の小石を一緒に入れ，ふたをしてトラップ（第 4図）
とした．トラップは，2011年 9月 7日に育苗トレイ
下の地上（以下地上）および地上約 40 ㎝の育苗ト
レイ上（以下高設上）にそれぞれ 5か所設置した（第
5図）．イチゴを定植した 9月 28日以降は高設上の
トラップを地上約 1 mの栽培ベッド上に移した．そ
の後 2012年 1月 19日まで 1～3週間間隔で誘殺さ
れたナメクジの個体数を調べた．誘引剤は 2週間ご
とに交換した．施設内のナメクジの防除は，10月
20日にメタアルデヒド粒剤を施設の地上に 1 g/m2

散布した．施設外からの侵入を防止するため，施設
周囲幅 1 mにも同様に散布した．イチゴ果実被害の
有無は 12月 22日から 3月 10日まで 1～3週間の間
隔で調査した．
　また，産地全体での発生動向を調査するとともに，

農家 平均誘殺数 薬剤施用場所 果実被害

A 7.0 高設上 あり

B 0.7 高設上 あり

C 0.3 地上 なし

1） トラップを 11月 1日～11月 16日に各 3か所設置
2） メタアルデヒド粒剤（1g/m2）を 11月 16日～11
月下旬に施用

3）2月 3日に農家から聞き取り調査を実施

第 1表　 農家によるナメクジ類のトラップ調
査および防除後のイチゴ果実の被害

育苗トレイ

栽培ベッド

トラップ（地上）

トラップ（高設上）

防草シート

透水性マット

支柱

第 3図　 育苗期の栽培施設およびトラップ
設置状況

プラスチックカップ

穴

メタアルデヒド粒剤

ふた

石

第 4図　トラップ

スカート

栽培ベッド

排水とい

防草シート

トラップ（地上）

トラップ（高設上）

第 5図　スカートの設置状況
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に地上施用とすべきである．さらに，4月以降は施
設を夜間開放するため，施設外から新たなナメクジ
が侵入する可能性がある．
　本試験では，施設周囲にも散布を行ったことで，
施設外からの侵入も防止され，防除効果が高まった
と考えられる．また，ナメクジの生息場所となる施
設周辺の雑草地等も防除することが望ましいと考え
る．周辺雑草地に対する防除薬剤は，メタアルデヒ
ド粒剤だけでなく，イチゴの施設内で使用できない
ものの，「ほ場周辺雑草地の生息地」に登録のあるメ
タアルデヒド水和剤（商品名：マイキラーⓇ）の使
用も有効と考えられる．保温のために施設を夜間密
閉する 10月下旬以降や，開口部に防虫ネットを設
置した施設はナメクジの侵入する危険性が小さい 2）

ため，施設周囲の防除の必要性は低い．
　なお，本試験で使用した，農薬登録のあるメタア
ルデヒド粒剤は，近年流通量が減少して入手困難と
なっている．代替の防除剤として，燐酸第二鉄剤（商
品名：スラゴⓇ等）があるが，本剤は遅効性である 3）

ため，トラップ調査での使用には不適である．

引 用 文 献
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Ⅳ　ま　と　め

　トラップ調査によって，ナメクジはイチゴの高設
栽培施設の中で 9月以降も生息していることが確認
され，夏越していると考えられた．10月中旬までは
高設上に移動していなかった．イチゴ高設栽培では，
栽培ベッドを保温するために 11月以降に栽培ベッ
ドから地上まで垂らす「スカート」と呼ばれるビニー
ル（第 5図）を設置する．果実に被害の発生した農
家では，この「スカート」を登るナメクジが観察さ
れたことから，防除は「スカート」設置前に実施す
る必要がある．
　防除は，施設の地上全面にメタアルデヒド粒剤を
ばらまき施用する方法が効率的で効果も高いと考え
られており 1），今回の試験でも，1回の地上施用に
よって 3月上旬までイチゴ果実の被害を防止でき
た．9月～10月上旬の防除では，定植時に苗ととも
に持ち込まれるナメクジや，夜間に施設を密閉する
前に侵入するナメクジを防除することは考慮する必
要がある．なお，高設上に薬剤を施用した農家では
被害が発生したことから，防除は 10月中旬～下旬
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高設上

地上

薬剤防除

第 6図　 イチゴ高設栽培施設におけるナメクジ類誘殺数
の推移
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1　産地の概況と背景

　大阪府南河内地域は府の南東部に位置する．この
地域は，府内最大のブドウ産地であり，奈良県との
府県境の金剛生駒山系沿いの傾斜を利用して，約
260ha でブドウが栽培されている．主力品種はデラ
ウェアで，約 80％ が簡易な構造の波状型ハウスで
栽培されている（第 1 図）．
　波状型ハウスは，低価格で傾斜地にも設置が可能
な反面，棚と天井ビニールとの距離が近く，果実が
高温になり，加えて近年の温暖化の影響もあって，
デラウェアの着色不良が現場で問題となっていた．
また秋から春にかけては，換気のため朝夕にハウス
を開閉する必要があるが，ぶどう栽培農家の平均栽
培面積が約 1ha あることから，その労力が大きな負
担となっていた．そこで，現場の課題解決を図るた
め，普及組織である大阪府南河内農と緑の総合事務
所，大阪府中部農と緑の総合事務所，研究機関であ

る（地独）大阪府立環境農林水産総合研究所（以下，
研究所），大阪府農政室推進課などの関係機関が連
携して，波状型ビニールハウスの換気を適正かつ効
率的に行う天井ビニールの自動開閉装置の開発及び
実証を行った．加えて，ハウス内の温度を適切に管
理するため，側面の自動開閉装置の実証を南河内地
域 2ヵ所で行った．

2　産地での取り組みと結果

　研究所が 2014 年に開発した，層状に被覆してい
る天井ビニールの自動開閉装置（第 2 図）および設
定した温度で段階的（4 段階）に開閉する側面の自
動開閉層（第 3 図）を 2015 年から府内 4ヵ所（羽曳
野市，太子町，柏原市）に設置し展示ほとした．
　調査の結果，導入対象の側面の自動開閉装置は，
レース状に開く手動開閉に比べて，上下に広くかつ
素早く開閉するため，急速な換気が可能になった．
加えて，段階的な開閉により，きめ細かな開閉がで
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第 1 図　ブドウの波状型ハウス 第 2 図　天井ビニールの自動開閉装置



つながること，さらには，気温をデータ数値化する
ことで，経験に基づき感覚的に行っていた温度管理
が必ずしも正確ではないことがわかった．これらの
ことから，自動開閉装置と遠隔温度把握装置を組み
合わせることにより，省力的に早期に高品質なブド
ウを生産できることを実証した．

3　省力的高品質化技術の普及

　これらの技術を普及するため，2017 年 1 月に主産
地である羽曳野市と太子町の農業者約 100 人を対象
に講習会を開催し，自動開閉装置などの導入による
省力的高品質化について説明したところ，農業者は
熱心に聞くとともに，補助事業などについての質問
がでるなど，関心が高かった．（第 5 図）．また，3
月には特に関心のある若手農業者 10 人を対象に現
地検討会を開催したところ，実際に装置を見て導入
意向を示す農業者も多数いた（第 6 図）．さらに，

きることで寒冷期の保温効果が高まることが確認さ
れた（第 4 図）．さらに，ブドウの着色が良好にな
ることに加え，収穫時期も 4～13 日早まることがわ
かった（第 1 表）．
　しかし，自動換気装置は小動物の食害による電線
の断線や異物の巻き込みなどで，ごく稀に正常に作
動しないこともあった．このため，ハウス内の高温
が続き，ブドウの枯死につながる可能性もあること
から，農業者はハウスに赴いて動作確認を行ってい
た．そこで農の普及課では研究所と連携し，さらに
省力化ができるよう，2016 年度に太子町で遠隔温度
把握装置の実証試験を行った．その結果，離れたと
ころで正確に温度を把握することができ，省力化に

第 3 図　側面の自動開閉装置
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第 4 図　ハウス内の温度変化
加温ハウス，2015 年 3 月 27 日．

収穫開始日  収穫終了日  
展示区1

（H27/28） 5月27日 -13日 6月20日 -5日 

対照区1
（H27/28） 6月9日 － 6月25日 － 

展示区2
（H27/28） 6月28日 -７日 7月2日 -７日 

対照区2
（H27/28） 7月5日 － ７月9日 － 

展示区3
（H28/29） 6月28日 -4日 7月5日 -4日 

対照区3
（H28/29） 7月2日 － 7月9日 － 

第 1 表　自動開閉装置による出荷時期の早期化

第 5 図　自動換気装置などの導入に向けた講習会

63湯ノ谷ら：特産ブドウの ICT 技術の普及



2017 年度にはこの技術の普及を加速させるため，自
動開閉装置などの導入マニュアルを作成した（第 7
図）．
　大阪府では，地産地消や減農薬・化学肥料栽培な
どに取り組む農業者等を「大阪版認定農業者」とし
て認定し，各自が設定した目標達成に向けた取り組
みを支援している．2017 年度には「大阪版認定農業
者支援事業」を活用して，4 戸の 6 ハウスで自動開
閉装置を導入し，うち 4 ハウスで，遠隔温度把握装
置を導入する予定である．また，大阪府では，2017
年度から民間企業と連携して，ICT 技術などの導入
を図る「スマート農業試験導入推進プロジェクト」
を進めており，本プロジェクトを活用して，遠隔温
度把握装置などのレンタルを行う予定である．

4　さらなる省力・高品質化へ

　今後も，導入マニュアルの活用等により，自動開
閉装置や遠隔温度把握装置に加えて，簡易かん水装
置やミスト冷却装置などについて，研究所の技術開
発担当者と連携して，天候に左右されずに，安定的
に高品質なブドウを生産する環境制御技術の実証・
普及を進めたい．これにより，大阪府のブドウをブ
ランド化し，農業者の所得を向上させるとともに，
産地を活性化していく．

第 7 図　自動開閉装置導入マニュアル

第 6 図　実証ほ場での現地検討会
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1　産地の概況と背景

　鳥取県西部に位置する JA 鳥取西部大山果実部（以
下，果実部）は，生産農家数が 109 戸，栽培面積が
49.5ha（平成 29 年 3 月現在）のナシ産地であり，青
ナシの‘二十世紀’系品種が基幹品種である本県に
おいて，赤ナシ新品種の導入について先駆的に取り
組んできた．果実部では平成 15 年頃から赤ナシの

‘秋栄’，‘王秋’を，さらに平成 20 年頃からは鳥取
県育成の赤ナシ新品種である‘新

しんかんせん

甘泉’（8 月下旬～
9 月上旬収穫）および‘秋甘泉’（9 月中旬収穫）の
導入を積極的に進め，有利販売につなげてきた．特
に‘新甘泉’，‘秋甘泉’については「甘泉」ブラン
ドとして位置づけ，高糖度品種のシリーズ販売体制
の構築を目指してきた．
　本県では‘新甘泉’および‘秋甘泉’の出荷に際し，
一定基準の糖度（いずれも 13 度）以上の果実を選
別し，出荷する体制がとられているが，平成 26 年
産において‘新甘泉’の基準糖度達成率は約 7 割で
あったのに対し，‘秋甘泉’のそれは 4 割弱となり，

‘秋甘泉’の糖度不足が大きな問題となった．生産
者からは‘秋甘泉’の栽培に対する不安の声が挙が
り，果実部としても今後ブランド品種として推進し
ていくためには，‘秋甘泉’の糖度向上技術を早急
に確立し，普及させることが喫緊の課題となった．

2　産地での取り組みと成果

1）栽培技術の確立・普及に係る体制構築の支援
　平成 26 年 10 月に果実部と関係機関で‘秋甘泉’
の園地巡回を行い，栽培管理状況や選果成績等を整

理したところ，着果過多や着果管理の遅れ等が低糖
度の主な要因であると推測された．
　大山普及支所では果実部と関係機関が一体となっ
て技術課題の解決に取り組む体制の構築が急務と考
え，各機関との調整を行い，同年 11 月に「秋甘泉
プロジェクトチーム（以下，「秋甘泉 PT」）」が発足
した（第 1 図）．これにより，各機関連携のもと，
役割分担と技術対策の方向性を明確にしながら，技
術の確立と普及を迅速に進める体制ができた．そし
て同普及支所が事務局となり，各機関と緊密に連携
しながら活動を進めた．

2）糖度向上対策に係る現地実証
（1）実証園等の設置
　「秋甘泉 PT」では平成 27 年度に以下の a～e を
目的とした実証園等を設置し，糖度向上に係る各
技術の検証を行った．
a　適正な着果密度の実証
　‘秋甘泉’の適正着果密度は側枝 1m あたり 8 果
であることが示唆されている（鳥取県園芸試験
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鳥取県におけるナシ新品種‘秋
あきかんせん

甘泉’の 
糖度向上対策に係る普及活動

河原　拓
鳥取県西部総合事務所農林局

西部農業改良普及所大山普及支所

• 現地実証

• 技術普及

• 基礎研究

• 事業化

• 予算対応

• 営農指導

• 流通販売

• データ提供
果実部

ＪＡ

行政
（県庁、農林局）

普及所

（西部、大山）

試験場
（園試、革新
支援専門員）

秋甘泉プロジェクトチーム

第 1 図　‘秋甘泉’プロジェクトチームの構成と役割



これらの作業が栽培管理のポイントとして整理で
きた．

（2）「秋甘泉 PT」活動の支援
　平成 27～28 年度は，7 月（着果管理後）と 9 月

（収穫前）に「秋甘泉 PT」で各実証園を巡回し，
選果成績も参考にしながら，‘秋甘泉’の栽培管
理状況を確認した．
　また，現地試験の設計に係る検討会を毎年 4 月
に，成績に係る検討会を毎年 11 月に開催し，チー
ム内で試験結果の共有を図り，問題への対応策を
協議した．

（3）糖度向上技術の普及活動
a　個別巡回
　平成 27～28 年度に，一定量の出荷が見込める 5
戸の生産者に対して，適正着果（側枝 1m あたり
8 果）の実施を重点とした個別巡回を 6 月に，さ
らに栽培管理と選果成績をもとに個別課題に対す
る技術支援を 10～11 月に実施した．
b　技術情報の提供
　平成 27 年 10 月に実証園の試験結果や明らかと
なった対策技術を資料にまとめ，生産者に配布し
て各技術を周知した．また，平成 28～29 年は毎
年 1 月に開催される果実部の生産者大会におい
て，現地試験で明らかになった成果や新たな栽培
技術に関する情報を提供した．

3）普及活動の成果
（1）‘秋甘泉’の糖度向上技術の確立
　平成 27～28 年度に設置した実証園等により，
糖度向上に有効な技術として以下の 2 点を明らか
にした．
①着果基準は側枝 1m あたり 8 果程度にする．
②予備摘果は満開後 30 日頃に実施する．

（2） 果実部全体および個別農家の基準糖度達成率
の向上

場・未発表）ことから，10 果と比較した実証試験
を大山町内の現地 2 園で実施した．その結果，現
地においても側枝 1m あたり 8 果区の方が 10 果区
よりも糖度が高いことが実証された．
b　早期の予備摘果の実証
　‘秋甘泉’栽培園の管理実績によると，低糖度
の園地では予備摘果の時期が遅い傾向があること
から，予備摘果の時期に早晩（満開後 30 日また
は 50 日）を設け，早期摘果による糖度向上の実
証試験を行った．その結果，早期区が晩期区に比
べ糖度が高いことが明らかとなった．
c　樹冠下へのマルチ資材被覆の検討
　雨水の遮断による果実糖度の向上効果を検討す
るため，収穫 2 週間前にタイベックⓇマルチシー
ト（デュポン社）を樹冠下に設置して無処理と比
較する試験を実施した．しかし，単年度の試験で
は，資材の被覆による明確な糖度向上効果は確認
できなかった．
d　氷温貯蔵の検討
　収穫した果実を氷温庫で一定期間貯蔵すること
によって糖度向上が可能かどうか検討した．その
結果，9 月中旬から 11 月中旬までの 2ヶ月間の氷
温貯蔵を行った場合は，果実糖度が処理前に比べ
て約 0.5 度上昇することが分かった．しかし，果
実部の希望する販売期間内での糖度上昇が不十分
であること等から，その実用化は難しい状況で
あった．
e　優良園地における高糖度栽培技術の検証
　苗木からの養成園で，毎年良好な成績をあげて
いる優良園地において，高品質果実の生産のため
の栽培管理方法について現地調査を行った．その
結果，早期の予備摘果（満開後 30 日頃），適正な
着果密度（側枝 1m あたり 8 果程度），土壌管理（土
壌改良，有機物マルチ等）などが励行されており，

（単位：％）

平成26年 平成27年 平成28年
「果実部」全体の基準糖度達成率 46.4 60.4 75.4
基準糖度達成農家率

1） 0.0 40.0 100.0
1） 重点対象農家（H26，H27 年：5 戸，H28 年：4 戸）のうち，平均糖度が基

準糖度を上回った農家の割合を示す．

第 1 表　 大山果実部の‘秋甘泉’基準糖度（13 年度）達成率と基準
糖度達成農家率の経年的推移
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3　今後の課題・方向

　‘秋甘泉’の糖度向上に係る技術が確立できたこ
とから，今後は現地での技術の定着が必要である．
そのためには重点対象農家を中心とした個別の技術
支援を継続するとともに，現地指導会や定期的な情
報提供等により，糖度向上に係る栽培技術の実施率
向上につなげていくことが重要である．

　糖度向上対策技術の普及が進んだことで，平成
28 年には，果実部全体の基準糖度（13 度）達成
率および重点対象農家の基準糖度の達成農家率が
それぞれ 75.4％，100％ まで高まった（第 1 表）．

（3）県版栽培マニュアルへ掲載
　当普及活動によって明らかにした技術は「ナシ
新品種栽培マニュアル」（全農とっとり発行，
2016 年）へ掲載され，そのことが契機となり県内
全地域へ成果が広く認知された．
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1　は じ め に

　近年の畜産情勢は，飼養戸数や飼養頭数の減少が
続くなど生産基盤の弱体化が顕著となっている．ま
た，和牛繁殖農家は，高い技術を有しているにもか
かわらず，高齢化や人手不足のため技術継承が困難
となっている．この課題をクリアするためには，消
費者の需要に対応し，飼養規模の拡大と効率的な子
牛生産を実現する高収益型の肉用牛経営の成立に向
けて生産基盤の強化が必要である．
　一方，ICT（情報通信技術）は，急激な発展を続
けており，グローバルな環境において，あらゆる「も
の」が瞬時に結びつき，相互に影響し合う新たな状
況を産み出している．
　今回，主に和牛繁殖農家に対し，ICT を活用した
繁殖支援システムの開発を支援したので，その概要
について紹介する．

2　肉用牛繁殖経営現場の課題

　唯一の収入源である子牛を生産する肉用牛繁殖経
営にとって最も重要なのは，発情発見と分娩時の適
切な対応である．発情見逃しの経済的な損失につい
て試算すれば，よりこのことが明確になる．21 日周
期で起こる発情を 1 回見逃すと，子牛出荷が遅れる
ことで黒毛和種 1 頭当たり販売金が 69,136 円，その
間の餌代が 21,000 円，合計 90,136 円の損失となる．
さらに，子取り雌牛の平均飼養頭数 11.4 頭の肉用牛
繁殖経営において，平均 1 回の発情見逃しがあると
試算した場合，経営全体での損失は 1,027,550 円と
なる（第 1 表）．このことは，牛の発情をちんと発
見し適時授精を行うことができれば，経営改善につ
ながることを示唆している．
　一方，牛の分娩については，依然事故率が高い状
況である（第 2 表）．特に，繁殖農家にとって，唯
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畜産現場への ICT 導入 
―和牛繁殖管理システムの開発―

谷原礼諭
香川県農政水産部農業経営課

（単位：頭，％） 

品 種 出生頭数* 分娩時死亡頭数** 死亡率 

ホルスタイン種 481,709  45,030  9.3  

黒毛和種 487,150  15,470  3.2  

計 968,859  60,500  6.2  

注：1）＊家畜改良センター個体識別情報
　　2）＊＊平成 26 年度農業災害補償制度家畜共済統計表（農林水産省）より推定．

第 2 表　分娩時の出生子牛の死亡頭数及び死亡率（平成 26 年度）

和牛繁殖経営 子牛販売価格を80万円，子牛出荷月齢を8カ月（243日）とする

子牛販売の損失 800,000 円 ×（ 21 日 ÷ 243 日） = 69,136 円

母牛への給与飼料 1,000 円/日 × 21 日 = 21,000 円

円631,09失損たみでりた当頭１牛殖繁

平均子取り用雌牛飼養頭数* 11.4 頭

円845,720,1失損るけおに営経殖繁牛用肉

注：1）労働費等を考慮しない場合の試算．
　　2）＊平成 28 年度農林水産省畜産統計．

第１表　発情を 1 回見逃した場合の経済的損失



を感じたので行ってみると，介助を要する分娩異常
であることが分かった．すぐ対応できたため，無事
分娩させることができた（A 農家）．
　二つ目の事例は，牛舎は自宅から約 300 ｍ離れて
いる農家である．システム導入以前から，十分に牛
を観察しており，1 年 1 産を実現しているが，年老
いた母親もいるので，家で家事をしながら牛を観察
したいという希望があった．カメラは現在 2 台であ
り，発情と分娩監視の両方に活用している．経験上，
経産牛は分娩予定日より遅く出産することが多い

一の収入源である子牛を事故で失うことは経営上大
きな打撃である．生産現場においては，原因が分か
らないままに分娩事故が起こっているという現状を
改善するため，分娩時の事故原因を検証できるよう
な仕組みがほしかった．

3　ICT を用いた繁殖管理システムの開発の経緯

1）システムの開発体制
　繁殖管理システムの開発体制は，香川県内 2 か所
の黒毛和種繁殖農家で実証試験を実施し，農業改良
普及センターがそれを支援する体制とした．これは，
農家が使いやすいシステムとし，開発後の普及を円
滑に進めたかったからである．実証試験においては，
開発を行いながらシステムの不具合や使いやすさな
どについて農家の意見を聞き，システムに反映させ
ることに努めた．

2）システムの基本的な構成
　繁殖管理システムは，監視カメラ機能をベースに
企業と連携して開発した．既存の監視カメラは，情
報通信ネットワークを通じて，複数の端末から同じ
画像を観察できる機能を有している．この機能を強
化し，ライブ映像を見ている者が，発情や分娩，そ
の他異常を認めた時に，それぞれの端末から互いに
そのことを伝えることができるようにした（第 1 図，
第 2 図）．これによって，互いに気づき合えるよう
になり，地域やグループの新たな共助による繁殖支
援を創出することができる．また，畜産農家の労働
の軽減及び繁殖改善の実現に結びつけることが可能
となる．

4　導入農家における利用状況

1）導入事例
　一つ目の事例は，牛舎は自宅裏の小高い丘の上に
あり，約 150 ｍ離れている農家である．本システム
を導入する前は，分娩が近づくと牛舎で泊まること
もあったが，「牛舎に泊まった時に限って産まれな
い」と無駄足になることが多かった．導入したシス
テムのおかげで，必要な時に牛舎に向かうことがで
きるようになった．ある時，スマホから母牛の異常

第 1 図　お知らせ発信画面
注： カメラから発情などを確認した場合，アラームを入力してお

知らせする画面．

第 2 図　アラーム画面
注： システムの自動検知や任意にアラーム通知をすると，ホーム

画面にアラームやお知らせが表示される．
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から牛舎内を観察できるようにしており，牛に変化
があれば連絡してくれるので，自分で気づかない時
に牛の変化を知ることができている．さらに，家事
をしている時には，スマホから聞こえる牛舎内の音
で，牛に異常がないかどうかの確認もできている（B
農家）（第 3 図，第 4 図）．

2）農家からの要望
　夜間に牛舎に電灯をつけなくても牛をよく観察す
るための暗視機能，より多くの牛を観察するための
広角撮影，より詳細な観察をするためのズーム機能
の強化などの要望が寄せられている．これらの声を
早急に実現していきたい．

3）今後の課題と展望
　第 4 次産業革命を迎えた今日では，ICT などによ
る技術によって，標準化・規格化から多様化・個別
仕様への転換，コンピュータによる自動化，人と機
械との連携の実現，IoT などによるグローバルな規
模でのネットワーク化，ビッグデータの活用による
社会ニーズやトレンドの把握，社会システムの最適
化が図られるようになった．
　一方，畜産業では現在，搾乳，給餌，哺乳作業等
のロボット化などにより，軽労・効率化を実現し，
今後さらに加速することが予測される．今後は，多
様化・高度化した消費者ニーズ及び世界市場ニーズ
へ対応しつつ，高齢化及び人手不足問題をいち早く
解決していかなくてはならない．今回の畜産農家を
支援する繁殖管理システムの開発を皮切りに，1 万
年以上前から始まった人と動物との「共生」をさら
に深化させ，人が家畜を理解するツールとしてのシ
ステムを開発し，畜産業の成長産業化に資するよう
発展させていきたい．

繁殖管理システムの問合せ先
　 近藤電子株式会社．Animal Watch．近藤電子株式

会社．
　℡：072-887-6955　　mail：kondo@kondo-ele.jp

が，ある時，予定日より 7 日早く分娩が始まったこ
とに気が付いた．カメラがなければ気づくことがで
きなかった．また，街中に住んでいる息子もスマホ

第 3 図　A 農場の監視カメラ
注： カメラのおかげで必要な時に牛舎に出

向くことができるようになった．また，
分娩異常にも気づくことができ母子と
もに助けることができた．

第 4 図　端末からの監視カメラ画像
注： 家にいても牛の様子が分かるので，助かっている．カメラが

とらえた音も聞けるので，音によっても様子をうかがうこと
ができる．
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委 員 長　　竹　中　重　仁
副委員長　　水　町　功　子
委　　員　　大　黒　正　道　　　　亀　井　雅　浩　　　　月　星　隆　雄　
　　　　　　船　附　秀　行（H29年 4～ 9月）
　　　　　　中　谷　敬　子（H29年 10月～）
　　　　　　平　岡　潔　志　　　　生　駒　泰　基　　　　山　本　直　幸　　　
　　　　　　塩　谷　　　浩

新近畿中国四国農業研究の初刊発行にあたって

　近畿中国四国地域の農業は多様であり，生産現場に必要な農業技術の研究・開発も多岐にわたりま
す．そうした中で，当該地域の試験研究および普及機関が連携して課題解決型の研究を推進し，その
成果を迅速に広く公表することで，さらなる連携強化や研究開発の深化に結び付けることが重要です．
　平成 14～ 26年度まで近畿中国四国農業研究協議会が発行した「近畿中国四国農業研究」は当該地
域の農業に貢献する多数の原著論文，総説，普及情報等を掲載し，上記の役割を果たしてきました．
西日本農業研究センターは，これに替わる機関誌の発刊を模索した結果，今ここにWEBジャーナル「新
近畿中国四国農業研究」の初刊を発行するに至りました．本誌は J-STAGE（科学技術情報発信・流
通総合システム）にも登録されることになります．ぜひ当該地域の農業研究・普及に携わる皆様から
活発に投稿いただき，誕生したばかりの本誌を共に育てていただきますようお願い申し上げます．

編集委員長（西日本農業研究センター所長）　竹　中　重　仁　
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